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巻 頭 言

お か し な 論 理

東京大学名誉教授

東京理科大学教授

関 根 泰 次
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あ る国際会議の折,い ろい ろな国か らきた気 のおけない仲 間同士が集 ってい る時,頭

の切 れ ることで一 目おかれてい るスエーデ ンの友人が突然 こんなこ とをい ・出 した。"ア

イス クリーム をたべ る と溺 れや す くな る"。皆一瞬 あっけに とられ たが,そ の うち大笑 し

また一 同深刻 な顔 っ きにな った。

彼 のい うに は,横 軸に毎年 のアイス ク リームの販売量,縦 軸 に毎年 の溺れ る人の数 を

とってプ ロッ トす ると両者 の間に見事 な相 関がみ られる とい っのであ る。皆が ポカン と

したのはその こ とで ある。 しか し,ア イス ク リーム と溺れ るこ との間に因果関係の ない

こ とは明 らかで,暑 い夏にはアイス ク リー ムが よ く売れ る し,水 浴 びす る人 も多 くて溺

れ る人 も多 くな る とい うにす ぎない。 いわば"隠 れた主役"は"夏"で ある。大笑 した

のはす ぐこの隠れた主役 に皆が気づ いたか らであ る。 この場合 隠れ た主役 を見付 け 出す

のに苦労 しないか ちいい ような ものの,も しこれが一般の人々 には仲々 わか らないよ う

な場合 は どうであろ うか,は じめ の彼 の説 をもっ ともと思 う人 もでて くるか もしれ ない。

皆深刻 に なったのは このこ とに気づ いたか らであ る。

ところでアイス ク リー ム とは何 であるか を知 らない人が いた としよう。横軸 に溺れ る

人の数,縦 軸 にア イス ク リー ムの販 売量 を とった図 を眺め,「 う一ん,ア イス クリーム と

い うのは,溺 れ る人が増 える程 よく売 れてい る。 これは きっ と溺 れ防止薬 だな」 と思 っ

た として もあなが ち不思議 ではないであろ う。

前者 の例 ではアイス クリー ムは溺れ を誘 う悪玉,後 者 は溺れ を防 ぐ善玉 である。原因

と結果 も入れ替 っている。事程 左様 に因果 関係 とはむつか しい ものであ る。アイスク リー

ム と溺 れ位 な ら誰 もだまされ ないが,世 の中には 穏 れ た主役","影 の主役"が わか ら

ない現象 が数限 りな くある。われ われ の周 囲で も地球温暖化問題,電 磁界影響問題,放

射性廃棄物処 理問題等,類 似の た くさんの問題 を見 出すの に苦労 しない。
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メタノール利用のこれからを考える

若 山

中村

福 田

司会 吉澤

正 夫(新 エネルギー ・産業技術総合開発機構水素・アルコール・バイオマス技術開発室長)

弘 巳(叢 藻 一瀟 難 サービス㈱)

健(横 浜国立大学 工学部 物質工学科 客員教授㈲エネルギー総合工学研究所 副主席研究員)

均 働 エネルギー総合工学研究所 専務理事)
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は じめ に

司会 本 日は,ご 多用 中にもかかわらずご出

席あ りが とうございました。

きょうの座談会 には,メ タノールの供給シ

ステム,エ ネルギー としての利用技術の研究

開発に携 わってこられ,ま たオピニオンリー

ダー として も活躍 しておられ る3人 の方にご

出席いただきまして,「メタノールのエネルギ

ー利用のこれからの方向を考 える」 をテーマ

として,ご 自由に語っていただきたいと願 っ

てお ります。

本 日の出席者 を紹介 させ ていただ きます

と,新 エネルギー ・産業技術総合 開発機構

(NEDO)の 水素 ・アルコール ・バイオマス

技術開発室長の若山正夫さん,エ ムジー シー

情報サービス(株)取 締役技術部長の中村弘巳

さん,そ して横浜国立大学工学部物質工学科

客員教授及び(財)エ ネルギー総合工学研究所

副主席研究員である福 田健三 さんのお三方で

あります。

司会は,(財)エ ネルギ』一総合工学研究所専

務理事の吉澤が務め させ ていただ きます。 ど

うぞよろしくお願いいたします。
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メタノールの供給 ・利用の現状

司会 最初 に,座 談会の円滑な進行 を図るた

め,メ タノールの供給・利用の現状 について,

司会者のほ うか ら基調報告的なご説明をさせ

ていただきます。

まず,わ が国のメタノール需要の規模は,

1990年 で約174万 トンでございまして,最 近

ではおよそ年間190万 トンない し200万 トン

台と推定 されます。

需要分野は化学工業用でございまして,エ

ネルギー として本格的に利用 されるには至っ
、

ていない状況にあ ります。

一方
,1992年 には,わ が国ではオクタン価

向上 剤 と してMTBE(MethylTertiary

ButhiylEther)の ガソ リンへ の混入が認め

られるようにな りましたが,こ れは石油会社

の選択制にもなってお りまして,量 はまだ多

くはあ りませんが今後増えてい くことが期待

され ます。

このMTBEは メタノール とイソブチ レン

から製造されますが,あ る言い方をすれば,

これはエネルギー分野への間接利用 と言える

のではないでしょうか。

わが国では,使 用メタノールの約95%は 輸

入に依存してお ります。

一方,世 界のメタノール市場の大 きさは,

1990年 で年間約1,815万 トンでご ざい ます

が,需 要はその後大 きく伸びまして,お そら

く年間2,200万 トンないし2,500万 トン程度

と推定 され,こ れは,ヨ ーロッパおよびアメ

リカにおけ るMTBE需 要の伸びが要因の一

つ と考 えちれています。

これらのメタノールの約90%は 天然ガスか

ら製造 され ることから,輸 出国は,近 年の傾

向 としてアジア,オ セアニア,中 東,中 南米

など,安 価 な天然ガスの産 出国のウェイ トが

高まってきています。

次にメタノール価格ですが,1992年 か ら93

年にかけては,大 体,CIF価 格において液化

天然ガス(LNG)の1.7倍 ないし2倍 程度で

推移 してきましたが,1994年 にな ります と,

需要側の伸びに対 し供給能力の増強が追いつ

かないという不整合によりまして,日 本着の

CIF価 格で見ます と,メ タノールの価格 は大

きく上昇す る傾向を示 しています。

化学工業用の分野につ きまして も,メ タノ

ール供給能力の増強による市況の安定化が,

今後期待 されているところではないで しょう

か。

概 して言えば,メ タノールの国際価格変動

の大 きさ,あ るいはその繰 り返 しとい うのは,

メタノールの市場規模が小 さいことによると

言えると思います。

以上が大体私が理解 してお ります メタノー

ルの供給 ・需要の現状です。

メタノールのエネルギー利用の

必要性 と実現への課題

司会 それでは,「メタノールのエネルギー利

用の必要性 と実現への課題」に移 らせ ていた

だきます。

わが国におけるメタノールのエネルギー利

用の機運は高まってお り,本 格的実用化は間

近に迫っているように思われますが,な かな

かそのようには運ばないわけです。

最近におけるメタノールのエネルギー利用

の動 きについてかいつ まんで述べ ます と,ま

ず第1次 及び第2次 石油危機 を契機 として,

石油代替燃料 としての利用の可能性が追求さ
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れた時期,そ れから第二に環境対策面一一要

するに,大 気汚染防止のためですが一 から

の 自動車へのメタノール利用の導入転換が取

り組 まれ,昭 和60年 頃から大都市における自

動車公害対策 として推進 されたわけですが,

これ らは現在 も大規模な導入には至 っていな

いようです。

そして,近 年になりまして,地 球環境対策

の面か ら,天 然ガス利用の第ニサ イクルとし

てメタノール発電の導入機運が高 まってきて

います。 これは,メ タノールの利用技術(燃

料電池 とか改質型メタノール発電等)の 研究

開発の進展に見合 うものといえましょう。

昨年9月,国 におきましては第10次 の 「長

期エネルギー需給見通 し」の改定がなされま

して,そ の前段 として,昨 年6月 には総合エ

ネルギー調査会の中間報告,及 び電気事業審

議会需給部会 による 「長期電力需給見通 し」

の改定がなされました。

そのなかにおけ るメタノールの扱いですけ

れ ども,総 合エネルギー調査会の中間報告に

お きましては,「従来型エネルギーの新 たな利

用形態」の枠の中で,「 メタノール・石炭液化

等」 として2010年 に96万 キロ リッ トルの導入

が挙げられています。

また,電 事審需給部会の報告書におきまし

ては,LNG火 力の枠のなかで,「燃料電池お

よびメタノール発電については,技 術開発の

動向等 を踏 まえ,開 発 を推進する。」という表

現になってお り,技 術開発の進展の ぐあいに

よっては,導 入量は大 きくもなるし小 さくも

なるとの様子がうかがえるわけです。いずれ

にしても国の 「長期エネルギー需給見通 し」

においては,2010年 におけるメタノールの実

用化が明確 に示 されています。

こ讃
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若山 正夫 氏
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撫 鷲む 藤 購 食霧灘 室長)

しか しなが ら,国 内世論を見 ます と,メ タ

ノールのエネルギー利用のキャンペーンはい

まひとつ迫力がないようにも見 えるところで

す。

そこで,ま ず問題提起 として,「メタノール

のエネルギー利用の意義 ・必要性 とその実現

への課題」につ きまして見解をお伺 いしたい

と思います。

まず,こ れまでメタノールの供給あるいは

化学工業利用に携わ って こられた立場 とし

て,中 村 さんのほうか らご見解 をお伺いした

い と思います。

中村 メタノールの利用には化学用 とエネル

ギー用 と二通 りあ ります。エネルギー用 とい

うのは,短 絡的には 「燃料用」 とい う考え方

ですが,も う一つ,「 エネルギー媒体用」とい

う分類が考 えられます。

私は,「 ニューサンシャイン計画」の 「水素

利用国際 クリー ンエネルギー システム技術

(WE-NET)」 とか,「広域エネルギ』一利用ネ

ットワー クシステム技術(エ コ ・エネルギー

都市システム)」プロジェク トでは,メ タノー

ルが 「燃料用」 とい うよりも 「エネルギー媒
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体用」 として効用があるということが認め ら

れつつあると思 うんです。

また,そ のほかに考えられるエネルギー媒

体用 として,「 コール ・メタノール ・スラリー

(CMS)」 とい うのがあります。それか ら,日

本原子力研究所がや っている原子力熱利用

で,メ タンの水蒸気改質 をや ってメタノール

をつ くる方法 もあ ります。

エネルギー システムを上手に運用するため

の媒体物質 としてのメタノールというものが

あって,メ タノールを単に燃焼させ るのでは

な く,媒 体物質 としての メタノール利用をや

って,そ の後の最終的な利用の仕方 として メ

タノールを燃料用に使 うとい う考え方です。

そのような,国 としてのかな り大 きいエネル

ギー システムを考 えてい くことが重要 ではな

いか,と いうのが私の率直な感想です。

そして,そ の際 もやは りメタノールをダイ

レクトに燃 してしまうのではなくて,や は り

COと 水素 に分解にす るな り改質するな り,

熱改質工程 を経由 して燃焼利用するのが一番

望ましい と考えます。

司会 次は,国 のメタノール利用技術開発の

プロジェク トを推進 してお られる立場 とし

て,NEDOの 若 山室長 さんからお願いいたし

ます。

若山 私 どもでは,発 電部門でのメタノール

利用 を考 えて技術開発 を進めていますが,メ

タノール利用 をなぜや るか という第一の理由

は,環 境にや さしい点ではないかと考えます。

司会者か らの説明のように,メ タノールは

80%以 上 が天然ガスか らつ くられてい ます

が,天 然ガスはもともと硫黄分 も少ないし,

ばい塵は入っていないという意味で,石 炭等

の化石燃料 に比べ ます と極 めて クリー ンで

す。 しか も,メ タノールにす る場合,触 媒の

毒作用防止のため硫黄分は除去 してお り,さ

らにクリーンになっている。それで,こ うい

ったクリーンなものを発電に燃焼 して使 うと

いうことは,き わめて環境にや さしいという

ことにな ります。

それか ら,そ の同 じ天然ガスからLNGに

して使 う場合 には,非 常に大量に扱わないと

経済性がな く,輸 送であるとか貯蔵,そ うい

った初期 コス トが非常に大 きくかか ります。

これに対 して,メ タノールの場合には小規

模 で取 り扱 えます。しか も,沸 点が65℃ ぐら

いですので,常 温では液体で,取 り扱い も非

常にやさしい。こういった点からも,将 来,

発電部門でメタノールを使ってい くべ きでは

ないか と考 えます。

司会 どうもありが とうございました。

それでは次に,国 の研究機関におきまして,

メタノール関連の研究開発に長年携わってこ

られた立場 として,福 田さんのほうからメタ

ノールのエネルギー利用の課題 についてお伺

いします。

福田 私は長 く水素エネルギーの研究に携 っ

てきましたが,そ の関連で議論の組上に乗せ

てきたのが 「メタノール ・エコノミー」 とい

う考 え方です。

ここで,「 メタノール・エコノミー」の特徴

と欠点 をまとめてみます と,次 のようにな り

ます。

利点の第1は,液 体であることが取 り扱い

上非常に有利です。第2に,コ ンベ ンショナ

ルな化石燃料,い わゆる石炭 とか天然ガスか

ら合成できるほかに,バ イオマスからも製造

できる。 そういう意味では,太 陽エネルギー

の媒体 として見ることもできるし,中 村 さん
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のおっしゃったように,原 子力のエネルギー

の媒体 として見 るこ ともで きるとい うこ と

で,あ る意味で広 くエネルギー媒体 として見

ることができます。

第3に,エ ネルギー として利用する場合に

は,例 えば内燃機関の一部 を改造するなど,

その抜本的なシステムの変更なしにメタノー

ルにシフ トできることではないでしょうか。

第4に,た ぶんガソリンよ りもクリーンで

あろうとい うこと。第5に,貯 蔵に難iなく,

輸送 も容易 であ り,安 全性 も高い。第6は,

材料問題が相対的に少ないだろうと見込 まれ

ることです。

最後に,私 自身は重要だ と考えてるんです

けど,い わゆ るコンベ ンショナルな化石燃料

技術体系 をメタノール燃料体系にシフ トさせ

る場合,そ れ以外の技術体系にシフ トする場

合に比べて,既 存の技術体系に投資された社

会的資本がそれほど ドラスティックな影響 を

受けないですむのではないか,と 考えます。

そうはいって も 「メタノール・エコノ ミー」

には幾つか欠点があると思われます。 まず第

1に,依 然 として炭酸ガス問題が残 る。炭酸

ガス問題については,ど の程度環境に対 して

フレン ドリーになるか というのは,ま だ議論

の余地があるように感 じています。またNOx

の問題 も残るん じゃないか とい う感 じもしま

す。

2番 目に,ガ スター ビン発電などの燃料 と

して使用する場合 も,や っぱ り現在の発電技

術よりも効率 を高め ることができるのか とい

うことです。

それか ら,や は り 「メタノール ・エ コノミ

ー」 という形で一つの技術体系に仕上げる場

合に,基 本になるのはどうしても水素に到達

せ ざるを得ない。水素が どれだけ安 く大量に

入手で きるか というのが,結 局は 「メタノー

ル ・エ コノミー」 を決めてい くのではないか

という気が します。

開発が進む,メ タノールの

エネルギー利用関連技術

司会 次に 「メタノールのエネルギー科用技

術開発の経緯 と現状」について,話 を進めた

いと思います。

これまでのメタノールのエネルギー利用技

術開発の経緯 と現状につ きまして,ま ず国の

プロジェク トを推進 しておられる若山室長さ

んか ら,NEDOに おける状況について,お 伺

いします。

若山 私 どもは,昭 和56年NEDOが でき

たのは昭和55年 ですので,そ の翌年から14年

ぐらいメタノール発電技術の研究開発 をやっ

てお ります。最初の5年 間は,ま ず基礎的な

研究 ということで,メ タノールの海外調達 と

経済性の調査,利 用技術 と安全性の研究な ど

をや りました。安全性の研究では,例 えばメ

タノール蒸気を長期にわたって吸入 して も大

丈夫か どうかを,カ ニクイザルなどを使 った

動物実験で検証 した り,メ タノールが海水に

漏れたときの水棲生物への影響 などを調べま

した。その結果,メ タノールを発電燃料 とし

て利用することは,環 境保全上問題がないこ

とが分か りました。利用技術の研究過程で「メ

タノール改質型発電」 というのが提案 され,

それが一番いいのではないかということで,

昭和60年 頃から3年 ほど要素研究をや ってい

ます。

「メタノール改質型発電」は,メ タノール

蒸気 と水蒸気を混合 したガスを250℃ ～350℃
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程度 で触媒に通す と,吸 熱反応 によ りCO2

とH2に 分解 されます*(改 質反応 と呼ばれて

いる)が,そ の水素 を利用 してガスタービン

を運転 し,同 時に排熱回収 を行 うものです。

(参考図一1)

さらに,排熱により空気の予熱 を行 った り,

過熱蒸気 を生成しこれをター ビンに注入す る

などして,で きる限 りガスター ビンの排熱 を

回収 し,高 効率化 を考えています。このよう

な高効率化 したサイクルを 「改質注水再生サ

イクル」と呼んでいます。この要素研究の後,

昭和63年 度か ら,1,000kW級 のパ イロッ トプ

ラン トによる実証試験 を中国電力(株)大 崎火

力発電所用地内で行 い,平 成6年 度前半で成

功裡に終了いたしました。

それからもう一つは,平 成元年度か ら5年

度 までかけ まして,4サ イ クルのデ ィーゼ

ル ・エンジン メタノール ・ディーゼルの

開発 もや ってお ります。

メタノール改質型発電については,パ イロ

ッ トプラン トによる実証試験において,「改質

注水再生サイクル」が成立することが確認で

きましたので,こ れを基にして将来の実用プ

排 ガス

～

圧縮器 タービン 発電機

参考図一1メ タノール改質型発電の概念図

ラン トの概念設計 と経済性の評価 を実施 しま

した。

このスタディ結果によれば,例 えば100万

kWク ラス これは30万kWク ラスのガスタ

ー ビンを3つ 並べて「改質注水再生サイクル」

にした ものですけれども,こ れにします と,

発電効率で46.7%ぐ らいに上昇 します。 これ

は,ガ スター ビンの入口温度が1350℃ 級です

が,こ れ と同規模のLNGの コンバイン ドサ

イクル発電です と発電効率は48.5%ぐ らいで

すので,余 り差はありません。

この特徴 は,LNGコ ンバイン ドサイ クル

発電の場合には,別 置の蒸気タービンを設置

するため大 きな装置にな りますが,こ の 「改

質注水再生サ イクル」の場合には,そ の熱 回

収 してつ くった蒸気 を同じガスター ビンに入

れてしまうので非常にコンパク トにな り,同

じ規模のLNGコ ンバイン ドに比べて建設単

価が65%位 にな り安 くできます。更に,発 電

原価につ きましては,こ れはメタノールの価

格 によって相当変動いたしますが,平 成5年

度の平均価格 は大体16円/kgぐ らいですの

で,こ れです と発電原価が先ほどの規模の発

電所 を考 え ます と12円60銭/kWh位 に

な ります。これは,LNGコ ンバイン ド

です と13円/kWhぐ らいにな りますの

で,む しろ,評 価ベースですが,こ れ

ぐらいの規模の もの をつ くればLNG

コンバイン ドサイクル発電 よりもむ し

ろ安 くできるということにな ります。

それから,も う一つの特徴 としては,

先ほ ど福 田さんからご懸念のあったN

Oxで すけれ ども,極 めて低い濃度 と

な ります。これはもともと,メ タノー

*CH,OH十H20→CO2十3H2-370kcal/kg
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ルが燃えれば水ができますから,脱 硝は水を

かければいいということであ りまして,そ う

いう意味でNOxの 発生はかな り抑えられま

す。

それからもう一つ,改 質発電ではこれは過

熱蒸気を入れてますのでさらに良 くなるのだ

と思いますが,通 常運転です と,0213%相 当

で6ppmと い うことで,極 めて低 い値 となり

ます。

それから,メ タノールを使った場合懸念さ

れるホルムアルデ ヒドなども,運 転中は検 出

限界以下(0.5ppm以 下)で すので,非 常に環

境にいい技術だ と思ってます。

それからもう一つは,先 ほど申し上げた4

サイクルのメタノール ・ディーゼルでござい

ますが,こ れは6気 筒で500kWの 設備をつ く

って運転 したわけです。 こちらのほ うは,目

標 とした発電効率が38%で,NOxは0213%

相 当で110ppmと いう目標でしたが,い ずれ

も目標値 をクリアで きました。ディーゼル と

しては,環 境面,効 率面 ともにいいシステム

であることを確認できました。 これを5,000

姻 に置 き換えて評価 してみます と,効 率が40

%ぐ らいで,や は りNOxも 十分抑 えられ た

ものになります。

発電原価は,平 成5年 度のメタノール価格

による試算で12円/kWh以 下 となり,極めて安

い発電原価であることを確認 してお ります。

以上のようなメタノール発電技術の研究開

発の成果に基づいて,平 成6年 度から各 メタ

ノール発電技術の比較評価 を行 い,次 の段階

の実用化研究及び導入方策の在 り方について

検討 中です。

蝉藪
鑛

馨

炎'

欝

騨 鞭 党

構
誓 ド、

滞

y

メ;"

中村 弘巳 氏

(叢藻 一瀟 羅 サービス㈱)

ここまで来ているメタノールの

製造 ・輸送技術

叢

、

蓼

司会 今,エ ネルギー としてメタノール をど

う使 うか という技術開発の分野についてご紹

介をいただいたわけですが,次 に,「メタノー

ルの製造 ・輸送技術」について,話 を伺 うこ

ととします。

まず今 までメタノールの供給側にお られま

した中村さんから,「 メタノールの製造 ・輸送

技術」につ きましてお話 を伺 いたい と思いま

す。

中村 それでは,メ タノールの製造 ・輸送 に

ちょっ と改良 したほうがよさそ うな議論 を

2,3申 し上げます。

現在,メ タノール をつ くるのは,天 然ガス

を水蒸気改質 をしてメタノールを作 る*。 そ

の場合,2工 程の反応の間でどうして も水素

が1分 子余ってしまうわけで,そ の余 りが も

ったいない とい うことで部分酸化**を 導入

する動 きになっています。

*CH,十H20→CO十3H2

**CH4十1/202→CO十2H2

CO+2H2→CH30Hこ の2つ の 反 応 の 間 でH2が1分 子 余 る
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ただ,こ の天然ガスの水蒸気改質に,メ タ

ノールの関係技術開発が少 しこだわりを持ち

過 ぎているんじゃないかなというのが私の心

配なんです。やは り石炭をもう少 し考えたら

どうか と思いますね。石炭を原料 にして,先

ほどより申しました 「コール ・メタノール ・

スラリー(CMS)」 の世界があ りますか ら。

それか ら,天 然ガスを原料 とする場合 も,

これは部分酸化 と,水 蒸気改質ではな くて炭

酸ガス改質 をやって,合 成ガスをつ くる過程

でCO2を 除去 してお く*。そういう考 え方が

必要 じゃないでしょうか。

要す るに,合 成ガスをつ くる工程 を経て メ

タノールをつ くるわけですが,メ タノールの

システム全体で考 えた場合 に,設備費の50%,

あるいはエネルギー消費のおそらく70～80%

は前半の合成ガス製造工程 にあるわけで,後

半のメタノール合成工程 より,合 成ガス製造

に もっとウェイ トを置 くべ きというのが私の

持論です。

司会 それでは,NEDOで は,「石油産業の液

体化燃料対策」の一環 として,天 然ガスか ら

メタノールを製造する技術開発 をや ってお ら

れるようですが,そ の内容,目 的等について

ご紹介いただきたいと思います。

若山 私 どもは資源エネルギー庁の方から予

算 を頂戴 して,天 然ガスからメタノールを安

くつ くる2つ の方法の研究開発に取 り組んで

います。

今の固定層式のメタノール合成は固定触媒

を使用 してお り,し か も合成反応が発熱反応

で除熱が しに くく,反 応器はあまり大 きくで

きません。開発中の 「気相流動層法」 とい う

方法です と,数 十 ミクロンという大 きさの触

福田 健三 氏

(横浜国立大学工学部物質工学科客員教授側)エネルギー総合工学研究所 副主席研究員)

媒が反応器を浮遊 してい る状態で合成反応が

行われます。その中に熱交換器 を入れ られる

ので,除 熱が容易 であるため大型化が可能に

な り,ス ケールメリッ トが上が ります。それ

か らもう一つは,ワ ンパスのメタノール変換

率が,通常の固定層では今40%ぐ らいですが,

それを約60%に 上げられ ます。

この2つ の観点か ら,そ の製造コス トを低

減できる見通 しです。現在や ってますのは,

10トン/日 の規模 の 「プ ロセス ・デベロップ

メン ト・ユニッ ト」(PDU)で すね。これが う

ま くいけば,平 成8年 度頃から1桁 規模 を上

げたパイロットプラン トを造って研究 したい

と思っています。

それからもう一つは,「 低温液相法」です。

液体の触媒 を使 うとい うことで,装 置を非常

にコンパク ト化 できることと,ワ ンパス当た

りの変換率が90%以 上 ということで反応ガス

を反応器で循環させ る必要がなく,こ れ もコ

ス ト低減につなが ります。

これらの技術ができれば 「気相流動層法」

の場合には製造コス ト25%低 減,そ れか ら「低

*CH,十CO2→2CO2十2H2
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温液相法」では30%低 減 を目標にや ってます。

この他,合 成ガス工程の研究開発では,先

ほ どご紹介があったのに近 いんですけれ ど

も,水 蒸気改質 と酸素 を吹 き込んで行 う部分

酸化 を組み合わせた 「複合改質法」 というの

をや ってお ります。やは り10ト ン/日 ほどの

規模 の もの を運転 し研 究 している ところで

す。

司会 どうもありがとうございました。福田

さん何かございましたら。

福田 私 のほ うは長年研 究室 にいま したの

で,そ の立場から若干 コメン トしたいと思い

ます。

まず,今,若 山さんのおっしゃった 「低温

液相法」 というのは,画 期的なプロセスであ

ることは間違いないんですけれ ども,毒 性の

強いニッケルカルボニルとい う触媒 を液相で

均一状態で溶か して使 うとい うことは,常 に

その生成物 と触媒 とを分離するとい う問題が

伴 います。 また,触 媒に毒性があるというこ

とから,ハ ン ドリング上にも難 しい問題があ

るやに聞いてお ります。

それか ら,私 の個人的な興味 という意味で

申し上げます と,合 成については,今,若 山

さんからご説明があった方法のほかに,や は

り学問的分野で も既に100年 来挑戦 と失敗の

繰返 しで,仲 々ブ レー クスルーが達成出来な

い 「メタンの直接酸化*」 とい う課題がありま

す。 メタンの炭素 と水素 の間に酸素 を挿入す

れば,COと 水素 とい う中間の合成ガスを経

ることなく,直 接メタノールになるはずなん

ですが,そ れが極めて困難iなのです。

今ちょうど何回 目かの展開期に来ているん

ですけど,依 然 として難 しい。何 しろ原料ガ

スの1%程 度 しかメタノールが生成 しない上

に,多 量の副産物ができるのですか らね。

ただ,注 意 しなければいけないのは,ロ シ

アが,50気 圧無触媒で,今100ト ン/年 の小

規模 ですけどパイロットプラントを運転 して

いるという報告が,つ い昨年,筑 波で開催 さ

れた日本 ・ロシアの触媒 ミーティングで発表

されています。 ロシアは,そ うい う化学プロ

セスに案外強いところがあ りますので,ち ょ

っと要注意 と思います。

私 ども化学屋の夢 としては,や っぱりメタ

ンを合成ガスを経由 しないで直接メタノール

に もっていきたい,と いうのが本音です。

2番 目は,中 村 さんがおっやいましたよう

に,合 成ガス製造の ところで何か今まで と違

う考 え方がないのか,と いうことですが。

そ ういう意味でい うと,単 なるメタンの水

蒸気改質だけではな くて,例 えばそれ と炭酸

ガス改質 を組み合わせるとか,あ るいはで き

れば,中 村さんがおっしゃったように,石 炭

のガス化 と組み合わせてみるとか。合成ガス

製造では,ま だいろいろ新 しいコンセプ トが

導入できるん じゃないか と思いますね。

ちなみに,「エネルギーシステム経済 コンフ

ァランス」 という,今 年の1月 に行 われた学

会で,電 子技術総合研究所 と(株)日 立製作所

の人がペアで,天 然ガスの水蒸気改質 と石炭

ガス化 をコンバインした合成ガス製造システ

ムを提案 しているんですけ ど,試 算でいうと

エネルギー効率がかな り向上す るという発表

があ り,こ ういうの も面白いと思います。

長 くなって恐縮なんですが,メ タノール合

成に戻 りまして,も う一つ。

今の環境問題 との絡みで,特 に大学で研究

*CH、+1/20、 →CH、OH
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されているのがCO2・ 水素系でのメタノール

合成です。これは,CO・ 水素系に比べると,

低温で反応速度が大 きい とか,反 応熱がCO・

水素系の2分 の1な ので,反 応熱の取 り扱い

が容易だ とか,メ タノールの選択率が高い と

1か,幾 つか特徴があ ります。

ただし,同 じ条件で比べれば,CO・ 水素系

のほ っがはるかにそのコンバー ジョンとい っ

か,反 応率 は高いわけですか ら,絶 対的には

CO・水素系のほうがいいんですけれども,あ

る条件のもとでは,CO2を 水素還元してメタ

ノールにもってい くというの も十分意味があ

るん じゃないか ということです。

若山 一つだけ補足させて下さい。低温液相

法で使 う触媒のニッケルカルボニルは,ご 指

摘のように,毒 性があるというのは事実です

けれども,私 どもがやっているのは,あ ま り

毒性の高いもの を使用す るのは問題があると

いうことで,若 千,温 度 ・圧力が高 くても,

低温でなくても,毒 性のない触媒 を探そうと

いうことで今やってお ります。

福田 面白い考 え方ですね。わか りました。

膨 らむ構想,メ タノールの

最適利用システム

司会 どうもあ りがとうございました。

ここまでメタノールのエネルギー利用技術

の研究開発,メ タノールの製造 ・輸送技術に

ついて,現在の動向等 をお話いただきました。

これ らの要素技術 を組み合わせてつ くる,「メ

タノールのエネルギー利用 としての最適サイ

クルシステム」が,非 常に重要 な今後の課題

と思われます。

そ ういう意味で,こ れまでの話が重複 して

も結構 ですので,ま ず中村さんのほ うからご

吉澤 均 専務理事

((財)エネルギー総合工学研究所)

意見をお願いします。

中村 「最適サイクルシステム」 ということ

ですね。たぶん,メ タノールのエネルギー利

用 ということを考えた場合,対 象 とするエネ

ルギーの種類,あ るいはポテンシャルによっ

てサイクルの構成 というのは当然異なってき

ます。先ほ ど申し上げましたように,媒 体的

な利用を先に行 って最終的に燃料利用 をす

る,と いうことだけはたぶん確か と考えます。

そ して,燃 料利用す る際に分解反応の熱回収

を組み合 わせて熱効率 を向上 させ ることが重

要 です。基本的にはそのような方向 と思いま

すね。

現 在,開 発 中 の シス テ ム に は,「WE-

NET」,「 エコ・エネ都市システム」,「メタノ

ール発電」があるんですけれども
,こ れらは

結局,メ タノールを使用す ることで電気エネ

ルギー と熱エネルギーを一度 メタノール,ま

たはその分解ガスのCO,H2が 持つ化学エネ

ルギーに変換をし,こ れを需要,用 途に応 じ

た最終エネルギーの形に再変換 して使用する

システムになっています。要するに,そ の過

程 で行 う化学エネルギーの変換 をもう少 し正

面に取 り出 して,熱 力学的評価 を重点的に正
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しく行 うような開発スタイルが必要だろうと

思 っています。

それから,メ タノールのシステムの もう一

つの特徴は,メ タノールは,結 局,水 素の液

相でのハ ン ドリング媒体 と言えるか と思 うん 』

ですね。メタノールは,COと 水素への分解 を

前 提 に12.5%の 水 素 を,ま た蟻 酸 メチ ル

(HCOOCH,)と 水素に分解すれば,6.25%

の水素を持 っています*。要す るに,水 素を液

体でハ ン ドリングするための媒体になります。

同様 に,輸 送媒体 としてメタノール と蟻酸

メチルを組合せたサイクルは,WE-NET構

想において検討対象候補 にされているシステ

ムの一つであ り,技 術的実用性が高 く,水 素

を高効率で輸 送できます(参 考図一2)。

したがいまして,メ タノールあるいは蟻酸

メチル というのは,水 素 を最 も有効に輸送,

貯蔵するハン ドリング媒体 だという見方でシ

ステムを組んでいくことが必要で,あ とはエ

ネルギー効率 マキシマムになるようにケー

ス ・バイ ・ケースのサイクル構成をつ くるこ

とになるんじゃないかと思います。

司会 ありがとうございました。

福田 基本的には中村 さんがおっしゃったこ

方式 サ イ ク ル
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とに私 も全 く同感です。補足する意味で2,

3付 け加 えます と,冒 頭に申しました 「メタ

ノール ・エ コノミー」 という考 え方で,メ タ

ノールというものを社会のエネルギーシステ

ムのべ一スに据えるのか,そ れとも単なる液

体燃料の一つのオプションとして見るのか と

い うことで,ず いぶん違 って くると思 うんで

すね。

社会のエネルギーシステムのべ一スにす る

のであれば,中 村さんがおっしゃったように,

エネルギー媒体 とい う考 え方が どうしても前

面に出て来 ざるを得 ない。 その観点から私が

興味を持 っているのは,今,NEDOさ んが開

発 している新 しい合成法のなかで,改 質工程

で酸素を使 う 「複合改質法」です。

WE-NETで は,海 外にある豊富な水力電

源等の再生可能エネルギー を利用 して安価な

電力を作 り,こ の電力を使用 した水電解によ

り水素 を作 る*。 これをメタノール等の媒体

に変換 してタンカー輸送 し,国 内の電力需要

に応えるというシステムですが,現 地での水

電解で酸素 も出て くるのです。この酸素の使

い道がなくて,い まは酸素 を捨てる話になっ

ちゃいますね。

ところが,こ の 「複合改質法」 を取 り入れ

ると,酸 素が非常に有効に使 えるわけです。

その点,メ タノールとい うのは,酸 素の価値

も全部乗せてエネルギー を輸送できるという

意味で非常に面 白い。

このような要素技術 をとり入れたグローバ

ル ・エネルギー ・システムが可能ならば,や

は り 「メタノール ・エコノ ミー」 を本格的に

主張すべ きだとい う気が します。

中村 私には,メ タノールが主要なエネルギ

一物質になるとは考 えられません。 まあ100

年,200年 先にか りに水素エネルギー システ

ムが実現 したとき,今 の化石燃料か らのそこ

への移行過程 のなかでメタノール というもの

が有用度の高い物質 として利用できるであろ

うと考えます。 メタノールというのは,や は

りメインの燃料やエネルギー体系ではな く

て,エ ネルギー体系の利便性 を上げるための

良きメディアであると思います。そういうも

のの見方でよろしいん じゃないでしょうか。

若山 私は,お 二人の化学屋 さん と違 って電

気屋 なものですから(笑い),ち ょっと違う見

方なのですが,や っぱ りメタノールは電力で

使 っていきたいと考 えてますね。電力で使 う

ためには,低廉安定供給が条件にな りますが,

そういうサイクルというと,や はりガス供給

側 と使用者側が 「バイ」で契約 をしたシステ

ム,そ うい うものをつ くって,安 定で,か つ

長期 に安 く入って くるのが最適なサイクルと

いうふ うに考えてしまうんですね。

進め るべき,体 系的コス トダウン対策

司会 あ りが とうございました。

今,エ ネルギー として本格的に使 う際の最

大のネ ックは,値 段が高いことです。このメ

タノールの 「コス トダウン対策」のつぼ所に

つ きまして,ぜ ひご見解 をお伺いしたいと思

います。

まず若 山さんのほ うか ら。

若 山 これは非常 に難 しい問題だ と思い ま

す。先ほど吉澤さんか らお話があ りましたよ

うに,メ タノールの価格 はCIF価 格で,1,000

kca1当 た り3円 とか4円 の水準で推移 して

きました。これは,LNGの 実価格の3割 増し

*3H20→3H2十1.502
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か ら2倍 とい う範囲だったわけですけれ ど

も,こ こに来て4倍 ぐらいに急騰 しました。

これは,世 界のメタノール市場規模が小 さく,

メタノールの需要の伸びに対 してメタノール

供給設備の増設が遅れていることによる一時

的な高騰であると思います。

メタノール価格は,メ タノールのエネルギ

ー利用が始 まり,メ タノール市場が大 きくな

れば,安 定 して くると思われます。

メタノールのコス ト引下げの第1は,「 メタ

ノール製造プラン トのスケールア ップ」です。

NEDOは,こ のための技術開発 を進めていま

す。

それか ら,先 ほども言いましたけれども,

価格安定のためにはやはり 「バ イ」でユーザ

ーがガス供給者 と直に契約をしていくとい う

ことも重要だと考えます。

もう一つは,や は り海外生産国か らの輸送

コス トが高い。現状の小 口輸送が高 くっ く原

因ですが,こ れを大型 タンカーの10万 トン と

か20万 トンクラスで持って くれば安 くなるわ

けで,「 大型タンカー使用への切換え」もあろ

うか と思います。

それか ら,も ちろん使用側で,私 どもが今

開発 を進めていますような 「高効率発電シス

テムの導入」を実現すれば,発 電原価の点で

はコス ト対策になるわけで,こ れ らを総合的

に進めていけば コス ト低減になりますが,道

はかな り険しいと思 ってお ります。

司会 福 田さんお願いします。

福田 需給に絡む価格変動を除外 して,純 技

術的問題 に限定 して述べ ます と,メ タノール

の製造技術は,合 成ガス製造,メ タノール製

造の工程 とも,常 識的には成熟域に近い技術

水準にあるといえます。 しか し,エ ネルギー

効率面でみます と,必 ず しも満足すべ き値で

はないやに私は思 うんですね。

ですから,例 えば先ほどの液相合成法みた

いな原理的に画期的な技術が出て きて,そ れ

によるプロセスができれば,相 当程度 コス ト

ダウンには寄与す るはずだと思うんですね。

若山 あと,原 料ガスの値段ですね。LNGの

生産 に不適 な 「中小ガス田」 とか,あ るいは

「炭酸ガスの随伴量の多いガス田」など価格

の安 い天然ガス源がた くさんあれば,こ れは

コス ト低減につながると思 うんです。こうい

うのを開拓 していくのも一つのコス ト低減 な

のかなと思います。

司会 統計に出てこないんですかね。

福田 例えば,炭 酸ガスの含有量が多いガス

田なんていうのは,使 えないので統計に出て

こないですね。だけ ど,さ っきの炭酸ガス改

質が現地でできるようになれば,か なり炭酸

ガス量の随伴があるガス田でも,有 効に利用

できるような気 もするんですけ どね。

司会 今,若 山さん と福田さんがお話になっ

たことに若干補足させていただ きます。今,

「天然ガスの賦存量が多 くな くて,LNGプ

ロジェク トになじまない中小ガス田」は未開

発の状態で放置 されているものがあ ります

し,ま た井戸は掘 ってガスは出たけれども,

「質が悪 くて未開発のままのガス田」があ り

ます。即ち,随 伴するCO2量 が2割 とか3割

とか,あ るいはインドネシアのナツナ島みた

いに7割 ぐらいCO2が 出て きて どうしよう

もないもの もあります。こうい うところでは

未開発のまま埋め殺 されているガス田がかな

りあると思 うんですね。

それで,今,NEDOさ んの液体燃料化対策

等で技術開発の対象 とされてお りますのは,
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「天然ガスからメタノール をつ くる技術」で

す。天然ガスからつ くる場合は,大 体随伴す

るCO2量 の15%ぐ らいは メタノール として

有効に利用することがで きます。それから,

もう一つは,天 然ガスからのメタノールサイ

クルでは,現 地か ら,粗 製メタノールのまま

出荷 させ るか,あ るいは現地で精製 して,そ

の精製 メタノーノト 純度は99.85%ぐ らい

になりますが一 にす るか どうかによって,

その後のハ ン ドリング,特 に国内に輸入,陸

揚げ したあとの利用でのコス ト面に非常に大

きく効 いて くると思 うんですね。

私 どもの見解では,粗 製メタノールから精

製 メタノールにする場合の コス トアップは,

数%程 度 とみてお ります。

この程度のコス トアップですと,天 然ガス

の生産現地でつ くるメタノールは,精 製品 と

してそのプロジェク トを考 えればいいことに

な ります。そういた します と,輸 送 コス トは,

「タンカー内ブレン ド可能」だということで

削減できるわけですね。

一方,LNGプ ロジェクトでは,ア ラスカ産

の天然ガスとイン ドネシア産の天然ガスでは

成分が違いますか ら,LNGに した場合 で も

成分が異なるので,ス ロッシングの防止等安

全性の面か らタンカー内ブレン ド及びタンク

内ブレン ドができません。

精製 メタノールの場合は,「タンカー内ブレ

ン ド可能」 ということで,積 出港か ら小 口に

分けて集荷 できる。そして,国 内の基地でも,

小 口の積み分けが自由にできることにな りま

す。

こういう面のコス トダウンの メリットとい

うのは,今 までは数量的な評価がなされてな

いんです。

言いたいことは,LNGプ ロジェク トに比

べ ると,「天然ガス・メタノール ・プロジェク

トは,極 めて弾力性,融 通性に富むプロジェ

ク ト」ですので,エ ネル}'・一の安定確保上の

評価がなされるべ きじゃないかと,私 はその

ように考えてお ります。

中村 さんのほうから付け加 えるところがご

ざいましたらどうぞ。

中村 もう一つの考 え方は,今,例 えば 「エ

コ ・エネルギー都市システム」の開発があり

ます。これは,前 にも話 しましたように,メ

タノールの分解 ・合成の反応を利用 した熱の

長距離輸送システムでして,工 業地帯で発生

する廃熱エネルギーを利用することによりメ

タノール をCOとH2の かたちに分解 してパ

イプライン輸送 し,熱 需要地でCOとH2か

らメタノールを合成する発熱反応により,熱

回収をするというリサイクルのシステムにな

ってお ります。ある程度以上メタノールを燃

料利用することが可能だとすれば,輸 入メタ

ノールをダイレクトに排熱エネルギーのある

ところへ持 ち込み,そ こで熱回収 をしてCO

とH2に して,そ れを吸収式エアコンで燃焼

するとすれば,エ コ ・エネシステムの半分の

ラインが要らな くなるんですね。 こういう面

に も着 目され,評 価 されるべ きと思います。

(参考,表 一一1)

環境保全 にも問題ない,メ タノールの

エネルギー利用

司会 それでは先 を急がせ ていただ きまし

て,「メタノールのエネルギー利用に係 る環境

保全性について」に移 りたい と思います。

先ほど,NEDOさ んで開発を進めてこられ

ましたメタノール発電技術の環境保全性につ
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いては,若 山さんのほうからお話があったと

お りです。

それから,も う一つの動きとして,私 ども

の研究所でも国か らの委託により,メ タノー

ルを通常のコンバイン ド・サイクル ・ガスタ

ー ビンに使用 したときの環境影響評価の調査

研究を行いました。

それは実機のガスター ビンにメタノールを

燃焼 させたときに生ずるアルデヒド類 とか,

NOxと か,そ ういうもの を測定 して評価 をし

たわけです。

結論的には,ア ルデヒ ド類の発生 も極めて

微小な量であ り,NOxも6割 程度に減少する

ことが分か りました。 もう一つは,メ タノー

ルを使用する発電プ ラン トの起動停止方法 と

して,「軽油で起動後,バ ーナー単位でハーフ

ロー ドになった時点でメタノールを使用する

方法に切 り換えます と,ア ルデヒ ド問題は全

く解放 される。」ことも分か りました。

(参考)

表一1メ タノール利用実現のためのコスト

ダン対策の体系

1.需 要 増大 に見 合 う メタ ノー ル製 造 設備 の

増 強 に よる価格 変動 の小 幅化

2.大 規模 需 要創 出に よる メタ ノー ル供 給 プ

ロ ジェ ク トに おけ るス ケー ル メ リッ トの追

求

① メタ ノー ル生産 設備 の大 型化

② メタ ノー ル流通 設 備 の大 型化

3.メ タ ノー一ル タ ンカー の大 型化 に よる海上

輸送 コス トの大 幅低 減

4.メ タノー ル製 造設 備 の大 型化,機 術 改良

に よる設備 コス ト,製 造 コス トの低 減

5.随 伴CO2の 有効 利 用 に よ る開 発 対 象 天

然 ガス 田の拡 大 と,低 コス トメタ ノー ルの

製造

6.メ タノー ルの発 電 技術 の高効 率化,大 型

化 に よる発電 コス トの低 減

また,メ タノール単体 としての環境安全性

についても,10年 前に一応スタディがあ り,

問題 なしとい うことで検討 も終わってお りま

す。

メタノールを石炭輸送に利用 する

「CMS技 術」

司会 次に,先 ほど中村さんよりご発言のあ

りましたCMSの 考 え方,フ ローの概要,導 入

のメリットなどにつ きましてご紹介 いただけ

ます とありがたいのですが。

中村CMSと い うの は,「CoalMethanol

Slurry」という言葉の省略で,メ タノールを石

炭輸送に利用する石炭スラリの一種 です。固

体の石炭の空隙部に液体のメタノールが入 り

込んだ形になっており,同類の物質に「COM」

(CoalandOilMixture)と か「CWM」(Coal

andWaterMixture)と いうものがあります。

開発は こちらが先行 し,CMSは 遅れた格好

になってます。

研究開発 としては,三 井 グループが,昭 和

57年 頃,国 か ら10億 円以上の資金i援助を得 て

実施 し,技 術的にはほぼ完成させてますが,

いろいろの事情で実用化に至ってお りません。

最初に,そ のおおよその考 え方ですが,海

外の石炭産地 で原炭 を通常の方法 で選炭す

る。ここでアッシュは15%ぐ らいになるんで

すが,そ の状態で山元で微粉化 して しま う。

こうします と,日 本の消費末端で ミル(微 粉

炭機)を 使 う必要がありません。そして,現

地で微粉化 した状態で脱灰 をしてしまい,落

とした灰は産地の埋戻 しに使ってしまおうと

いうものです。

この脱灰により,相 当程度の脱硫 も同時に

進行 します。その脱灰 ・脱硫 された微粉炭を
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メタノールを利用 してスラリーにし,大 規模

化 した輸送 ・貯蔵 システムで国内へ運んでき

ます。山元でスラリー化 を全部や って しまい

ますから,全 工程で液状石炭 としてハン ドリ

ングができますので,大 幅なコス トダウンが

可能 となります。私 どもの試算です と,国 内

での石炭 としての利用単価 は低下すると考 え

てます。

第2に,石 炭がべ一スになりますので,ス

ラリー化剤 として使用するメタノールを山元

でつ くることがで きます。

COM等 の製造 です と,油 を山元 まで運ば

なければいけないんですけ ど,CMSの 場合

は,石 炭原料でメタノールがつ くれますか ら,

山元のス ラ リー化は極 めて好便にまい りま

す。

第3に,燃 焼使用時に,CWMの 場合は水

が分離できませんので,例 えば発電したとき

に,理 論効率で2%～3%の 熱効率の低下が

生 じますが,CMSの 場合には,ス ラ リー剤が

燃焼性のあるメタノールですか ら,そ ういう

不利はありません。

第4に,微 粉炭脱灰技術では,日 本は先端

的な水準 を持っています。 これは,国 の補助

金による開発技術ですので,NEDOさ んの ク

リー ン ・コール ・テクノロジーセンターの宝

ともなっています。

第5に,石 炭か らメタノール製造の原料ガ

ス をつ くるにはNEDOさ んが開発に成功 し

たハイコール(HYCOL,UtilizationofCoal

forProducingHydrogen)と いう技術 を使 う

ことができます。

第6に,メ タノール合成は,先 ほど若 山さ

んがおっしゃってます ように,合 成ガスか ら

先の話でしたら,NEDOさ んの方できちっと

開発されつつあるとい うことですか ら,全 体

の技術体系は,百 点 とは言えないまでもかな

り揃ってきてます。

要す るに,メ タノールのエネルギー システ

ムを考えた場合,輸 送 ・貯蔵に関わるエネル

ギー密度では,CMSの 場合が一番高いエネ

ルギー密度にあると判断できます。ただ,日

本でメタノールを分離 して使 う場合には,分

離後のメタノールに石炭成分が どうして も混

入 しているという問題が残 っています。

そんな訳で,石 炭ベースのメタノール,そ

れを使ったCMSと いう考え方の可能性があ

ります,と い うことです。

司会 どうもありが とうございました。ほん

とにこれから先の世界が開ける思いで した。

と申しますのは,電 源開発調整審議会 を通

過する電力用大型石炭火力は,大 体100万kW

とか90万kW級 なのですが,立 地条件が厳 し

い とか,公 園区域にかか る等の理由で,灰 捨

て場を持てない石炭火力が出ています。ある

いは既存の石炭火力のなかに も,灰 捨て場が

もう満杯になっているところも極めて多くな

って きました。

ところで,石 炭火力か ら発生す る石炭灰の

量ですけれ ども,2000年 にお きまして大体

800万 トン。その うち400万 トンを灰捨て場

で処理す る腹積 りなのですが,残 りの400万

トンは有効利用の途 を開拓 しなければ なら

ず,各 電力会社 ともこれが,実 は発電所の運

転確保上死活問題になっているわけです。

このように,こ れか ら先,灰 捨て場が とれ

ない石炭火力が ますます増 えて くるわけで

す。今,私 どもの研究所では,資 源エネルギ

ー庁か ら研究委託を受けて
,「石炭灰の有効利

用拡大の技術調査」 を3年 計画で始めたとこ
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ろですが,石 炭火力の立地対策面か らみます

と,大変追い込 まれた状況になってお ります。

このような事情 を背景に,灰 をほぼ全量現

地に置いて くる仮定で,こ のCMSの 提案が

なされた次第です。そうす ると,15%の 灰分

の輸送 コス トがまずかか らない。それから,

今言われたように,脱 硫 も3割 から5割 程度

できます。その上,流 体ハン ドリングとい う

ことで到着ベースの値段が安 くなる可能性が

あるとい う,誠 にすばらしいアイデアです。

今,着 想早々の段階ですから,こ れか ら関係

者の間でぜひとも十分吟味され るよう切望 し

ます。今後の進展が期待 されるテーマ と申せ

ましょう。

確認 させて頂 き度いのですが,産 炭地に灰

を残 して くるということは,環 境問題が厳 し

い今 日的な状況の下で,そ れなりに相手国の

コンセ ンサスが必要 な問題だ と思 うんです

が,そ の辺は問題ないんですか。

中村 石炭 を掘っているときには当然ボタが

出て,灰 は産炭地で常に石炭 との分別処置が

伴います。

それか ら,こ ういう処理 を,例 えばオース

トラリア,カ ナダとかその他産炭地の国の立

場で考 えてみます と,単 に石炭のまま売るの

ではなくて,微 粉化 して売る,あ るいは灰 を

除去 しているということで,彼 らにして も付

加価値がつ くわけですね。ですから先方にと

っても喜ば しいことにな ります。 日本に とっ

てもミル(微 粉炭機)が 不要になるとか,公

害原因が減少するとか,い ろいろ安定的な利

用ができて,そ の上,15%あ った灰がもし2,

3%に 下がっただけでも,石 炭その ものの発

熱量が10数%上 がることに相 当します。そ う

すると,全 体 の輸送 ・貯蔵の設備効率がその

分だけ当然上昇 して くるわけですね。それが

大 きいことで,石 炭 をこれからの代替エネル

ギー として考えれば,た ぶん1,000万 トン単

位 の量的デマン ドが発生する話ですからね。

そうすると,吉 澤さんのおっしゃるように,

日本で灰が出て くるか こないかは,わ が国に

とっては大問題になりますね。

それからもう一つ付け足します と,現 に石

炭灰でセメン トをつ くっているわけですが,

セメン ト生産その ものがどうやら日本の工業

として先細 りでしょう。いろいろの意味を含

めて,灰 処理を真剣に考 えないと行詰 りにな

るということなんですけどね。

若山 まあ,原 子力でいえば,ウ ランを濃縮

して使用するところに似ていると思いますけ

れども,「脱灰処理」というのは簡単なんです

か。

中村 少な くとも物理処理による脱灰 までは

かなり簡単 といえますね。そこで,ア ルカリ

脱灰 まで程度を上げるか という問題はあ りま

すね。

ただ,早 い話が,九 州や北海道でかつて石

炭 を掘っていたとき,石 炭中の灰 は,も しか

す ると30%以 上の灰分 だった と思 うの です

が,そ れを国策に従 って除去 し,い ろいろ苦

労 して燃える石炭にしていったわけですね。

ですから,や っぱ り貧弱な質の鉱 山しか持っ

ていなかった 日本では,石 炭からの脱灰技術

が優れて くる必然性が高いんですね。

福田 石炭は,社 会的にはやっぱ りイメージ

が必ずしも良 くないですよ。石炭は汚いもの

だ という意識が何 とな く世の中に定着 してま

すか らね。

だか らそこを,CMSの や り方をす るこ と

で,環 境にもフレン ドリーになるというよう
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なことが言えれば,大 変結構 と思います。

司会 最後 に補足説明 させ ていた ・"きます

と,先 程 「メタノー ルのCO2問 題が最後 に

残 る」という福 田さんのこ発言がございまし

た。

この件につ きましては,資 源エネルギー庁

か らの委託による 「メタノール発電環境影響

評価」のなかに,メ タノールの製造 ・輸送 ・

貯蔵の流通過程全般にわた りCO2の 発生量

を分析 したレポー トがございます。

結論的には,今 の技術 によるメタノールサ

イクルではLNGよ り若干CO2の 排 出量は

多いんですけれども,ま あ石油 とトン トンで

あるという結論になってお ります。

そういたしますと,こ れか ら先,原 子力発

電 と新エネルギーの未達分は,ど うして も天

然ガスでカバー していかざるを得 ないんです

けれ ども,そ の天然ガスのなかでもLNGだ

けでは調達不足の場合の補完サ イクル とし

て,こ のメタノール ・サイクルが登場すると

考 えられるのです。以上,補 足説明させ てい

た ・"きました。

今 日予定 してお りました トー キング ・アイ

テムにつ きまして,非 常に学術的水準の高い

ご意見 をたくさん伺 うことができました。

本 日は長時間どうもありがとうございまし

た。
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傘 ◇影傘 傘 ・母〉噂 〉傘 傘 ・港・⑱ 傘 傘 ⑱ ⑱ ⑱ 傘 爵 〉傘 爵)爵 ・・傘 懲 ・傘 噂〉・港・爵 〉・港〉噂 ・傘 ⑱ ・爵〉⑱ 懲 ・傘 傘 ⑱ ⑱

〔事業計画〕

平 成7年 度 事 業 計 画 の概 要

働エネルギー総合工学研究所

傘 ・身〉傘 傘 傘 傘 爵〉爵〉傘 傘 ・毒〉傘 ⑱ 醸 傘 ・港〉傘 傘 傘 爵〉爵〉傘 傘 傘 ⑱ ・母〉傘 爵〉⑱ 爵〉・や ⑱ ⑱ ◇§◇爵〉傘 傘

本研究所は,エ ネルギーに関連する情報の

収集,加 工,提 供およびプロジェクト調査研

究 を推進 し,併 せてエネルギー技術の普及啓

発活動を進めることを基本方針 とし,そ の事

業活動の効率化 を一層推進 しつつ,平 成7年

度においては,次 の各号の事業を行 う。

1.エ ネルギーに係 る科学技術に関する調査

について

エネルギーに関連する各種情報を,国 内お

よび海外 の諸機関 との情報交流等を通 じて広

く収集 し,技 術的見地から区分,整 理する。

(1)エ ネルギー技術データベース基礎資料

の情報収集 ・検索 ・処理

(2)地 球環境基礎情報の収集

2.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る科

学技術資料 ・情報の分析法,評 価法,体 系

化法の開発および応用に関する研究につい

て

エネルギーの開発,供 給,利 用に係る科学

技術資料 ・情報に関 して,そ れ らの分析,評

価,体 系化 を行 うための手法の開発研究 を実

施 し,ま た,こ れら資料 ・情報の分析 ・評価,

動的な変動予測,相 関性の評価,目 的に応 じ

た体系化 などを行 い,そ の利用価値 の向上を

はか ることとする。

(1)エ ネルギー技術データベー スの体系化

法の開発研究

(2)各 種 エネルギー ・システムの技術的 ・

経済的評価手法の開発研究

3.エ ネルギーの開発,供 給,利 用 に係 る技

術上の基礎的事項に関する部門的,総 合的

な研究について

エネルギー新 技術 の萌芽の発見 と将来展

望,エ ネルギー技術要素の特性向上,安 全性・

信頼性の評価,エ ネルギー開発,供 給,利 用

のための各種 システムの評価研究,開 発計画

の立案 と最適化など,部 門的,総 合的な技術

的見地か らの研究 を行 う。

(1)原 子力に関する安全評価,ヒ ューマン

ファクター,PAに 関する調査研究

(2)新 エネルギー技術シーズに関する調査

研究

(3)エ ネルギー供給見通 し等に関する調査

研究

(4)エ ネルギー ・システム技術等に関する

調査研究

一20一



(5)エ ネルギー と地球環境問題に関する調

査研究

4.エ ネルギーの開発,供 給,利 用に係 る技

術上の応用的事項 に関する専門的,総 合的

な研 究について

刻々変化する社会的,経 済的,技 術的な多

種多様 な制約のもとで,エ ネルギーの開発,

供給,利 用に関 して,安 全性の確保 を前提 と

して,地 球環境問題への対応 を考慮 しつつ,

現実性のある最適なシステムを設計す る。

さらに,こ れらの最適 システムの設計研究

の成果 を具体的プロジェク トに応用す る研究

を行い,プ ラン ト設備や機器の開発に資する

等専門的,総 合的見地からの研究を行 う。

〔原子力関係〕

(1)原 子力開発利用政策 に関する調査研究

・原子力開発政策の支援システムの研究

・海外の原子力開発政策の調査分析

・国際協力のあ り方に関す る調査研究

(2)原 子力多 目的利用に関す る調査研 究

(地域アメニティ構想等)

(3)新 型原子炉の開発実用化等に関す る調

査研究

・FBRの 実用化に関する調査研究(新

技術適用可能性)

・軽水炉技術の洗練 ・高度化に関す る調

査研究

(4)核 燃料サイクルに関す る調査研究

・プル トニウム利用に関する調査研究

・使用済燃料管理 システムに関する調査

研究

(5)原 子炉廃止措置および放 射性廃棄物の

処理 ・処分に関する調査研究

・原子炉廃止措置実施の環境整備に関す

る調査研究

・日本型地層処分 コンセプ トの研究

・地層処分 クライテリアの調査研究

・高 レベル放射性廃棄物処分 に係 る情報

活動のあり方に関する調査研究

・超ウラン元素(TRU)廃 棄物の処理

処分対策に関する調査研究

(6)原 子力のリスク評価に関する調査研究

・確率論的安全評価(PSA)の 利用に

関す る調査研究

(7)原 子力安全の社会科学的研究および原

子力分野における人材確保問題に関す る

調査研究

・原子力発電施設におけるセーフティカ

ルチャア等の実証研究

(8)原 子力分野におけ る数値 シ ミュレー

ションに関す る調査研究

・BWR熱 水力挙動解析の研究

・先端 シミュレー ション技術 を中心 とし

たシステム工学に関す る調査研究

〔化石燃料関係〕

(9)炭 化水素系エネルギーに関する調査研

究

・非在来型天然ガスに関す る調査研究

・石油製品の合理的利用に関する調査研

究

・メタノールの製造 ・利用等に関する調

査研究

・低公害型自動車用燃料に関する調査研

究

・石油貯蔵所か らの炭化水素および小型

ボイラか らのNOxの 排出量等に関す
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る調査研究

⑩ 石炭の利用技術に関する調査研究

⑪ 未来型製油所の在り方に関する調査研

究

⑰ 超重質油の利用技術に関する調査研究

⑬LPG新 供給システムに関する意識分

析研究

〔新エネルギー ・エネルギーシステム関係〕

σの 自然 ・再生可能エネルギーに関す る調

査研究

⑮ 省エネルギー技術に関す る調査研究

㈹ 電池お よびその利用に関す る調査研究

αの 燃料電池に関する調査研究

⑱ 負荷平準化 ・夜間電力有効利用に関す

る調査研究

⑲ 電気 自動車等代替エネルギー 自動車に

関す る調査研究

⑳ 廃棄物発電等未利用エネルギーの有効

活用に関する調査研究

⑳ メタノール発電に関す る調査研究

⑳ 次世代高効率火力発電技術に関する調

査研究

⑳ 水素利用国際 クリーンエネルギー シス

テム技術(WE-NET)に 関す る開発

研究

⑳ 新水素エネルギーに関す る実証研究

〔地球環境関係〕

㈲ 炭酸ガス回収 ・処理 システム評価等の

地球環境技術に関す る調査研究

㈱ 環境調和型エネルギー ・コミュニティ

に関す る調査研究

⑳ 地球規模からみたエネルギ「需給構造

の在 り方に関する調査研究

㈱ 火力発電所からの石炭灰有効利用拡大

に関する調査研究

⑳ 低コスト酸性雨対策技術の開発評価

〔横断的研究〕

㈲ 各種エネルギー間の競合に関する調査

研究

⑳ 各種エネルギー供給 システムに関する

総合的評価,ベ ス トミックスの在 り方に

関する調査研究

働 人口問題 とエネルギー問題に関す る解

析,評 価

5.前3号 の研究に係 る試験について

新水素エネルギー実証 ラボラ トリーにおけ

る実証試験を行 うとともに,前3号 の研究に

伴 う材料,要 素,機 器等の試験 も随時行 うこ

ととす る。

6.前 各号の調査,研 究,試 験の成果に係 る

資料の作成,整 備,提 供 について

前各号の事業で得 られた成果のうちか ら,

技術情報 として有用度の高いものを目的に応

じて速やかに編集 し,利 用者に提供する。 さ

らに,こ れらの研究成果は出版,展 示,講 演

会等により公表 し,で きるだけ広 く利用に供

す ることとする。

また,そ れぞれの目的に応 じたエネルギー

の開発,供 給,利 用に係る技術指導を行い,

人材を養成するなどエネルギー技術に関す る

指導,普 及,啓 発に努めることとす る。

(1)技 術情報の編集,整 備,提 供

(2)定 期刊行物の出版
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(3)エ ネルギー技術普及講演会(エ ネル

ギー総合工学 シンポジウム,月 例研究会

等)の 開催

7.そ の 他

エネルギーの開発,供 給,利 用の円滑な展

開を図 るためには官 ・学 ・民一体 となった協

力体制 を整 え,効 率的に機能 させ ることが重

要である。本研究所は,こ のような観点に立 っ

て,エ ネルギー技術上の諸問題 について,各

界の専門家に よる討論 と情報交流 を行 う場 を

提供 し,責 任ある,し かも時宜に適 した新 し

いエネルギー技術政策について提言 を行 うこ

ととす る。

また,エ ネルギー技術に関する国際協力の

積極的な推進など,本 研究所の趣旨にかなっ

た諸事業 を行 うこととす る。

(1)エ ネルギー技術懇談会の設置および運

営

(2)内 外の関連研究機関 との研究協力
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【寄稿】

地球温暖化を巡る最近の動向
「気候変動枠組条約」 を中心 として

荒 井 真 一(環 境庁 地球環境部 環境保全対策課 課長補佐)

1.は じめ に

地球温暖化 を巡っては,1994年3月 の 「気

候変動に関す る国際連合枠組条約」(以下,「条

約」)の発効以来,国 際的,国 内的にさまざま

な動 きがあった。本稿においては,そ れらの

うち主要 なものについて,私 見 を交えながら

その概要 を紹介する。

2.「 日本国報告書」の提出と地球温暖化の

我が国への影響の評価

「条約」の発効 を受けて,先 進締約国は,

1990年 の温室効果ガス排出量の目録及び2000

年の排出量の見積等を含む,国 別報告書の提

出が義務づけられた。我が国は,「地球環境保

全に関す る関係閣僚会議」(以 下,「 関係閣僚

会議」)での決定を経て,1994年9月,条 約暫

定事務局 に日本国報告書 を提 出した1)。この

報告書に よると,「長期エネルギー需給見通

し」 と整合性 をもって予測 した2000年 度にお

ける二酸化炭素の排出量は,諸 般の施策が十

全に実施された場合,1990年 度の排出量に比

べて総量で約3%増 加す る。このことか ら,

一人当た り排出量の概ね安定化 を図るという

「地球温暖化防止行動計画」(以 下,「行動計

画」)の第1項 の目標は達成できる見込みであ

るが,第2項 の目標である排出総量の概ね安

定化のためには一層の努力が必要 との結論 で

あった。

一方,我 が国への温暖化の影響 を検討 した

「環境庁地球温暖化問題検討委員会」の報告

書2)に よ る と,仮 に,「気候 変 動 に 関す る

政府間パネル(IntergovernmentalPanelon

ClimateChange,IPCC)」 の予測シナ リオに

従って気温が2100年 までに約3度 上昇す る変

化が起 こった場合,下 記のような影響がある

と予測された。

1)降 水量が約10%増 加するが,地 域的な片

寄 りにより,渇 水の頻度が増 える可能性

がある。

2)農 業面では,南 西 日本で現在の稲 の品種

を植付けするのであれば,米 の生産量低

下が予測される。

3)森 林では,ブ ナ林の40%が 消滅 して,コ

ナラ林に変化する。また,水 域の生態系

では,冷 水性の海草が減少 し,う に等の

漁獲量 も減少する。

4)気 温の上昇 に伴い海面 が65cm上 昇す る

と,日 本の砂浜の8割 は失われる。

5)健 康面では,沖 縄などではマラリア感染

の危険性が増加する恐れがある。

なお,IPCCは,1994年11月 に特別報告
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書 を採択 した。その内容は,基 本的に従来の

予測を変更する点はな く,大 気中の二酸化炭

素濃度 を現在の1～2倍 の間に安定化 させ る

には,人 間活動 に伴 う二酸化炭素排 出量 を

1990年 のレベル以下に抑えることが必要であ

るとしている。

3.「 環境基本計画」の策定

「環境基本法」の制定を受けて,1994年12

月,環 境政策の長期的方向を示す 「環境基本

計画」が閣議決定された。

この中で,温 暖化対策については,① 究極

的には,「 条約」が目的に掲げる 「気候系に対

す る危険な人為的影響 を及ぼ さない水準にお

いて,大 気中の温室効果ガス濃度の安定化」

を目指すこと,② 中期的には全締約国の取 り

組みが不可欠であること及び条約が2000年 以

降の措置が不明確 なこ とか ら,そ れ らの検討

の必要性が,先進国共通の認識 となってお り,

我が国としてもこの点を踏まえ国際的な枠組

みづ くりに努力するとともに,国 際的連携の

下で積極的な対策の実施に一層努めること,

さらに,③ 当面は 「行動計画」に定め る目標

を達成すること とし,こ のために積極的に

推進す る施策 を掲げている。

今後,従 来の 「行動計画」に定める施策の

実施状況 を毎年 「関係閣僚会議」に報告する

ことに加 えて,「環境基本計画」のレビューの

一環 として温暖化防止施策について も,中 央

環境審議会 によ り毎年点検が行われることと

なる。

4.国 別 報 告 書 「統 合 レポ ー ト」

条 約 暫 定 事 務 局 は,「 第10回 条 約 交 渉 会 議 」

(INC10,IntergovernmentalNegotiating

Committee10)の 決定 に従い,条 約付属書1

に定め る先進締約国提 出の国別報告書 をまと

めて 「統合 レポー ト」3》を作成 し,「第1回 締

約国会議」(COP1,ConferenceofParties

1)に おける締約事項の妥当性検討に使用す

ることとなっている。このため,我 が国を含

む15力 国が昨年9月 の期限までに提出 した報

告書について,各 国や国際機関の専門家 も参

加 して検討 を行い,「統合 レポー ト」が作成さ

れた。 これによると,2000年 における二酸化

炭素排出量を1990年 レベルに抑えることが可

能 であると現時点で予測 している国は,チ ェ

コ,デ ンマーク,オ ランダ,ス イス,イ ギ リ

ス及び ドイツ(ド イツは2000年 の排出量予測

でなく,2005年 の予測)の6力 国であ り,我

が国を含むアメリカ,ス ウェーデン等その他

の9力 国は,現 行の対策では二酸化炭素排出

量の安定化は困難であ り,追 加的な対策が必

要 としている(表1参 照)。

なお,国 別報告書の提出が遅れている欧州

共 同体 は,2月 に報告書 を提出す ることと

なっている。また,議 定書1以 外の締約国に

ついては,自 国への条約適用後3年 以内に国

別報告書 を提出す ることとなってお り,1997

年9月 が最初の提出期 限となる。 これを受け

て,条 約上,1998年 末までに第2回 目の締約

事項に関する妥当性の議論がなされることと

なっている。

5.第11回 条 約 交 渉 会 議(lNC11)の

概 要

INC11が,「 第1回 締約国会議」の最終

準備 のため,2月7日 か ら17日 までニュー

ヨー クで開催された。主要 な議題及びその議

論の結果は,以 下の とお りであった。
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表1各 国の二酸化炭素排出量の予測

(土地利用の変化及び森林を除く)

1990年 排 出量(千 トン) 2000年 排出量予測く千 トン) 排 出量の変化(%)

オ 一 ス ト ラ リ ア 288,965 336,199 16.3

オ 一 ス ト リ ア 59,900 65,800 9.8

カ ナ ダ 461,200 510,000 10.6

チ 工 コ 163,584 135,536 一17
.2

デ ン マ 一 ク 58,353 53,753 一7
.9

ド イ ツ 1,032,000 一 一

日 本 1,173,000 1,200,000 2.3

オ ラ ン ダ 174,000 167,600 一3
.7

二 ユ 一 ジ 一 ラ ン ド 25,530 29,550 15.7

ノ ル ウ 工
一 35,400 39,500 11.6

ス ぺ イ ン 222,908 276,523 24.1

ス ウ 工 一
一 、

プ ン 61,300 63,800 4.1

ス イ ス 45,400 43,800 一3
.5

イ ギ リ ス 586,720 586,720 0

ア メ リ カ 5,012,789 5,163,136 3.0

(注)・ 各国か ら送付 された情報 を基に条約暫定事 務局がま とめた もの。
・排出量 は二酸化炭素換算であ り,我 が 国については,炭 素換算 で計算す ると,約3.1%の 伸び となる。
・ドイツは200年 での予測 を行 っていない。(2005年 で予測)

(1)第1回 通報の レビュー

締約国は情報を送付する義務があ り,そ の

レビューを通 じて条約の妥当性の検討が行わ

れる。このため,15力 国の第1回 通報につい

て 「統合 レポー ト」が作成され,こ の内容,

レポー ト作成のプロセス,詳 細 レビューの実

施,排 出量計算のための目録や予測方法,ガ

スご との地球 温暖化 能力(GWP,Global

WarmingPotentia1)の 使用等について議論

が行われた。

この結果,特 に詳細 レビューについては,

①条約事務局 とレビュー担当国からの専 門家

がレビュー対象国を訪問し,ヒ ヤ リング等に

より対象国の政策 ・措置の状況等について詳

細 なレポー トを作成すること,② 温室効果ガ

スの排出量の報告は原則 としてガスごとにす

るが,参 考 としてGWPを 記載 してもよいこ

と,③ 温室効果ガスの排出量について,国 際

的に共通な予測方法の検討 を進めること,等

が合意された。

また,先進締約国の第2回 情報送付期限は,

1997年4月15日 となった。 さらに,先 進締約

国は,温 室効果ガスの排出,吸 収量の 目録 を,

1996年 か ら毎年4月15日 までに提出す ること

となった。なお,我 が国の国別報告書の詳細

レビューは,本 年夏の実施 となっている。

(2)締 約事項の妥当性検討

現在の条約では2000年 以降の約束について

述べていないことから,小 島嗅国連合及び ド
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イツは,特 に2000年 以降における先進締約国

の排 出量削減を内容 とす る議定書案を,第 一

回締約 国会議での採択 に向けて提出 してい

た。 しか し,こ の会合 では,先 進国と途上国

の意見が対立し,特 に途上国側では,先 進国

が2000年 以降の温室効果ガス排出量を1990年

レベルで安定化 させ るための政策 ・措置の約

束 を十分 に果 しておらず,2000年 以降の措置

を検討するのは時期尚早 との意見が支配的で

あった。結局,現 行の条約規定は,条 約の究

極 目的達成に向けての第一歩にすぎないとい

う点で合意が得 られたが,今 後の具体的な交

渉の進め方については,第 一回締約国会議以

降の継続審議 となった。

(4)資 金 問 題

地球 環 境 フ ァ シ リテ ィー(GEF,Global

EnvironmentFacility)を,「 条 約 」に基 づ く

先 進 国 か ら途 上 国へ の 温 暖 化 対 策 の た め の 資

金 供 与 制 度 と して 引 き続 き維 持 すノる こ と等 が

決 定 さ れ た 。

(5)そ の他

その他,「 条約の実施についての補助機関」

及び 「科学的技術的評価に関す る補助機関」

の役割等について,締 約国会議での決定に向

けて勧告が まとまった。両機関の主要な業務

は,各 国から送付 された情報の審査等であり,

第一回会合は1995年10月 開催 の予定である。

(3)共 同実施(Jointlmplementation)

共同実施は,複 数の締約国が共同して温室

効果ガスの排出抑制等を行 うもので,費 用効

果性の観点,及 び途上国への技術移転等の観

点から有益であると考 えられる。本格的実施

に先行す る試行 的実施が概 ね合意 されてお

り,そ の基準がこの会合で議論された。 しか

し,共 同実施 を行 う締約国の範囲等について

先進国と途上国間で意見の合意が得 られず,

途上国政府グループ(G77)及 び中国,米 国,

並 びに欧州連合(EU)の 三者の案が,第 一

回締約国会議 で引 き続 き検討 され るこ とと

なった。G77・ 中国案では,共 同実施は先進

締約 国間に限ることとしたが,我 が国が支持

した米国案及びEU案 は,先 進国 と途上国の

問の共同実施を認めている。米国案は試行期

間(パ イロッ トフェーズ)に おいて も削減量

の配分 を計算 してお くべ きとしているのに対

し,EU案 は削減全体量の計算のみで十分 と

したものであった。

INC11に おいては,共 同実施についてパ

イロッ トフェーズの基準に三つの案 を併記し

たこと,約 束の妥当性について締約国会議に

結論 を先送 りにしたこと等,締 約国間の意見

の相違点が明らかになった。反面,締 約国会

議の補助機関の役割,第 一回通報のレビュー

方法,資 金問題等で締約国会議への具体的勧

告が合意された部分 も多 く,一 定の成果 をあ

げたといえる。

6.第 一回締約国会議について

第一回締約国会議は,3月28日 から4月7

日までの11日 間,ベ ル リンで開催 された。参

加国は170ケ 国,う ち大臣が出席 した国が約60

ケ国,我 が国か らは宮下環境庁長官が出席 し

た。

会議は,二 酸化炭素の排出量削減 を強 く打

ち出そ うとするEU,温 暖化による海面上昇

で水没の危機 を孕む小島嗅国連合,排 出量を

2000年 以降横這いにすることが厳 しい状況に
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ある米 ・豪 ・日,急 速な経済成長を続ける中

国やイン ドなどの途上国グループ,石 油消費

量の減少 を警戒する産油国など,各 国に温暖

化対策を巡 る複雑な利害があ り思惑が錯綜 し

て,議 論 白熱の場 となった。

粘 り強い交渉が展開された末,今 会議の最

大の焦点であった二酸化炭素の排 出量抑制問

題 では,第 三 回締約国会議(1997年)に おい

て,先 進国の2000年 以降の二酸化炭素排出量

の抑制及び削減を定める,議 定書又は他の法

的文書の採択 を目指すことで合意され,「ベル

リン ・マンデー ト」がまとめ られた。このこ

とは,排 出量削減の方向で交渉開始の道筋が

定められた点で,大 きな意義があった。

共 同実 施 につ い て は,共 同実施 活動 ※

(ActivitiesJointlyImplemented)と い う

概念の導入に より,1990年 代末まで試行期間

を先進締約国で,ま た先進締約国以外の国が

希望する場合 は自主参加により,各 種の共同

実施活動 を行 うことで合意が得 られた。これ

により,具体的な共同実施活動に関する経験 を

積める道が開かれることになった。(図1参 照)

特筆すべ きは,出 席 した宮下環境庁長官が

政府代表演説の中で,「第三回以降できるだけ

早い時期 に,締約国会議 を日本で開催 したい」

と発言したことである。議長国は,そ の資格

に相応 しい温暖化防止対策 の推進が求め ら

れ,会 議 を成功に導 く大任を負うことにもな

るので,参 加各国か ら大きな注目を集めるこ

とになった。

7.我 が国の取 り組みの方向

我が国の二酸化炭素排出量は,こ こ数年増

加傾 向を示 している。この傾向を改め,「行動

計画」の目標 を達成するためには,強 力な対

策を導入 し,積 極的に推進す ることが不可欠

である。このため,「 環境基本計画」では,前

述のように環境への負荷の少ない社会の形成

に向け,国,事 業者,国 民等各主体の役割 を

明確に した。また,平 成5年3月 には,「エネ

ルギーの使用の合理化に関す る法律」(省エネ

法)の 改正,「 エネルギー等の使用の合理化及

び再生資源の利用に関する事業活動の促進に

関す る臨時措置法」(省 エネ・リサイクル支援

法)の 制定が行われ,事 業者による省エネル

ギー等の対策への取 り組み強化が図られた。

また,平 成6年12月 には 「新エネルギー導入

大綱」 を制定 し,新 エネルギー導入目標量の

明示 を行 っている。

環境庁 においては,太 陽光発電等各種温暖

化対策技術 の普及 ・促進を図る上 で4),課 題の

明確化,実 現に向けての推進策,そ のための

経済的手段 の活用方途等 について も検討 を

行 っているほか,新 たに地球温暖化対策技術

委員会 を設け,導 入技術の内容,普 及見通 し,

開発 ・普及コス ト,予 測削減量,必 要 な制度

等についてまとめ る予定になっている。すで

に,個 別の地域事情に応 じた きめ細かな対策

の充実 ・強化 を図るため,総 合的な地域計画

の策定等に関し補助制度 を設けるなど,地 方

公共団体への支援策を進めている。現在 まで

に愛知県,大 分県等において,地 域 レベ ルの

温暖化防止計画の策定がなされている。また,

1995年10月 には,埼 玉県,国 際環境 自治体協

議会(ICLEI,InternationalCouncilfor

LocalEnvironmentalInitiatives)と の共催

※ 共同実施 活動:先 進締約国 とそれ以外の締約 国 との間の共同実施活動は,現 在 の条約 の「先進国の温室効果ガ

ス抑制に関連す る約束」の条項 を満 たす ための もの とはみなされないが,「技術移転」の条項に基づ く先進締

約国の約 束の履行 に寄与する ものであ る。
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1991年2月1第1回INC(条 約 交渉会 議)l
ll

1992年5月1第5回INC再 開会合1条 約採 択

IPCC第1次 評価報告書(90年8月)

IPCC補 足 報告 書(92年2月)

1992年6月 地 球 サ ミッ ト 条約に署名(我 が国を含む155力 国)

1995年1月9日 現在

締約 国:119力 国

1993年12月 50力国が条約締結 (我が 国 は93年5月28日 に締 結)

第9回INC(94年2/7～18)

90日 後

1994年3月 条約発効 (3/21)

同 年9月

6カ 月以 内(9/21迄)

第1回 情報送付

1年 以内

第10回INC(94年8/22～9/2)

先進国は条約暫定事務局に以下の情報を送付
・温室効果ガスの排出 ・吸収目録

・温緩化対策に関する政策 ・措置
・政策 ・措置の効果の見積 り 等

(途上国は条約発効後3年 以内に送付)

報告書統合レポー ト

報告書国別詳細審査
(95年末迄に作成)

IPCC特 別 報告 書(94年11月)

第11回INC(95年2/6～17)

1995年3月 第1回 締約国会議(COP1)(3/28～4/7)

(ベルリン) 議題

①締約国会議,補 助機関の手続規則
②条約第4条2(a)(b)の 約束(先 進締約国が温室効果ガスの排出量を2000年 までに

1990年 レベルに戻すことを目指して,政 策及び措置をとることを規定)の 妥当性

③温室効果ガスの排出 ・吸収量の算出方法
④共同実施のための基準
⑤資金供与制度の運営及びその実施のための措置
⑥先進締約国より送付された情報(報 告書)の 審査

1995年
SBI(実 施に関する補助機関)

SBSTA(科 学技術評価に関する補助機関)

(以後,年3回 開催)

IPCC第2次 評価報告書

1996年

1997年
㎜「
…

(95年 末 予定)

同年秋以降 国連環境特別総会

図1「 気候変動枠組条約」に関する国際的動向
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による温暖化対策推進のための地方 自治体サ

ミッ トを大 宮市 で開催す る予定 になってい

る。

一方
,国 際的には 「気候変動枠組条約」の

推進が大 きな課題であり,こ のため,特 に条

約に基づ く国別報告書のレビューに積極的に

参加 ・貢献 してい くこととしている。

また,開 発途上国へ の支援の拡充に努める

ため,特 に,我 が国 と近接 し,政 治的,経 済

的にも関係が深いアジア太平洋地域 を対象 と

して,南 太平洋地域環境計画(SPREP,

SouthPacificRegionalEnvironmentPro-

gram),国 連アジア太平洋地域経済社会委員

会(ESCAP,EconomicandSocialCom-

missionforAsiaandthePacific)等 関係

国際機関 と連携 して,国 別温暖化対応戦略の

策定支援の充実 ・強化,地 域協力プログラム

の作成等幅広い支援の実施を計画している。

平成6年 度においては,フ ィジー及びツバル

両国における温暖化対応戦略策定の支i援を実

施 し,さ らにバンコクにおいて,3月,ES

CAPと 共催 で第4回 アジア太平洋温暖化セ

ミナー を開催 した。

8.終 わ り に

地球温暖化 は,き わめて長期 的な現象であ

り,ま た,そ の影響の大 きさ等について科学

的な不確実性が残されてはいる。 しか しなが

ら,温 暖化 は不可逆な現象であ り,予 防的な

措置が必要である。 したがって,科 学的な研

究の推進は もちろん,二 酸化炭素排出量の抑

制等の対策を全地球的に実施 してい くことが

必要である。このため,国 内的にはまず2000

年度の二酸化炭素排出量の安定化 を目指 して

一層の努力を行 うことが重要であ り,さ らに,

このような先進国の先導的な施策を通 じて,

途上国と一体 となって世界的な規模 での対策

を実施 してい くことが重要である。このよう

な観点から,我 が国の役割は,米 国,欧 州等

の先進国と,世 界経済発展センター とな りつ

つあるアジアの開発途上国 とを結ぶ立場にあ

り,き わめて大きいといえよう。

参 考 文 献

1)環 境 庁 編,「 温 暖化 す る 地球 ・日本 の 取 り
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2)環 境 庁 地 球 環 境 部 編,「地 球 環 境 の 行 方 」,
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3)国 連 総 会,「 統 合 レ ポー ト」(A/AC

237/81)

4)例
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〔関連施策紹介〕

エネルギー をとりま く最近の環境変化

一通産省内の関係審議会 の動 きか ら一

藤 間 健 一((墨 饒農 ギー総合工学研究所)
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こ こ で は,そ れ ぞ れ の 部 会 が検 討 を始 め た

1.序

昨今,エ ネルギーをとりまく環境に,大 き

な変化が生 じてきた。

円高に端 を発するエネルギー価格値下げを

目的 とした規制緩和の要求,「気候変動枠組み

条約」の発効,2000年 時点でのエネルギー供

給見通 しの改訂、原子力に関しては北朝鮮の

核問題に対す る日米韓の対応等々である。

また,本 年,日 本で開催 されるアジア太平

洋経済協力会議(APEC)に おいても,最 近の

地球環境問題に鑑み,わ が国がホス ト国とし

て主 としてアジア地域のエネルギー需給のス

タディの提案を行お うとしているのも大 きな

トピックスの一つである。

この ような背景から,通 産相の私的諮問機

関である総合エネルギー調査会,石 油審議会

及び電気事業審議会の各部会は,一 昨年から,

それらの環境変化に対 し今後いかに対応すべ

きか検討 を進めてきた。一部については,既

に法律改正等所要の施策が進められるととも

に,さ らに具体的な施策 をとりまとめ るべ く,

それ までの審議結果 を踏まえた検討が進め ら

れている。

背景,主 な課題,検 討の内容について紹介 し

てみることとする。

2.エ ネ ル ギ ー を と りま く環 境 の 変 化

(1)規 制緩和の要求

総務庁は,93年8月,電 力及びガス事業に

係 る行政監察 を32年 ぶ りに行 い,そ の結果以

下のような勧告を行 った。

電気事業分野では,「 広域開発 ・広域融通,

コジェネ設置者等のピー ク時における売電方

策,特 定供給のあ り方,並 びに卸電気事業者

及び自家用発電設備設置者から一般電気事業

者への電力供給機能の活用 ・活性化,こ れ ら

を図る見地から卸電気事業に係る各種規制の

あ り方について検討すべ き」といった,「 これ

までの電気事業の制度の見直 し」 と思えるか

な り画期的な内容の指摘がなされた。

ガス事業分野 では,「 長期需給見通 しの策

定,天 然ガスの合理的供給基盤整備方策の策

定,地 方一般ガス事業者の供給基盤強化方策

の策定,大 口需要家について料金制度の見直

し,ガ ス冷房の積極的な普及促進を図るため

の支援策の策定,料 金制度の新設」等につい

て検討す るよう指摘 した。
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さらに,細 川首相時代の首相の私的諮問機

関「経済改革研究会」(座 長;平 岩外四経団連

会長(当 時))が,93年11月 に 「規制緩和につ

いて」中間報告を行 った。その中で,「経済的

規制については 『原則 自由 ・例外規制』 を基

本 とする」 とし,「電力・ガスについては,事

業者の創意工夫 を活か し,競 争原理の導入と

消費者利益のために分散型電源の活用など規

制の弾力化 を図る」,「石油に係 る規制は必要

最小限のもの とし,可 能な場合は 『平常時自

由 ・緊急時制限』方式を導入す る」 と報告 し

ている。

94年8月 に発表 された経済 白書において

も,「規制緩和の意義」として 「規制緩和は今

や世界的な潮流 となっている」「政府の市場へ

の過度の介入,規 制等が民間の経済力を弱め

ているという考え方が強ま り」「日本では,第

二次臨調以降,民 間活力の発揮,国 際的調和,

国民生活重視 という観点か ら,規 制緩和が積

極的な役割 を果たす ことが期待 されるように

なってきた」 とし,そ の理由 として 「近年,

その認識が強まってきたのは景気後退の長期

化が関係 している」 としている。そして 「規

制緩和は,現 時点の日本にとって最 も重要な

経済政策課題の一つである」 としている。

このように円高,内 外価格差 を理由として

「規制緩和をすべ き」 という動 きが政府部内

で強 まってきた。

(2)「 気候変動枠組み条約」の発効

1992年6月 に リオの地球サ ミッ トで採択さ

れた 「気候変動枠組み条約」が,1994年3月

に発効 した。その中で,「1990年 代の終わ り迄

にCO2排 出 を従前の水準に戻す措置を講ず

る」ことが詠われている。国連は,本 年初頭,

各国の通報に基づいて,15ケ 国のCO2排 出量

の状況 をまとめた報告書 を発表した。それに

よれば,「日本を含む少なくとも9ケ 国以上の

国が2000年 において1990年 レベ ル までCO2

排 出量 を低減す るのは困難である」 との報道

もなされている。そのような状況の中で,3

月か ら4月 にかけてベル リンで第1回 締約国

会議(「気候変動枠組み条約」の最高議決機関)

が開催 され,現 在の 「気候変動枠組み条約」

では,2000年 以降に関 して表記しておらない

ことか ら,そ れを補 うため 「議定書」の形で

2000年 以降における法的規制や個別の対策を

とるか どうか といったテーマについて検討 し

た。

上記のような背景 もあり,結 局,エ ネルギ

ー多消費先進国,産 油国以外の途上国,エ ネ

ルギー生産国,等 々それぞれの立場での思惑

か ら意見がまとまらず,具 体策は2年 後に先

送 りすることとなった。

なお,宮 下環境庁長官が演説の中で 「第3

回以降の締約国会議 を日本で開催する用意あ

り」 との意向を表明したことをうけて,具 体

策 を決め ることになる2年 後の第3回 締約国

会議が 日本で開かれる可能性 も大 きいこ とか

ら,わ が国の本件に対する対応策がさらに重

要になることが考えられる。

エネルギー消費と温室効果ガスの排出量,

特にCO2排 出量は,密 接不可分の関係にある

ことから,エ ネルギー消費量の増加が否めな

い今後,CO2排 出量等を,い かに地球温暖化を

防 ぐレベルに抑えるかが大きな課題である。

(3)エ ネルギー供給見通 しの改訂

1990年 に行 った前回の改定 か ら4年 を経
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て,需 要面か らは,民 生 ・運輸部門を中心に

最終エネルギー消費の予想以上 の増大があ

り,供 給面では,原 子力発電所立地の困難化,

新エネルギー導入の遅れ等が原因となって,

エネルギー供給見通 しの改訂 を与儀な くされ

た。

他方,今 後,増 大するエネルギー消費量に

見合 う供給量を確保 しつつ,CO2排 出量抑制

という厳 しいハー ドルをクリア しなければな

ず,そ の ような厳 しい制約下での改訂作業 と

なった。

(4)北 朝鮮の核問題への対応

北朝鮮の核開発疑惑問題の解決策 として,

アメ リカは,過 去の核疑惑は陵昧なままでは

あるが,原 爆用プル トニウムの製造に適 した

黒鉛炉 とその関連施設におけ る 「核開発計画

凍結」方針 を確認 し,兵 器用プル トニウムの

発生度が低 い軽水炉への転換 を支援す る方針

を出した。

そのために,こ のプロジェクトを支援する

国際共同事業体 として朝鮮半島エネルギー開

発機構i(KEDO)を 設立することになった。

1994年12月 にサ ンフランシス コで米 ・韓 ・日

の三国間協議が行われ,本 年2月 のKEDOの

設立を合意 したが,KEDOの 設立は延び延び

にな り,結 局3月 になってようや く設立協定

に調印がなされた。

現時点ではまだ具体的な参加国も,ま た 日

本にとっての分担程度 も不明であるが,日 本

は,韓 国 とともに,軽 水炉の建設のみならず,

運転か ら補修 とい った広 い範囲での資金協

力,技 術協力について重要な役割 を果 たさざ

るを得ないのではないだろうか。

(5)APEC等 への対応

日本政府は,本 年11月 に大阪で開催 される

アジア太平洋経済協力会議(APEC)の 首脳・

閣僚会議に対 して,日 本独 自の政策 として

APEC地 域全体 のエネルギー需給見通 し作

りを提案 している。

昨年,幕 張メッセで開かれたアジア ・太平

洋環境会議の席上,国 立環境研究所の市川所

長は基調講演で,「この地域のエネルギー消費

量は,人 口増加 によ り毎年,世 界平均の2倍

にあたる3.2%ず つ増加 し,2025年 には地球全

体の32%を 占める。その結果,2025年 にこの

地域が排出す るCO2量 は世界全体 の35%を

超 える」 と指摘 している。

他方,中 国や東南アジア諸国連合(ASEAN)

での石油消費量の増大が,こ のままでは今

後,中 東への依存度の高まりにつなが りかね

ず,ま た,CO2やNOxの 排出増量によ り地球

環境汚染 を増長す る要 因になるが懸念され

る。

したがって,長 期的な見通 しを策定 し,各

国の政策の参考にする必要がある,と いうも

のである。このため,2010年 頃迄,域 内での

エネルギー需要量が どの程度になるのか,そ

れに対 して域内での供給量はどうか,に つい

て検証 しようとい う提案である。さらに,日

本 を中心 として環境問題対応への行動計画を

策定することとしている。

資源エネルギー庁 は,そ のための準備 とし

て,1995年 度に各国の研究者 を長期受け入れ

し,エ ネルギー需給見通 し作 りの共同研究を

進めることとしている。

また,世 界 エ ネ ル ギー一一会 議(WEC)東 京

大 会 が,本 年10月,世 界 各 国 か ら6000人 が 参

一33一



加 して幕張で開催 され,「エネルギー と人類の

将来一我々は何 を求められているか 一」 との

テーマで6日 間にわたり議論がなされる。わ

が国は,環 境対策 ・省エネルギー,原 子力安

全利用,新 エネルギー開発などに優iれた実績

を有すことか ら,こ のような場での事例の紹

介は今後の各国の参考に寄与するものと考え

られる。

3.環 境の変化への対応

資源エネルギー庁では,上 記のような種々

の環境変化に対応すべ く,関 連審議会下部機

関の部会等での審議 を進め,い くつかの部会

では既 に実質審議を終え,法 律改正 も含めた

実務での対応 を進めているところである。

ここでは,各 種部会等での中間報告の内容

について,概 略フォローすることとす る。

3.1総 合エネルギー調査会 総合部会

基本政策小委員会 中間報告(93.12)

規制緩和への要求に対 して,総 合エネルギ

ー調査会総合部会に設け られた基本政策小委

員会 において,各 種エネルギー事業に関連す

る規制緩和 を含め,今 後のエネルギー政策に

関する基本的考え方が示された。

(1)背 景

国際政治情勢の流動化,わ が国のエネル ギ

ー供給構造の多元化,市場原理導入の要請等,

エネルギー ・セキュ リティを巡 る情勢変化 を

念頭に,今 後のエネルギー政策の基本的方向

について検討 を進めた。

(2)内 容

第1次 石油危機以来,石 油代替エネルギー

の開発 に努めた結果,そ れまでの石油依存率

約80%か ら,現 在,約60%に まで低下 し,そ

の結果,石 油代替エネルギー源の調達先 も世

界に広まった。他方,冷 戦の終結に伴い国際

政治情勢が流動化 し,偶 発的な地域紛争が中

東以外で勃発する可能性 も否定できない。 し

たがって,石 油以外のエネルギー源の安定供

給策 を図る必要がある。

また,エ ネルギーの内外価格差の現状をみ

ればエネルギー供給の効率化 をより一層図る

必要があ り,そ のため現行規制 を見直 し,市

場原理の一層の導入を図 り,供 給体制を柔軟

なものとすることが重要である。

① 石 油 製 品

特にガソリンにおける内外価格差か ら,

現行の制度を見直 し,石 油産業の一層の効

率化 と市場原理の一層の貫徹 を図る制度的

枠組みを追求することが重要である。

今後の石油製品供給の在 り方について,

海外市場の中長期的な在 り方 も視野に入れ

詳細な検討が必要 である。

② 電 力 供 給

電力料金の 内外価格差が指摘 されてい

る。大規模電源の開発は必要であるが,そ

の立地は長期化 し遠隔化 しつつある。一方

で,エ ネルギーの効率的利用等の要請に応

え得る分散型電源が具現化 してきている。

こうした状況か ら,発 電部門における市場

原理の導入,電 力会社による託送,需 要家

への電気事業者以外の者の直接供給,保 安

規制の在 り方等 を含め,全 体 として効率的

な供給システムの構築に向けた検討が必要

である。

さらに,電 力利用の効率化,負 荷平準化

のための料金制度面での対応等についても
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検討が必要である。

③ ガ ス 供 給

都市ガス需要 は,従 来その中心だった家

庭用需要が半分 を下回 り,産 業用,業 務用

の大 口需要が大幅に増大 している。しか し,

現在のガス事業規制体系の下では,大 口需

要家の要請に適切に対応す ることが困難な

面 も生 じている。このため,料 金等の供給

条件について,個 々の需要 を反映 した適切

な競争 を可能 とするような仕組み等の検討

が必要である。

この総合エネルギー調査会基本政策小委員

会の中間報告での指摘事項に関連 して,石 油

審議会,電 気事業審議会,そ して総合エネル

ギー調査会の都市熱エネルギー部会がそれぞ

れの所管事項,す なわち,石 油産業,電 力事

業,ガ ス事業の今後の在 り方に関し,検 討が

なされた。

3.2総 合エネル ギー調査会 石油代替エネ

ルギー部会 中間報告(93.12)

エネルギー供給見通 しの改訂の必要性が強

調 されているなかで,改 訂に際 し,地 球環境

問題からもその導入規模がクローズアップさ

れ る 「新エネルギー」の取扱いをいかにすべ

きか,と いう観点で総合エネルギー調査会の

石油代替エネルギー部会が検討 を開始 した。

その導入は重要である。

(2)内 容

効果的な導入促進を図るため,高 コス トの

打開には初期導入段階において公的支援策が

必要であるとともに,各 新エネルギー の導入

制約要因を踏 まえた個別の導入シナ リオの確

立が必要である。

モデル事業等の積極的活用 と充実 を図って

需要サイ ドの認識を深め,導 入意義の浸透 を

図るためには,地 域レベルにおけ る導入に向

けた取 り組みの喚起,支 援策が必要である。

分散型電源については,電 力会社へ の売電

の推進,需 要家への直接供給の在 り方等制度

的環境整備の具体的方策についての検討が必

要 である。 コジェネを念頭に した熱供給につ

いては熱導管敷設に関す る手続 きが,太 陽光

発電システムの設置については建築 ・消防関

連規制への対応が,ま た風力発電の設置につ

いては自然公園規制の緩和等,そ れぞれの固

有 の課題の検討が望まれる。

3.3総 合エネルギー調査会

都市熱エネルギー部会報告(94.01)

先の総合エネルギー調査会総合部会基本政

策小委員会の中間報告 を受けて,同 調査会都

市熱エネルギー部会は,「ガス需要家の利益を

尊重す る」 という観点から,そ の検討結果を

まとめて以下のように報告 した。

(1)背 景

石油依存度は低下 しているが,一 方,新 エ

ネルギーにつ いては,コ ス ト等の経済i生,制

度的環境等,技 術以外の面に問題が存在 し,

その導入普及が進 まない状況にある。

他方,地 球温暖化問題の解決方策 として,

(1)背 景

ガス事業では,昨 今,産 業用 ・業務用ガス

需要が,か つて大勢を占めていた家庭用需要

を凌 ぐとともに,供 給面で も天然ガス化が進

行 し,ガス事業者間での取引が増大す るなど,

需給両面で構造的変化が進行 している。他方,
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自然独 占的産業ではあるが,競 争原理の導入

や需要家のエネルギー選択肢の拡大に対する

要請が高まって きている。

(2)内 容

需要家の利益を尊重するため,個 々の事情

をできる限 り反映 した料金設定 を行 えるよ

う,供 給条件の設定方式を弾力化することな

どが重要である。

新規参入 も含め新たな事業機会 を創出し,

競争原理を導入す ることが必要である。保安

の確保は,公 共の安全 と安定供給を確保す る

ガス事業の前提であることか ら,事 業者から

消費者に至 るそれぞれの自己責任 を原則 とし

つつ,安 全の一層の高度化を図ることが重要

である。

3.4石 油審議会 石油部会 石油政策基本問

題小委員会 中間 とりまとめ(94.06)

石油審議会石油部会石油政策基本問題小委

員会は,石 油製品輸入主体の拡大 という観点

からの検討結果 を,以 下のように報告 した。

(1)背 景

今 日,よ り効率的なエネルギー供給への要

請が高まる一方,国 際石油市場には成熟化 ・

グローバル化がみられ,市 場原理のよ り一層

徹底 した導入 と産業国際化のための条件整備

を指向しつつ,安 定供給 と効率的供給のバラ

ンスの最適化 を図るための実効 ある制度改革

が必要 となっている。

(2)内 容

「特定石油製品輸入暫定措置法」(特石法)

は,石 油製品輸入主体の拡大面で,こ れまで

わが国におけ る石油安定供給の実現に貢献 し

てきたが,輸 入主体 を精製能力 を有する者に

限定 したため,結 果 として国内品と輸入品の

競争 を生 じに くくした。 このため,市 場原理

を一層導入 し,安 定供給のための国民負担の

軽減 を図るべ く,平 成8年3月 の期限切れを

もって特石法 を廃止することが適当である。

特石法廃止後に新 たに出現す る精製能力を

持たない製品輸入者 も含め,緊 急時対応に適

した備蓄義務分担の実現 を図るべ く,「石油備

蓄法」の改正が必要である。

なお,こ の小委員会 においては,石 油会社

委員から,「無資源国であるわが国にとって,

一次エネルギーの大宗を占める石油の安定供

給を図ることは最重要課題であり,さ らに効

率的供給を図ることが重要である。そのため,

今後 とも,現 行の 「消費地精製方式」を続け

ることが消費者の利益 を守 るために必要であ

る。 したがって,そ の 「消費地精製方式」 を

法的に担保 している 「特石法」が定めている

石油の輸入主体が負うべ き資格要件(代 替生

産・得率調整能力,備 蓄能力,品 質調整能力)

の精神 を活か した何 らかの法的枠組みが石油

安定供給の確保に必要」 との意見が出され,

「備蓄能力」,「 品質調整能力」については委

員のコンセンサスが得 られたが,「代替生産・

得率調整能力」についてはコンセンサスが得

られなかった,と 「石油資料月報」に報告 さ

れている。

3.5電 気事業審議会 需給部会

中間報告(94.06)

電力関連に関 しては,電 気事業審議会 の需

給部会の下に電力基本問題検討小委員会が設

けられ,先 の総合エネルギー調査会基本政策

小委貝会の中間報告での指摘事項に関 し,負
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荷平準化対策,広 域開発,広 域融通,効 率的

供給 システムについての検討が,ま た,電 力

保安問題検討小委員会が設け られ,自 己責任

を原則 とした保安体制の在 り方についての検

討が進められた。

(1)背 景

① 需 要

電力需要の水準は,至 近年については景

気の後退及び冷夏の影響 もあり伸びの鈍化

がみられたが,趨 勢 として伸びてお り,景

気改善があれば急伸する恐れ もある。また,

近年のピーク需要の増加傾向 も著 しく,負

荷率は年々悪化の傾向にある。景気動向,

気象条件等によっては ピーク需要が急増す

る恐れもある。他方,大 規模電源の開発 リ

ー ドタイムは長期化 してお り
,電 源立地地

点 も遠隔化するとともに,地 域間での電力

需給アンバランスの傾 向が,供 給面での制

約 を複雑なものにしている。

② 供 給

ピー ク需要に対応 した電源開発は,資 本

費を増大 させ,ピ ー ク需要の尖鋭化による

負荷率の悪化が設備の利用率を低下 させ,

供給 コス トを上昇 させ る もの と懸念され

る。

③ 効率的供給システム

昨今 の円高基調の下で電気料金の内外価

格差が指摘 されてお り,供 給コス トの低減

が望 まれ る。また,近 年の技術開発成果 も

あ り,電 気事業者以外の者 も行 える発電形

態が出現 してお り,市 場原理の導入を通 じ

た効率的な電力供給 システムを構築する可

能性 も示唆されている。

④ 電 力 保 安

保安規制 については,技 術進歩による設

備の信頼度向上 と保安実績 とを踏まえ,現

在の保安 レベ ルを維持 しつつ より合理的な

保安確保 を図るため,自 己責任原則を重視

し,国 の直接関与 を最小限にとどめるとと

もに,技 術開発等の推進を行い保安 レベル

の向上 と保安 コス トの低減を図ることが必

要である。

(2)内 容

① 需 要

負荷平準化対策 として,冷 暖房需要 を蓄

熱式空調システムの導入で代替することが

効果的である。この普及促進のため,契 約

形態並びに受託あるいは リース事業者の整

備 を図るとともに,未 利用エネルギー,ガ

ス冷房等の技術開発,普 及促進策 を進める

必要がある。

② 供 給

大規模電源開発の促進 を図るべ く施策を

充実するとともに,広 域電源開発,広 域融

通等の広域運営の観点か ら,一 般電気事業

者はもとより卸電気事業者の一層の努力が

求められ る。

非電気事業者,特 に自家発電の潜在的な

供給 ポテンシャルを活用出来る可能性が拡

大 しつつある一方,需 要地立地が可能でか

つ効率 の良い新エネルギー発電等の発電形

態が新 たに出現 してお り,こ のような非電

気事業者による発電余力 を活用する方策 と

して余剰電力購入制度が整備 され,一 定の

成果 を上げている。今後,需 給の安定化及

び効率的供給システム構築のため,非 電気

事業者による電力供給 を適切に組み入れて

い くことが必要である。
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③ 効率的供給 システム

卸発電部門への新規事業者の参入 を促進

す ることとし,現 行の卸電気事業に係 る許

可 を原則撤廃す る。新規事業者の参入に際

し,公 平性 ・透明性 を確保するため電力購

入に関する入札制度 を導入するとともに,

託送の活性化 を図 る。

さらに,「現行の特定供給」の範囲を超え

て供給 を行 う制度 を構築 し,例 えば,再 開

発地域におけるオフィス ・ビル群 に対する

コジェネレー ションによる供給等が実現 で

きるようにす る。

このような制度の導入によ り,内 外価格

差についての指摘を受けているわが国電力

産業全体 としての効率化が促 され,需 要家

に もたらすメリッ トが期待 される。

④ 電 力 保 安

電力保安 については,自 己責任原則 を重

視 し,設 置者の自主的な保安確保 を前提に

安全 レベルの維持 ・向上が図 られることが

必要である。国の直接的関与については,

保安実績等 を踏 まえつつ段階的に軽減 して

い くとともに,技 術基準の在 り方 を検討す

る。立入検査の弾力的かつ機動的な運用 を

図る。また,自 主保安体制の充実 ・効率化

を図 るため主任 技術者制度の合理化,保

安規程の充実 ・整備 を図 るとともに,国 家

試験業務 につ いて民間機関等の活用 を図

る。

3.6総 合エネルギー調査会

需給部会(94.06)

92年 に策定 した 「エネルギー需給見通 し」

の改訂の必要性が求め られていることから,

総合エネルギー調査会の需給部会が,「長期工

ネルギー需給見通 し」の改訂作業に入 り,以

下のような報告を行 うともに,新 たな 「需給

見通 し」 を策定 した。

(1)背 景

エネルギー需給は,当 面,安 定的に推移

す る可能性が大 きいが,中 長期的には,予

断を許さない状況にある。需要面では,今

後,発 展途上国の,特 にアジア地域 の需要

急増が,将 来における世界エネルギー需給

の逼迫化要因となる可能性がある。

供給面では,今 後,ロ シア等非中東地域

の生産能力拡大が順調には進行 しない可能

性が大 きく,中 東依存が拡大す るもの と見

込 まれる。石油代替エネルギーについて も,

石油価格の低迷により,そ の導入が停滞 し

ている。

わが国のエネルギー供給の輸入依存度が

84%と 依然 として高いことから,安 定供給

の確保は勿論重要であるが,石 油代替エネ

ルギーの今 日的位置づけから,そ れらの供

給安定性 にも目配 りする必要がある。また,

地球温暖化問題等の解決へ向けた取 り組み

として,エ ネルギー消費の一層の効率化,

非化石エネルギーの導入促進 といった対応

を図ることが重要である。

(2)内 容

① エネルギー需要の今後の見通 し

産業部 門の2000年 時点における需要 は現

行の供給 目標を下回るが,民 生部門 ・運輸

部門では増加基調が続 く。全体的には,既

存の省エネ政策効果を織 り込んで も,2000

年時点で現行 の供給目標を1%,2010年 時

点で3%上 回ると予想される。

② 省エネルギー対策の今後の課題
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既存の省エネ効果を織 り込んでも供給 目

標 を越える予想であることから,追 加的な

省エネ対策を講 じることが必要である。そ

の効果は,政 府,産 業界,国 民それぞれの

努力に期待することになる。

③ 二次エネルギー供給の推移 と見通 し,

今後の課題

電力については,需 要の伸びがこれまで

10年 間平均で約4.3%で あったが,2000年

時点では1%,2010年 時点では2%程 度 と

予想 され る。負荷率は,低 下傾向にあるが

今後の負荷平準化対策により,現 状の水準

で推移す るもの と見込まれ る。したがって,

供給面では大規模電源の計画的開発,立 地

促進策の充実,広 域運営の推進及び分散型

電源の有効活用を行い,需 要面では省電力

対策,負 荷平準化対策 を進め るとともに,

発電部門における市場原理の導入等効率的

な電力供給 システムの構築 を図る。

都市ガスについては,こ れ までの23年 間

で家庭用需要が2.9倍,工 業用 需要が10.8

倍,商 業用需要が3.1倍 となってお り,こ の

ま ・経過すれば2010年 までの平均伸 び率は

3.9%と 予想される。しか し,今 後の省エネ

施策の実施により,2000年 まで年率3.7%,

2000年 か ら2010年 まで年率3.0%で 推移 す

ると予想 され る。 また,産 業 ・業務用需要

の実態に柔軟に対応 した供給の実現を図る

とともに,地 方都市ガス事業者における環

境負荷,供 給安定性 に優れた天然ガス化 を

推進す る必要がある。

石油製品については,ガ ソリン,軽 油等

の輸送用燃料の需要が増加 し,重 油の需要

が横這いまたは減少傾 向にある。現行制度

を前提 とすると2000年 までの平均伸び率は
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一〇.1%,2000年 か ら2010年 までは0.5%と 予

想 されるが,今 後の省エネ施策の実施によ

り,2000年 まで年率一〇.4%,2000年 か ら

2010年 まで年率一〇.1%で 推移する と予想

される。今後は,安 定性の確保 と内外価格

差の指摘に対応すべ く一層の効率性 の実現

力§期そ寺され る。

LPGに ついては,今 後,環 境対策の観点

か ら需要増が見込 まれ,現 行制度を前提 と

す ると2010年 まの平均伸び率 は1.7%と 予

想 されるが,今 後の省エネ施策の実施によ

り,2000年 まで年率1.4%,2000年 か ら2010

年 まで年率1.2%で 推移す ると予想 される。

今後は,従 来からの消費者価格が下方硬直

化的との指摘に対応す るため,競 争原理 を

活用 し,流 通の合理化,効 率化 を推進する

ことが重要である。

新たな供給形態については,再 生可能エ

ネルギー,リ サイクル系エネルギー等が,

今 日までの技術開発成果 を基に導入拡大へ

のシーズが徐々に整いつつある状況下で,

今後,経 済 性,制 度面等の導入制約要因打

開を重視 した取 り組みがなされることが期

待 される。

④ 一次エネルギー供給の推移 と見通 し,

今後の課題

石油依存度は一次石油危機当時の77%か

ら56～58%に 下がったが,中 東依存度はま

すます高まる趨勢か ら,供 給安定性には懸

念材料が存在す る。引き続 き石油依存度の

低減化が必要であ り,エ ネルギー供給構造

の多元化が求められる。

しかしなが ら,石 炭はアジア,太 平洋地

域での需給逼迫化懸念があり,天 然ガスは

LNG開 発の困難化が考 えられ,LPGは 中



東依存度が高いことか ら国家備蓄の早期着

手等の課題がある。

また,地 球環境問題への対応か ら,CO2

を排出しない非化石エネルギーの最大限の

導入,CO2排 出量の少ない天然ガス導入拡

大が求められている。

以上のような観点に加え,供 給安定性,

契約形態,コ ス ト,環 境負荷等 を比較衡量

し,一 次エネルギーそれぞれの供給における

位置づけを明確にする必要がある。

⑤ 長期エネルギー需給の展望

今 回の見通 しにおける 「現行施策折込ケ

ース」にはこれまでに講 じられた対策によ

る効果が加味されているが,そ れでも 「地

球温暖化防止行動計画」に示 されたCO2排

出抑制 目標 を達成するに至 らず,引 き続 き

省エネルギー,新 エネルギ』一について新た

な対策を追加することが必要であ り,そ の

効果 を加味 した結果 を 「新規施策追加ケー

ス」として示 した。「地球温暖化防止行動計

画」では,さ らに,新 エネルギー,CO2固

定化等の革新的技術開発に よってさらなる

CO、 排出抑制 をめざしてお り,よ り一層の

努力が必要である。

3.7電 気事業審議会 需給部会 電力基本

問題検討小委員会 中間報告(94.12)

先の電気事業審議会需給部会か らの中間報

告で提案 された 「効率的供給システム」の実

現 をより確実に図るべ く,同 部会電力基本問

題検討小委員会か ら,入 札制度の在 り方,直

接供給の参入条件の整備等について検討 され

た結果が,追 加的に報告 された。

(1)背 景

6月 の報告書で触れ られなかった発電事業

への新規参入促進に関 して,実 際の入札制度

運用における,公 平性 ・透明性の確保のあ り

方,電 気事業者による開発電源 と新設参入者

による入札電源間相互の位置づ け策,電 力直

接供給に関する新規参入条件の整備等につい

て明確 にする必要がある。

(2)内 容

① 効率的な電源調達の確保

卸電気事業については,こ れに係 る許可

を撤廃す る。 また,一 般電気事業者への長

期安定的な供給 を 「卸供給」 とし,卸 電気

事業者以外の者が行 う卸供給は入札による

ことを原則 とす る。ただし,水 力,地 熱発

電等の ように入札によらない場合は,原 価

主義による料金認可を行 う。

② 負荷平準化 を促すための兼業規制の緩

和等の推進

一般電気事業者が負荷平準化の推進 につ

なが り効率的な需要構造の形成に資する一

般電気事業以外の事業を営む場合は,個 別

の許可を不要 とする等の規制緩和が必要で

ある。

③ 電源調達 についての入札制度の設定

入札対象は開発期間が比較的短い火力電

源 とし,入 札条件の設定は,入 札の公平性・

透明性の高い参入機会の確保,競 争原理の

導入,に よる供給 コス ト低減の観点から行

う。具体 的には,数 千kWの コジェネ・プラ

ン トの参入が 図られ るよ うな下 限規模 と

し,応 札価格が回避可能原価 を下回るもの

であ り,少 な くとも10年間程度の供給期間

が確保 され,系 統連系技術要件のレベルの

透明性が確保 されること等である。
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④ 卸託送*の 活性化

新規発電事業者の参入が一般電気事業者

の供給区域によって限定 されず,よ り広域

的な卸発電市場形成の観点か ら考 える。す

なわち,託 送 を依頼される立場にある一般

電気事業者㈹は,託 送に関するデー タを事

前に提示 し,電 力を買おうとす る入札実施

会社(B)は,託 送関係会社㈹から託送可能性

の見通 し,ア クセス負担金の評価結果を通

知 してもらい,そ の結果 を電力 を売 ろうと

す る応札者(C)に連絡する。入札実施会社(B)

は,応 札プロジェク トの優劣判定 をし,託

送関係会社㈹ に詳細分析 を依頼す る。託送

関係会社(A)はその結果を概ね入札3ケ 月後

までに入札実施会社(B)に連絡する。

⑤ 特定地点供給事業(仮 称)の 創設

電気事業法上の新 たな事業類型 として特

定地点供給事業(仮 称)を 創設 し,自 らの

供給能力により供給先の需要に応 じること

が可能で,そ の地点には一般電気事業者が

供給するより効率的である場合,特 定地点

供給事業を供給義務 を課 して認める。ただ

し,こ の場合,一 般電気事業者は,事 故時,

定期検査時以外 は供給義務を負わない。

3.8電 気事業審議会

料金制度部会 中間報告(95.01)

先の電気事業審議会需給部会からの中間報

告で提案された 「効率的供給システム」の実

現 を,料 金面か らバックアップす るために,

また,内 外価格差の批判に応えるために,同

審議会料金制度部会で,今 後の具体的な料金

制度の在 り方について検討がなされ,以 下の

ような報告がなされている。

(1)背 景

今後,夏 季ピー ク需要 の尖鋭化に伴 う負荷

率の悪化がコス ト上昇要 因として懸念される

一方,円 高の下,国 内産業の空洞化,結 果 と

しての雇用への影響が懸念され,内 外価格差

に対する目が厳 しくなっている。わが国の電

気料金についてみ ると,欧 米 ・アジア地域に

比 し為替 レー トベースでみ るとかな り高い実

態にある。 このため,低 廉な電気料金の要請

が高まってお り,電気供給 システムの効率化,

負荷平準化等を通 じ,よ り一層効率的な需給

構造 を構築することが喫緊の課題 となってい

る。

(2)内 容

事業者の経営効率化 を促す料金制度 とし

て,総 括原価方式の基本的枠組みは維持 しっ

つ,「 インセンティブ規制」を導入す るととも

に,上 限価格方式の長所 とされている規制の

簡素化等の趣 旨を反映 した料金制度 を設計す

べ きである。そのため,燃 料費調整制度の導

入及び料金の定期的な評価 を行 うことが必要

である。

また,料 金の多様化 ・弾力化 を通 じ需要家

の選択の幅 を広げ,需 要家による電気の効率

的な使用を促 し,負 荷平準化 を進め るべ きで

ある。 このため,負 荷平準化のための選択制

の料金 で定形化が可能 なものについては,需

要家のニーズに応 じた多様な料金 メニュー を

届出制 で設定で きるようにすることが適当で

ある。

夏季 ピー ク需要を抑えるため,冷 房負荷の

*卸 託送 とは,送 電線 を有 しない新規発電事業者等が,売 電のため送電線 を有す る一般 電気事業者 の送電設備

を借用 して送電す る委託送電 をい う。
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夜間への移行 ・平準化 を期待 できる蓄熱空調

システムの普及 を促進すべ きである。このた

め,蓄 熱調整契約制度の創設を検討すべ きで

ある。

3.9総 合エネルギー調査会 国際エネル

ギー部会(94.11～ ※審議中)

APECで 日本独 自の政策 として提案 して

いる 「APEC地 域全体 のエネルギー需給見通

しの策定」に関 し,総 合エネルギー調査会国

際エネルギー部会の下に企画小委員会 を設置

し,① 供給の観点から,域 内のエネルギー供

給源,資 源開発 ・輸送インフラ整備状況,代

替エネルギー開発導入状況,域 内ベス トミッ

クスの在 り方,域 内二次エネルギー供給イン

フラ整備の状況,② 需要の観点か ら最終消費

の抑制策,③ さらに環境問題の観点から域内

共通認識の醸成,省 エネ技術導入 ・新エネ導

入促進,等 の点について検討 を進めている。

(1)背 景

アジア地域のエネルギー需要は,現 在の低

いエネルギー利用効率 も要因とな り,今 後,

経済活動の活発化等により急増することが予

想される。その場合は,国 際エネルギー需給

の逼迫要 因とな りかねない。これを避けるた

めには,ア ジア太平洋地域のエネルギー需給

安定 を図る新たな政策努力が必要である。わ

が国は,こ れ まで 「3E(経 済成長,エ ネル

ギー,環 境)S(Study)」 の必要性 をAPEC

各国に訴えている。この3つ の 「E」 を同時

に達成するために,実 態面での取 り組みを進

める必要がある。

3.10総 合エネルギー調査会

原子力部会(94.12～ ※審議中)

原子力に関しては,最 近の北朝鮮への軽水

炉支援問題 もあ り,ま た,今 後のアジア地域

におけるエネルギー需要の急速な増大を考え

ると,原 子力の役割が期待 されるところであ

り,現 実に原子力の計画が進行 している国も

少 なくない。その ような状況において原子力

先進国としての実績 を有すわが国にとって,

これか ら本格的に原子力の活用を計画 してい

る近隣の国々に対 し,ど のような貢献の方法

があるのか,と いう観点で総合エネルギー調

査会原子力部会が検討を開始 したところであ

る。

(1)背 景

中国,韓 国を初め とす るアジア地域では,

エネルギー需要の増大 とともに,原 子力がエ

ネルギーの柱の一つ としてますます重要視 さ

れている。近隣諸国における原子力発電所の

安全性向上 と核不拡散等原子力平和利用の観

点から,わ が国の国際貢献策に関する基本的

考 え方や具体策を検討す る必要がある。

このように,エ ネルギー を取 り巻 く環境の

変化に対応 して,い ろいろな場で様々な観点

か ら問題点を洗いだしその対応策が提案 され

ている。

4.そ の 後 の 動 き

これらの各審議会部会か ちの提言について

は,既 に,そ の具体的内容についての検討 ・

作業が進められてお り,例 えば,ガ ス供給に

おける 「大 口需要に対す る供給条件の設定の
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弾力化」に関しては,既 に法律改正 も終え,

本年3月 か ら改正ガス事業法が施行 されてい

る。

さらに昨年10月 か ら,ガ ス料金についても

電気料金同様,「 総括原価主義」の現行の基本

原則を見直すべ く,総 合エネルギー調査会都

市熱エネルギー部会の都市ガス事業料金制度

分科会で議論が開始 され,本 年2月 にその新

たな考え方が同分科会の報告書で示 された。

また,総 合エネルギー調査会需給部会で策

定 された 「長期エネルギー需給の展望」につ

いては,昨 年9月 に開催 されたエネルギー対

策関係 閣僚会議において,閣 議決定 された。

さらに,代 替エネルギー導入については,

昨年12月17日 に開催 されたエネルギー対策関

係閣僚会議において「新エネルギー導入大綱」

なるものが閣議決定 され,「新エネルギーの導

入に関 しては,全 省庁協力のもとに進めてい

く」 というコンセンサスが得 られ,そ れぞれ

のプ ロジェクトについて関係省庁か らなるワ

ーキング・グループが創設され,「新エネルギ

ーの導入に関しての全省庁的な協調体制」を

築かれている。

このような一連の動 きの中でも,今 回の規

制緩和に関する行政サイ ドの動 きは,総 務庁

の行政監察結果(電 力 とガスのみの内容)が

報告されて(平 成5年8月)か ら,そ の行政

監察結果で指摘された内容 を反映したガス事

業法の改正 ・施行及び電気事業法の改正案国

会上程が,1年 半あまりでなされるというス

ムーズなものであった。これは,内 外価格差

に対す る批判,さ らにそれに起因する国内産

業の空洞化 に対す る強い懸念が,規 制緩和に

たいす る要求を強めた結果 と考 えられる。

翻 ってみると,こ れらの検討は,い ろいろ

な分野でいろいろな観点か らなされたものだ

が,そ れ らの議論を繋 ぐキーワー ドは,「国際

化」ではないだろうか。一時は,「 国際化」ブ

ーム と言 って もいいほどもてはや された言葉

も,最 近はもはや,あ まり耳にしなくなった

感がある。 しか し,そ れぞれ 「対米貿易黒字

→円高基調→国内産業の空洞化懸念→内外価

格差解消の指摘→規制緩和」,「地球温暖化防

止→気候変動枠組み条約の発効→エネルギー

需給計画における新エネルギー導入指 向」,

「冷戦構造の終焉→局地紛争の多発→エネル

ギー調達上の リスク増→エネルギー供給先の

多元化」,「アジア ・太平洋地域の経済活性化

→APEC→ 日本の役割」,「アジア地域の経

済の活性化→エネルギー需要の拡大→原子力

への期待大→ 日本の役割」 といった流れの中

で,い ずれも 「流動化 している国際情勢の中

で,日 本はどうあるべ きか」 との観点か らの

議論である。

いずれの問題 も 「国際社会の中でのわが国

の振舞」 を問われている問題であ り,こ れ ら

の検討結果及びその後の計画の実行 が,当初,

期待 していたような成果を挙げることができ

るよう,官 民一体 となって努めなければなら

ない。
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〔調査研究報告〕

欧州主要国における廃棄物発電の現況
**・ 二

藤 間 健 一*(灘 隻ギー船 工学研究所)

小 川 紀 一 郎**(型 票ルギー技術情轍 ンター長)
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1.緒 言

石油代替エネルギー供給 目標に基づ くエネ

ルギー安定供給の確保 とあわせ二酸化炭素の

排 出抑制等地球環境問題の解決 を図る目的か

ら,平 成6年12月 に総合エネルギー対策推進

閣僚会議で 「新エネルギー導入大綱」が,発

表 された。その中で,重 点を図 るべ き新エネ

ルギー としては,1)再 生可能エネルギー(太

陽光発電,太 陽熱等),2)リ サイクル型エネ

ルギー(廃 棄物発電等),3)従 来型エネルギ

ーの新利用形態(ク リーンエネルギー 自動車,

コー ジェネレーション,燃 料電池等)の3種

類が挙 げられ,と りわけ廃棄物発電は,太 陽

光発電,コ ージェネレーションとともに,代

表的新エネルギー として,具 体的な発電 目標

値が明示された。

同 目標 に よる と,2000年 度 で200万kW,

2010年 度で400万kWと 掲げられているが,我

が国の廃棄物発電プラン トの初号機 とされ る

大阪西淀工場(5,400kW,昭 和40年 完成)以

降,約30年 経過 した現時点でも全国での発電

規模が約40万kWで あ ることを勘案する と,

その達成には官民挙げての今後一層の努力が

必要 と考 えられる。

さらに,同 目標達成のためには,政 策制度

面,効 率向上等の技術面,経 済性面等か らの

総合的検討が必要 とされるが,今 般,特 に政

策制度確立の一助 とすべ く欧州の関係国を訪

問 ・調査す る機会を得たので,こ こにその概

要 を報告す る。

なお,本 報告は,平 成6年 度に新エネルギ

ー ・産業技術総合開発機構 より受託 し実施 し

た調査 内容を中心に紹介するものである。

2.調 査日程 および訪問先

11月21日

11月22日

11月23日

11月24日

11月25日

11月28日

英 国 通 産 省(Departmentof

Technology&Industry,DTI),

英 国 エ ネ ル ギ ー プ ロ ジ ェ ク ト社

(AssociateEnergyProject,

AEP)

経 済 開 発 協 力機 構(OECD(パ リ))

独 国RWE電 力 会 社(RWEEner-

gieAktiengesellshaft)

独 国 環 境 省(FederalMinistryfor

theEnvironment)

独 国 バ イ エ ル ン州 環 境 局(Baier-

ischesMinistryfortheEnviron-

ment)

デ ン マ ー ク 国 エ ネ ル ギ ー ・環 境 省
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11月29日

11月30日

12月2日

(MinistryofEnergy&Envi-

ronment)

ス ウ ェ ー デ ン 国 グ ラ ー ブ 社(Goth-

enburgRegionSolidWasteCo.)

ス イ ス 国 コ レ ン コ 社(Colenco

PowerConsultingLtd.)

フ ラ ン ス 国 環 境 ・エ ネ ル ギ ー 管 理

公 社(ADEME)

3.調 査全般の概要

(1)全 般要旨

欧州各国は,EUの 基本 的ガイダンス*を

一応の基本にしながら各国独 自の事情を反映

させて,そ れぞれの法律のもとに廃棄物行政

を展開 している。

一般廃棄物の処分法の位 置付 けに関 して

は,「廃棄物発生抑制」,「リサイクル」,「焼却」

と 「埋め立て」 という順序は,ど この国でも

大差なかった。

ただし,「埋め立て」に関 しては,事 前に何

らかの処分 を行わない直接埋め立ては将来禁

止する,と いう方針がほ とんどの国で打ち出

されて きている。

スウェーデンを除 き今 回訪問 した全ての国

で,新 設の焼却プラン トを建設す る際には,電

気 または熱によるエネルギー回収が義務づけ

られてお り,さ らに発生 した電力につ いては

電力会社が購入することが義務づ けられてい

た。なお,一般的には,一般廃棄物(都 市ごみ)の

収集・処分は地方 自治体(あ るいはその委託 を

受けた業者)が 実施 し,産 業廃棄物の収集・処

分 は発生業者が責任 を持 って処分す る,と い

う基本的役割は我が国 と同様である。しかし,

廃棄物の焼却に関 しては各国に方針の相違 も

あ り,そ れぞれ独 自の展開が行われている。

その中で も,廃 棄物発電に関す る最近の状

況 として,英 国,デ ンマー クは,そ れぞれNF

FO(NonFossilFuelObligation,非 化石燃

料使用義務)法 あるいは新エネルギー政策 を

制定 し,そ の中で廃棄物を再生可能エネルギ

ー として位置付け,そ の保有エネルギーの積

極的回収 を義務づけている点が注 目され る。

なお,そ の他の国は,主 に環境法関連の規

制によりエネルギー優先というよ り,埋 め立

て地延命化対策 と環境保全 を主たる狙い とし

て廃棄物焼却を行 っている。

なお,廃 棄物処理費用の住民負担に関 して

は,住 民が間接的にその負担を負っていると

ころが多いが,ご み税 として自治体が徴収 し

た り(デンマーク),袋 の大きさまたは家庭の

規模 によ りごみ代 として徴収 している(ス ウ

ェーデン,ス イス)例 があった。

表1に 調査結果の全体概要を,ま た図1に

廃棄物処理要領の比較 を示す。

(2)OECDの 見解

欧州全体の政策の方向付けはEUが 音頭 を

とっているが,そ の際2種 類の指令がある。

一つは 「Regulation」 と称するもので,EU

各国の承認 とOECD会 議iの承認 を受けてE

Uと して決定されたものであり,他 の一つは

「Directive」と称 しガイ ドライン的指針を示

した もので拘束力はない。廃棄物処理に関 し

ては,こ の 「Directive」に対応するものが大

部分である。従 って,廃 棄物処理での具体的

政策は,各 国の方針如何による。その際,決

*EC廃 棄 物 に関す る指 令75/442-EECの 改 正 に関 す る理 事会 指令,1991年3月 等
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表1欧 州主要国における廃棄物発電の状況調査結果概要

国 名

(訪問先)

廃棄物取組の基本方針

(プライオリティ)

排 出 量

(Mt/y)

(人口)

処理要領

'現 在 隔

↓

、将 来.

(%)
焼却発電規模(MW)

(設備数:全 数/発電)

リサイ クル 焼 却 埋 立 (現在) (将来)

英 国

〔DTI,AEP〕

1.発 生 抑制

2.リ サイ クル

3.焼 却&エ ネ ルギー 回収

4.廃 棄

20

(57百 万人)

5

↓

25

5

↓

5

90

↓

70

70

(30/一)

200

独 国

'環 境省 鞠

バ イエル ン州

.RWE電 力会社.

1.発 生抑 制

2.リ サ イ クル

3.焼 却&エ ネル ギー 回収

4.焼 却 のみ

5.廃 棄

20

(含・産廃300)

(80百万人)

10

↓

50

30

↓

50

60

↓

0

約1,000

㈱50/約50)

目標値なし

(増加傾向)

デ ンマー ク

〔エネノ撫 〕

CO2削 減 の観点 よ り廃棄

物 はバ イオ燃料 と して位

置づ け

1。リサ イ クル

2,焼 却&エ ネル ギー 回収

(例 ニバ イオ燃料)

2.4

(5.1百 万 人)

45

↓

50

30

↓

30～35

25

↓

15

約90

(33/17)

目標値なし

スウェー デン

〔グラーブ社〕

1.リ サ イ クル

2.焼 却&エ ネル ギー 回収

3.バ イオ処理

4.廃 棄

3.2

(8.7百 万 人)

19

↓

増加

41十4*

↓

増 加

36

↓

減 少

約100

(21/3)

(電気+熱:

4TWh/Y)

目標値なし

(増加)

スイス

〔コレン コ社〕

、

1.発 生抑制

2.製 造過程 での発生抑制

3.リ サ イ クルの向上

4.焼 却&エ ネル ギー 回収

4.0

(7.0百 万 人)

28

↓

40

56

↓

60

16

↓

0

約100

(30/約3G)

,

目標値 な し

(30/約50)

仏 国

〔ADEME〕

1.発 生抑制

2.リ ユー ス&リ サ イクル

3.焼 却&エ ネルギー 回収

焼却は,エ ネル ギー 回収

ではな く環境対 策が 目的

20

(60百万 人)

3

↓

増加

42十10*

(10Mt/y)

↓

増大

(18Mt/y)

45

↓

減少

約160

(300/約90)

目標値なし

(増加)

日 本

1.発 生抑制

2.リ サ イクル

3.原 材料用or焼 却(エ ネ

ル ギー 回収)

4.(適 正処 理後)廃 棄

48

(130百 万 人)

8

↓

増加

72

↓

増加

20

↓

減少

390

約1,900

/約120)

2,000

*コ ン ポ ス ト
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表1欧 州主要国における廃棄物発電の状況調査結果概要(つ づき)

国 名 推進上の 廃 棄 物 発生電力

住民の負担程度

(訪問先) 政 策,助 成,補 助 等 発 電 者 売電価格設定

1.NFFO(非 化石 燃料使用義務)あ り 私企業 政府補助 とプール 直接廃棄物への課税はない

2.配電会社は発生電力の購入義務あり (自由競争下 プライス制 に より が,税 金 と電力代の支払い

英 国 3.配電会社の買入電力費に政府補助あり での 営 利 目 決定 により間接的に課税

〔DTI,AEP〕 4。1996年 よ り全 ての焼却炉は発電 設備 設 的) (NFFO年 次に また,廃 棄物処理上の特別

置要となる(NFFO第4次) よ り異な る) 負担 も無 し一

1.環 境制約,住 民反対か ら焼却発電 の新 自治体 電力会社 と自治体 廃棄物処理 コス トは住民が

独 国 設困難 (一部私企業 との間の話合いで 負担する

'環 境 省 『 2.焼 却時 はエネルギー回収の義務 あ り への移管話あ 決定 (バ イエ ル ン州 で は平 均

バイエル ン州 3.電力会社は発生電力の購入義務あり り) 700MK(5万 円)/年 ・戸)

.RWE電 力会社. 4.廃 棄物発電へ の政府補助 な し (間接的課税)

処理上の特別負担無 し

1.エ ネル ギー省 と環境 省が統合 され エネ 自治体または 電力会社 と発電者 「ごみ税 」として家 の規模,

ル ギー環境省 に一 元化 さ る 私企業 の間で決定 廃棄物の処理方法等により

デ ンマー ク
2.熱 供 給,環 境,電 力が政 策の基本 (但 し,利 益 各自治体が徴収

3.焼 却時 はエネルギー回収の義務 あ り を上 げるこ と (例:埋 立195DK(3,600円)

〔エネノ撫 〕
4.電 力会社 は発生電 力の購 入義務 あ り

5.燃 料 転換,コ ー ジェネ化 推進の ための

は不可) /年 ・戸

焼 却160DK(3,000円)

建設費への補助あり(返 還不要) リサイクルTaxな し)

1.焼却 時は,エ ネルギー回収の義務 はな 自治体所有の 電力会社が熱供給 「ごみ代 」 として住 民が負

いが,実 態は大部分回収装置を装備 私企業 会社 も兼 ねてお 担。80%が 収集業者,20%一

スウェーデ ン 2.電 力会 社の購入義務 もない (但 し,利 益 り,電 気 と熱 を併 が焼却業者へ

〔グラー プ社 〕 3.環 境 関連法は厳 し く,環 境 設備 の完備 を上げ るこ と せて管理 (例:1,100SK(15,000円)/

が要求 される は不可) 年 ・戸)

4.同 上 建設費 は自治体補助 があ る 特別課税無し

1.2000年 以降,直 接埋 立を禁 止(埋 立 の 自治体または ・電 力会社 と発電 「ごみ代 」 として住 民が袋

前に焼却等処置を要す) 私企業 者の問で決定 を買 う形で負担
ス イス 2.焼 却 時はエネル ギー 回収 の義務 あ り ・法律で価格設定 (例:140SF(12,000円)/

〔コ レ ン コ社 〕 3。電力会社は発生電力の購入義務あり の方法がマニ ュ 4人 家族)

4.プ ラン ト建設費へ の政府補 助あ り アル化 されて い

る

特別課税無し

1.2000年 以降,直 接埋立 を禁 止(1992年 所有は自治体 ・価格 は,電 力会 特別課税無し

環境法制定) 運転は私企業 社(国 営)と 産 (廃棄 を目的とした特別税

仏 国 2.焼却発電を推進する補助制度あ り 業省,経 済省の 無 し。 自治体 または国へ納

〔ADEME〕 3焼 却炉はエネルギー回収の義務あり 間で決定 め税金の一部を充当するの

4.電力会社は発生電力の購入義務 あり ・価格 算出式あ り で間接的課税)

5.プ ラン ト建設費への政府補助 あ り ・保証 出力あ り 処理上の特別負担無 し

1.「 長期 エネル ギー需給 見通 し」 による 自治体 各電力会社と自治 基本的には同上

2000年,2010年 の 目標 設定 あ り 体の間で決定 処理上の負担に関 しては自

日 本
2.通 産省,環 境庁,自 治省,厚 生省 それ

ぞれ補助 金,特 別融 資を実施 また は計

治体 に より異 なる

画中
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定の大 きな要因を占めるのは,経 済性 と政治

的配慮である。

以下,主 要国の取組みに対す るOECD(担

当官)の 見解を紹介する。

○ ドイツは,焼 却は主流ではな く,リ サ

イクル或いは包装物削減が主流。

○ 英国は,経 済的理由により,当 面コス

ト最小の方法である埋め立てが続 くもの

とみ られる。

○ フランスは,原 子力主体で,電 力 も豊

富であ り廃棄物発電の必要性 は少 ない

が,環 境面 と埋め立て地確保の観点か ら

廃棄物焼却は注 目されてきている。

○ デンマークは,CO2抑 制の観点か ら炭

素税を実施 中で,エ ネルギー節減が最大

の狙い。

○ スイスは,日 本同様 に焼却処理の率が

(渓)如
掃
Q
駆
翻
騨
駅

高いが,そ れは山間部が多 く,埋 め立て

用地が少ないため焼却処理 をせ ざるを得

ない面がある。

○ アメリカ,カ ナダ等では,埋 め立て用

地に困らなか ったことから,埋 め立てが

最 も安い廃棄物処理法 となっている。 し

か し,最 近では焼却場確保が難 しくなっ

てきているところもあり,焼 却が見直さ

れてきている。特に,ア メリカは,PU

RPA法(PublicUtilityRegulatory

Act,1978)に よる再生可能エネルギーの

引き取 り義務があることから,他 の再生

可能エネルギーに比較 し 「廃棄物発電」

は質の良い電力 とい う評価 もある。

○ 日本の場合は,エ ネルギーのほぼ全量

を輸入に頼 っているζと,CO2発 生量抑

制 につ なが ること等の諸点 を勘案 す る

国名

図1欧 州の廃棄物処理要領の比較(1993年 現在べ一ス)
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と,廃 棄物発電は妥当な選択 と考える。

以上,全 体概要 を紹介 したが,以 下に各国

の調査概要 を述べ る。

4.各 訪問国の調査概要

4.1英 国

英国では,良 く知 られているとお り,発電の

み行 う電力会社*と 配電のみ行 う配電会社**

があ り,配 電会社は卸電力市場にてプール取

引価格(後 述)と 称す価格設定 メカニズムを

通 して電力会社 よ り卸電力 を買 い,一 般消費

者に配電す るシステムになっている。非化石

エネルギーからの発電の場合は,前 述のNF

FO法 により,各 配電会社は,廃 棄物発電を

含む非化石エネルギー発電業者が発電 した電

力を購入するi義務 を負っている。同NFFO

は,1990年 に制定され,第1次 計画は同年 よ

り開始,第2次 計画は1991年 より,さ らに第

3次 計画は1994年 より開始され,そ れぞれの

計画年次によって,そ の 目標発電容量(De-

cIaredNetCapacity,DNC)お よび配電会社

の買い取 り価格が設定 されている。

例 えば,1992年 か ら1998年 の間をカバーす

る第2次 計画 におけ る廃棄物発電のDNC

は,261.48MWと されている。これに対す る

配電会社 の契約量は,10施 設で271.48MW分

に達 してお り,そ の買電価格は,6.55P/kWh

とされている。更に,1994年11月 から始 まる

第3次 計画では,そ の価格は,4.5P/kWhと さ

れている。

このように,NFFOに よる発電買電価格

は後年次に従 って低下しているが,そ の理由

は,新 技術の普及度,成 熟度に従 いコス トが

低下す ることを勘案 したものと考 えられる。

図2は 代表的なNFFO価 格の推移 を示 し

たものである。

同NFFOに よる電力価格は,当 然のこと

なが らプール取引価格***よ り高 く設定 され

る。例 えば,第2次 計画の場合,NFFO買

電価格 は,上 述の とお り6.55P/kWhで ある

が,そ の時点でのプール取引価格は約2.5P/

kWhで ある。

NFFO電 力価格 とプール取引価格の差額

は,一 般需要家への電力価格に10%上 乗せ し

て徴収 された化石燃料課徴金(FossilFuel

Levy)か ら配電会社に充当される。ただ し,上

記の課徴金は,1998年 には廃止され ることに

なっているので,そ の後の再生可能エネルギ

ーによる発生電力の取 り扱いが注 目される。

4.2独 国

(1)独 国全体

独国の場合,連 邦政府は,基 準の作成等を

行 うが,直 接,廃 棄物処理には関与せず,州

政府が責任 をもって処理するシステム となっ

ている。

一般的に
,工 業地帯等人口密度の多い所で

は,環 境保護等を理由に廃棄物処理施設の建

設に反対が強 く,サ イ ト探 しが困難になって

きている。現在300あ る埋め立て地 もほとんど

満杯状態にも係わらず,新 規埋め立て地確保

が困難であるとのことであった。

*1990年,国 有電 気事 業 の分 割 ・民営 化新 体 制 の発 足以 降,イ ン グラ ン ド・ウ ェー ル ズ地 域 でナ シ ョ

ナルパ ワー社 等 計4社 が存 在。

**イ ン グラ ン ド ・ウェー ル ズ地域 で計12社 が 存在 。

***英 国 で は,発 電機 能 を有 さな い配電会 社 が,発 電 のみ を事業 とす る電力 会社 か ら電気 を買 うが,そ

の価 格 は毎 日卸 電 力市場 で入札 で決 め られ る。 この時 の取 引価 格 をプ ー ル取引価 格 とい う。
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焼却は,50年 前にハ ンブルグで最初に開始

し十分な経験があるので,運 転上は問題無い

が 「排気ガスに問題がある」 と反対 され,焼

却施設建設が受け入れられ難いのが現状であ

る。環境関係の基本法 として大気汚染防止法

(AirPollutionAct,1972年 制定,1990年 改

訂)が ある。

それによると,廃 棄物焼却に際 しては技術

的に問題 なければ,熱 回収をリコメン ドして

いるが,プ ラン ト立地地点の住民の要求によ

る環境対策等のため,焼 却プラン トの建設コ

ス トが高 くなっている。しか しながら,最 近

廃棄物処理 自体の コス トが増加傾向にあるこ

と,同 コス トは最終的には住民が負担するこ

と,さ らに最終処分場 としての埋立地の立地

難もあ り,焼 却 ・熱回収に関す る考 え方 も変

わ りつつある。

12

10

8

6

(二
藷
≧
)
筆
壇
}R
鯉

4

2

0

訪問 日より数 日前,独 連邦政府環境大 臣が

代わったこともあ り,新 大臣の下で 「廃棄物

処理のコス ト削減」に向けた検討会設置を計

画 している由であった。この中では,標 準化

等による廃棄物発電の コス ト低減策,パ ブリ

ック ・アクセプタンスについても検討するこ

とになっている。参画者は連邦政府の他,州

政府,自 治体,メ ーカーの関係者 ・専 門家な

どが予定されているとのことであった。

(2)バ イエル ン州

バ イエルン州は,廃 棄物処理 と環境保護で

連邦政府の政令 より厳 しい州法 を制定 してい

る等,独 国でも先進的な州 として知 られてい

る。バ イエルン州民の廃棄物焼却に対するム

ー ドは,燃 焼による環境悪化懸念が根強いこ

とに より良 くない。

廃棄物発電 風力発電

各種再生可能エネルギー

水力発電

図2英 国のNFFOに よる電力価格
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連邦政府 ガイ ドライン(FederalTechnis・

cheAusleitungvonMull,1993年)に よれば,

埋め立て地の容量は,少 な くとも廃棄物発生

量の6年 以上の容量を有す ることが決められ

ている。 しか し,32の 自治体(County)の 容

量は3年 以下で,そ の他 も含めて,2/3の

Countyで 要求 を満たしていな く,廃棄物の減

容化,埋 め立て地延命化の観点より焼却は再

評価 される可能性があ るとい うこ とであっ

た。

なお,州 法で特に厳 しいのが,廃 棄物 を埋

め立てる際の基準で,特 に熱灼減量(Organic

ResidualContents)が 重量で5%以 下 と規定

されている。その達成 目標年は2005年 である

が,現 在の ところ基準 を満足出来るのは焼却

以外に方法がない。 しかしながら,焼 却に対

しては住民の反対が多く,現 在,代 替案につ

いて検討中であるが,焼 却以外の方法で処理

した場合同含有量は20%が 限度で,今 後の検

討が待たれるということであった。

一方,独 国全体で,1996年 か ら新環境基準

が適用されるが,そ れによるとダイオキシン

は,O.1ng/Nm3と なる。バイエルン州は1986

年からダイオキシンの測定 を始めたこと,さ

らに80年 代後半か らダイオキシン対策のため

数基の焼却炉の運転 を取 り止めたこと等 もあ

り,上 記規制達成は問題 ない と考えている由

であった。

焼却プラン トは,州 の下の市町村(County

またはMunicipality)で 建設・運営されるが,

典型的な市(County)の 人 口は,平 均 して約

100,000～150,000人 であ り,こ れ位の規模で

焼却処理 しても経済的に成 り立たないので,

3～4のCountyが 共同で焼却施設 を建設運

営 している場合が多い。焼却施設建設に関 し

ては,Countyの 行政側 としては,推 進を希望

しているが,住 民は環境汚染の観点か ら反対

で,政 治的な問題になってお り,な かなか進

行 しないということであった。

(3)廃 棄物発電会社のRWE電 力会社

独 国にお ける廃棄物発電会社 の代表 とし

て,電 力会社 自体が運営 している点に興味を

持ったので,独 国最大の電力会社でもあるR

WE社 の 廃 棄 物 発 電 所(RWEEnergie

KraftwerkeKarnap/Huckingenプ ラン ト)

を訪問 した。

同発電所の位置するルール地方は,昔 から

の工業地帯で人口密度 も高 く,廃 棄物処理に

関 しては他の地域 と状況を異にしていた。す

なわち,そ れだけ廃棄物発生量が多 く,早 い

時期から大量の廃棄物 を処理 しなければなら

なかった。RWE社 はその様な状況を踏 まえ,

1960年 代か ら廃棄物 を石炭火力発電所のボイ

ラーに入れて焼却処理 していた。

独国では,一 般的にその自治体が電力供給

している場合が多い。 しか し,こ の地域では

自治体 とRWE社 が電力供給の独 占販売契約

を結んでお り,同 契約の有効期間は2006年 ま

で となっていた。それ以降については,場 合

によっては,同 自治体が自ら電力供給をす る

こともあ り得,そ の場合は配電線等の電力供

給施設 を自治体 に譲渡することが決められて

いるとのことであった。

その ような事態になっては困るというRW

E社 の配慮,更 に現時点では同 自治体がRW

E社 の株主であること,お よび同 自治体がR

WE社 による廃棄物焼却処理 を希望 している

こともあ り,RWE社 として廃棄物焼却 ・発

電を実施 している由であった。廃棄物発電所
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図3独 国,RWEエ ッセ ン ・カルナ ップ焼却 プ ラン ト

・処 理 量2520T/D(630T/D×4)

・電 力 出力43MW

・熱 出力47MW

・建 設1980年

の立地に関 しては,こ こではもともと石炭火

力発電所で廃棄物 を焼却処理 していたことも

あり,こ のサイ トに廃棄物焼却専用の設備 を

新 たに建設す ることに際 して,住 民対策 とい

う観点では全 く問題がなかった由である。

図3は,RWE社Karnap廃 棄物発電プラン

トの外観 を示 したものである。

4.3デ ン マ ー ク

デ ンマ ー ク は,廃 棄 物,バ イ オ 等 を含 む再

生 可 能 エ ネ ル ギー 利 用 を政 策 面 で奨 励 して い

る とい う事 前 認 識 の も とに 訪 問 した 。

デ ンマ ー クで は,1980年 代 の 終 わ りに エ ネ

ル ギ ー 政 策 の 基 本 と な る 「NewEnergy

Plan」 が制 定 さ れ た。 そ の 中 で,2005年 に は,

1990年 に比 し,CO2で20%,SO2で60%,NOx

で50%の 排 出 量 削 減 が 決 め られ た。

また,1994～98年 の 間 に地 域 熱 供 給 プ ラ ン

トは,天 然 ガ ス,バ イ オ ・ガ ス,廃 棄 物 を燃

料 とす る コ ジ ェ ネ ・タ イ プ に 変 更 す る こ とが

決 め ちれ て い る。 そ の う ち90%の コジ ェ ネ ・

プ ラ ン トで 廃 棄 物 を燃 料 と して 使 うこ とに な

る とい う こ とで あ っ た。

ほ とん どの 廃 棄 物 焼 却 プ ラ ン トは,市 町 村

が 所 有 して お り,民 間企 業 が 所 有 し て い るの

は3基,電 力 会 社 が 有 して い る の は7基 に 過

ぎな い。

電 力 ま た は 熱 の 供 給 事 業 社 に対 す る 引 き取

り義 務 に 関 し て は,「HeatSupplyAct」,

「ElectrictySupplyAct」 で規 定 さ れ て い る
。

ま た,廃 棄 物 発 電 は,自 治体 の 事 業 とい う こ

と も あ っ て利 益 を上 げ て は い け な い こ とに な

っ て お り,更 に 毎 年,事 業 者,需 要 家 等 で 構

成 され る監 査 機 構 で あ る 「PriceBoard」 の 審

査 を受 け る。

廃 棄 物 処 理 に 関 し て は,処 理 業 者 が そ の 採

用 す る処 理 法 に 応 じて税 金 を支 払 う仕 組 み に

な っ て い る。 同 税 金 は,現 時 点 で埋 め 立 て の

場 合 トン 当 た り195デ ンマ ー ク ・ク ロー ネ(D

K)(約3,630円),焼 却 で160DK(約3,000円),

リサ イ ク ル で は0で あ る。1997年1月 か ら コ

ジ ェ ネ プ ラ ン ト(電 気+熱 の 焼 却 プ ラ ン ト)

は,160DK(約3,000円)に,熱 の み 供 給 す

る焼 却 プ ラ ン トは,210DK(約3,900円)に,

埋 め 立 て は285DK(約5,300円)に 上 が る。

す な わ ち,リ サ イ クル に は 無 税,焼 却 で もエ

ネ ル ギ ー 回収 の有 無 等 に応 じて 税 額 に 差 をつ

け て い る とこ ろ が 特 徴 で あ る。(表2参 照)

表2デ ンマー クの廃棄 物処 理 税(Tax)一 覧 表

単 位:ク ロー ネ/ト.・年(円/ト.・ 年)

現 在 将 来(1997年 目標)

埋 立 て 195
(3,630)

285
(5,300)

焼 却
160

(3,000)

(熱のみ供給)210
(3,900)

(熱+電 気を供給)(,ll8。)

リサイクル なし な し

(注)円 換 算:18.5円/ク ロー ネ(1994)

従 って,処 理業者は,環 境に優 しい処理法

を採用すれば,そ れだけ国に納め る税金が少

一52一



なくてすみ,よ り多くのお金を処理費用 とし

て得 ることができるようになっている。

各家庭は,廃 棄物の収集者に上記廃棄物税

の原資となる金額(Tax)を 年3～4回 に分

けて支払 う。アパー トのような所では,廃 棄

物収集箱の容量 を家の広さに応 じて割 り振 っ

て払 う。

現在,政 府 として奨めているのが,石 炭,

石油か らのバイオマス,天 然ガスへの転換 と

古 い熱 または電力供給プラン トの コジェネプ

ラン トへの改造である。その期間は,1994～98

と指定されてお り,そ の間なら建設費に補助

が出る。 また,自 ら出来ない自治体に対 して

は,代 わ りに実施可能な機関等を斡旋するな

ど指導す ることとしている。小 さい市町村で

は,熱 供給用のプラン トにバ イオマス ・エネ

ルギーを考 えている。コペンハーゲンのよう

にデンマー クの1/5の 人口を抱える所では,

3基 の廃棄物燃料 プラン トと2基 の天然ガ

ス ・プラン トで熱供給をしている。

廃棄物発電の目的は,利 益確保 ではな く,

環境保護 と熱や電力 を得 ることが 目的であ

り,そ の結果CO2発 生量削減が期待 されてい

図4デ ン マ ー ク,エ ネ ル ギー ・環 境 省

Mrs.JetteKjaer女 史(セ ク シ ョ ン 長)

を は さ ん で

る。1990年 にガイ ドラインが出て,企 業は自

由に使用燃料 を決め ることが出来なくなった

とい うことであった。デンマークでは,与 党

も野党 もエネルギー政策に関しては同じ見解

で,た とえ政府が代わっても政策は変わらな

い という政策運営に関するお国柄の説明があ

った。

図4に,面 談を一人で対応して くれたエネ

ルギー ・環境省の担当 リーダ とのスナ ップ写

真 を示す。

4.4ス ウェーデン

訪問 したグラーブ社は,ゴ ーテンバー グ市

(Gothenborg)が100%株 を有す廃棄物焼却

発電会社である。

地域熱供給の15%は,廃 棄物が燃料になっ

ている。エネルギー回収は義務 ではないが,

経済性の面から廃棄物焼却の際は,結 果的に

全て,エ ネルギー回収 されている。全国に焼

却プラン トは21設 備有 り,全 体 で4.4TWh/y

のエネルギーが回収 されている。

焼却プラン トの建設に関 しては,住 民の反

対があるのが問題である。さらに,実 際 に建

設許可になって も住民からの要求で過重設計

(OverDesign)も あ り得 る。

焼却プラン トの所有者は一般的には,自 治

体である。 しか し,電 力会社には,焼 却プラ

ン トからの発生電力の引 き取 り義務は無い。

廃棄物の収集は,自治体の責任で行われる。

平均的な処理費用は1,100ス ウェーデン・ク

ローネ(SK)/y(約15,400円/年)で,清 掃

会社へ は毎週払 うが,こ の内80%が 収集費で

20%は 処理費である。この費用は,収集のため

の走行距離により変わるなど一律ではない。

1980年 代にダイオキシンの排出規制につい
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て大論争があり,2年 近 くの大論争の末焼却

は認め られたが,ガ ス清浄装置などの追加設

置が必要 となった。1986年 からガイ ドライン

作成の作業が開始 され,1992年 には基準をク

リアさせ ることになったが,こ れは欧州では

最 も厳 しい基準適用の部類に入 る。これによ

り,1985年 当時に比べ95%の ダイオキシンが

削減 した。

廃棄物発電者としては,多 くの場合,公 営

企業でもあり利益 を得 ることができないが,

政治的にグラーブ社の ような組織の設置が決

め られ運営されている。上述の通 り,発 生電

力の引き取 り義務は無 く,引 き取 った場合の

料金 も電力会社 とのネ ゴにより決定 されるこ

とになってお り,毎 年電力会社 と電力の引き

取 り条件 を巡って交渉す ることになるが,グ

ラーブ社の場合,同 社の役員(例,社 長)は,

電力会社の役員(例,社 長)を 兼ねていると

い うことであった。なお,利 益は出せないが,

プラン トの改造は必要に応 じて行 ってお り,

その必要資金は,母 体の自治体から出るとい

うことであった。図5に グラーブ社の ゴーテ

ンバーグ廃棄物焼却プ ラン トの全景 と訪問時

のスナ ップ写真 を示す。

4.5ス イス

スイスは,観 光国 として自然環境保護に官

民挙げて取 り組み,廃 棄物焼却 も古い歴史を

有す る先進国 ということでもあ り,そ の政策

取 り組み状況に関心があったので訪問 した。

訪問先は都合により,エ ネルギー関連のコ

ンサル タン ト会社 であ るコレンコ社 を選ん

だ。スイスでは,生 活廃棄物は2000年 までに

埋め立ての前に全量を焼却処理 しなければな

らないことが法律に定め られている。また,

焼却す る際,エ ネルギー回収をしなければな

らないこと,さ らに回収 された熱または電気

は,熱 または電気事業者が買い取るこ とが法

律 で義務づけ られている。その買取料金の算

図5ス ウェーデン,グラーブ社廃棄物発電プラン ト

・処 理 量

・電 力 出力

・熱 出力

・建 設

900T/D(300,000T/Y)

40MW

100MW

1972年

図6ス ウ ェ ー デ ン,グ ラ ー ブ 社

Mr.M.Karson(技 術 部 長),

Mrs.R.Ekwel1(環 境&プ ロ ジ ェ ク トMgr.)

を は さ ん で
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出法について も,ガ イ ドラインがある。

焼却プラン トは,カ ン トー ンと称 し,ス イ

ス全体 で26個 ある州に似た行政機構の認可の

下に市町村が建設する。い くつかの市町村が

共同で焼却施設を建設 ・運営する場合 も,大

部分は当事者である市町村間でサイト,運 営

条件等の協議がなされるが,必 要に応 じカン

トー ンの指導を受ける。なお,ス イスでは,

所得税の90%は,市 町村の予算に,所 得税の

10%は 連邦政府の予算になっていることもあ

ってか,市 町村が大 きな権 限を有 している。

しか し,1996年 までは,連 邦政府が焼却施

設の建設に対 し,補 助金を出す ことになって

いる。焼却施設の立地に際 しては,反 対が無

いことは無いが,全 般的に環境保持 とエネル

ギー回収への協力的雰囲気 もあ り,説 明によ

り理解は得 られている。

住民は,廃 棄物発生者 として廃棄物 を捨て

るための 「袋」 を有料で買わなければならな

いことか ら,一 般に廃棄物発生に対 しては問

題意識が高い。この地域では,袋1枚 が3.5ス

イスフラン(SF)(約300円)で あ り,椅 子

のような粗大ごみに張 る 「シール」 も,1枚

当た り同じ価格である。

4.67ラ ンス

フランスは一般に知 られているとお り,原

子力発電主体の国で比較的電力は豊富 と言わ

れているが,そ のような国で廃棄物発電が政

策的にどのような位置付けと方法で展開され

ているか興味があったので訪問 した。

フランスでは,近 年,住 民や環境保護団体

の反対により,新 しい埋め立てサイ トの立地

が著 しく厳 しくなって きたこともあり,新 し

い基準が減容および埋め立て前処理の徹底 を

目的に施行された。焼却施設の新 たな建設に

対 しては,中 央政府が,仏 の環境 ・エネルギ

ー管理公社のADEMEを 通 じて建設費の5%

程度 を,ま た,22のRegionと78のDepartment

か ら成 る地方政府が直接,建 設費の20～30%

程度 を,そ れぞれ廃棄物処理を担 う36,000余

にのぼる市町村に補助金 を出している。

全国にある300の プラン トの うち,エ ネルギ

ー回収 を行っているのは,85の プラン トであ

り,そ の回収ネルギーは産業界 を含む地域へ

の熱供給および電力供給 として利用されてい

る。ADEMEは,こ のようなプロジェク トに対

し技術指導あるいは共同処理のための指導を

行っている。将来的には,廃 棄物焼却プラン

トの単機容量の増大,プ ラン ト数の減少 を進

めて行 く。熱回収は,最 近では,立 地に対す

る住民の反対が多いことか ら,一 般住宅に近

接 して建設出来ず,従 って熱供給は困難で,

発電 をすることが多い。規模が小 さく,性 能

が悪いものは,漸 次改造 または リプレースさ

れる。1995年 までに,10の プラントの改造が

確定 し,今 後10～15年 間で,100か ら150の プ

ラン トの改造が予定されている。

現在進めている施策は,廃 棄物の減容であ

って,エ ネルギーの発生 ではないので,エ ネ

ルギー発生のための特別 な目標は無いという

ことであった。

焼却の問題は,埋 め立て よりコス トが高い

ことである。埋め立ての廃棄物処理費用は,

トン当た り100フ ランス ・フラン(FF)(約

8,500円)で あるが,焼 却すると,償 却および

運転費を含み500FF(約42,400円)に もなる。

従 って,こ の ままでは,市 町村は当然安 い方

を選ぶので,そ のため上述の通 り政府の補助

が必要 となる。同財源 としては,「ごみ処分業
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者」負担によるごみ税が充当されるが,最 終

的にはその費用は,住 民が負担することにな

る。焼却プラン トは,市 町村が所有す るが,

最近では技術的に 自ら対応出来な くなってい

るので,運 転は民聞に委託 している。集荷 も

輸送 も,責 任は市町村にあるが民間に委託 し

ているケースがある。

フランスの廃棄物焼却 に対す る排 出基準

は,ECの 基準を採用してお り,50%の 新 しい

プラン トは,問題な く基準 をクリアしている。

新 しい基準は,1991年 か らのプラン トに適用

されてお り,1999年 迄には,全 てのプラン トを

新 しい基準に適応させなければならない。

廃棄物からの発電電力は,フ ランス電力公

社(EdF,ElectricitedeFrance)が,再 生可

能エネルギー と同様に引 き取 り義務 を負って

いる。その買い取 り価格 はRdFの 売電価格の

概ね90%程 度の価格で引 き取 られている。実

際には,0.23～0.27F/kWh(4.6～5.4円/kWh)

程度であるが,毎年 その価格 は見直され る。価

格交渉は,当 事者である市町村は入らず,EdF

と産業省,経 済省 とで行われる。EdFの 引き取

り価格は,月 によって異なり,夏 期が最 も安

い。また,供 給保証規模 を決められ,価格 も保

証出力(kW)と 総発電電力量(kWh)の 両方

で決 まる。保証出力が守れないとペナルティ

を払わされることになっている由である。

廃棄物は,燃 料 としては考えていない。処

理に500FF/ton要 し,エ ネルギーを売 って も

70～80FF/tonで は,意 味がないとい う意見で

あった。また,フ ランスでは,75%が 原子力で

発電されてお り,15%が 水力で電力に余裕の

ある状況であ り,廃 棄物か ら電気 を得 なけれ

ばならない理由はない ということであった。

EdFと しては,最 近,自 ら焼却施設の運転 を

することを考 えてお り,パ リの3焼 却施設は,

子会社のTIRU社 が運転 しているというこ

とであった。

5.ま と め

今回の調査は,2週 間で10ヶ所の訪問とい

う時間的な制約 もあ り,必ずしも充分意を尽 く

した打ち合わせができなかった面 もあるが 全

体的には少なからず参考 にすべ き聴取事項が

あった と判断す る。その主要点は次の通 り。

(1)基 本的にはEU全 体の方針は示 されてい

るが,そ れはあ くまで も指針であり,具 体

的な要領は各国各 自の事情の下に展開 され

ている。その際,過 去に廃棄物発電に実績

を重ねてきた国で も現在は環境問題等の観

点から新プラン ト建設が困難iな状態にある

国(例,独,ス ウェーデン),あ るいはその

逆の国(例,英 国)も あ り,時 間経過 とと

もに取 り組み方 も変わる様子 も判った。

(2)廃 棄物からのエネルギー回収に前向 きに

取 り組んでいる国では,廃 棄物発電を再生

可能エネルギー として位置づけ,資 金補助

を含む法制度的バ ックアップを行い,そ の

実現を促 している。

その典型が英国で,同 国では私企業が廃

棄物発電 を自由競争の下で営利事業 として

行 うというシステムが導入され,ま たそれ

を可能ならしめ る国の助成策が講 じられて

いることである。ただし,同 国の政策 ・制

度の内容は,NFFO計 画の第1次,第2

次,第3次 等の実行計画,そ の時点時点の

政策方針,各 エネルギーの重要性等によっ

て政府補助額 も変える等現在試行中ともい

える面があ り,そ の成否確認のためには,

もう少 し時間をおいて見守 る必要がある。
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さて,我 が国での方向性を考えた場合,こ

れか ら益々増大する 「ごみ」の量への対応,

一次エネルギーがほぼ100%輸 入である現状 ,

今後 とも堅調 と予想される 「電力」需要増へ

の対応,さ らに我が国が世界に公約 した将来

のCO2総 排出量抑制等を考えた場合,「廃i棄物

発電」は,量 的な限度はあるが,極 めて 日本

の実状にあった適切 な廃棄物処理 ・利用方式

であると考 える。OECDの 説明でも,日 本

の進む方向性 として極めて妥当である旨の見

解 を聴取 した。

一方課題 として
,焼 却時の環境汚染問題へ

の対応も,独 国に見 られるようにさらに向上

を目指 して取 り組む必要があると思われる。

なお,参 考迄に欧州主要 国の廃棄物焼却プラ

ン トにおける環境排出基準 を表3に 示す。

しか し,同 時に独国にて既に問題 とされて

いるように過重な環境設備の設置要求につな

がらぬ ように,PA等 を通 じて地域住民理解

を得るとともに,建 設促進側 としては性能向

上 とあわせ,経 済性追求の努力を今後 とも継

続して行 うべ きと考 えた。

また,我 が国では,廃棄物 を再生可能エネル

ギー と位置付けす る考えが定着していない。

今後,CO2排 出係数等の定量的検討や議論

を行うとともに,エ ネルギー としての観点に

も立って,化 石燃料に比 したメリッ トをもう

少 し強調 して も良いのではないか と考 える。

以上,駆 け足で調査 した内容 を限 られた紙

面 を借 りて紹介 した次第であるが,本 報告が

我が国の廃棄物発電推進者あるいは関係者に

多少とも参考 になれば幸いである。

最後になるが,以 上の調査に際 し,お 世話

になった訪問相手先,通 産省資源エネルギー

庁およびNEDO関 係者に改めて謝意 を表す

るとともに,関 係各国の在 日大使館関係者に

も心か らの謝意 を表する次第である。

表3欧 州主要国における環境排出基準一覧表

訳 単位
EC指 令

('89/369号)
英国

独 国
デンマー ク スウェーデン スイス

一

フフンス 日本
既設(現在) 新設及び既設*

ば い じん mg/Nm3 30 30 30 10 30 20 10 30 150

CO 〃 100 100 100 50 100 100 50 100 (50)

SOx ノ1 300 300 100 50 300 『 50 200 K値 による

HCI 〃 50 30 50 10 50 100 20 50 700

HF 〃 2 2 2 1 2 一 1 2 一

NOx 〃 一 350 500 200 一 一 80 一 250

Cd 〃

}・ ・2

0.1 0.2 0.05

}・ ・2

一

}・ ・1 }・ ・2

一

Hg 〃 0.1 0.2 0.05 既 設0,08新 設
0,03

一

オ ー ガ ニ ッ ク
コ ンパ ウ ン ド

〃 20 20 20 10 一 一 20 20 一

ダイオキ シン ng/Nm3 一 1 一 0.1 一 既 設2
新 設0.1

一 一 (0.5)

適用年 1989年
新設1991年
既設
1996年12月

1989年 1989年

備考

*1996年12

月1日 よ
り既設へ
も適用

実 際はほ
とん ど上
記値 をオ
ーバ の様

子。

()は 厚
生省 ガ イ
ドライ ン
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〔調査研究報告〕

軽油を巡る欧米の品質規制動向

片 山 優 久 雄(働 エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 部長)
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1.は じめ に

欧米の先進国においては,大 都市及びその

周辺都市における大気汚染要因の1つ と考え

られているディーゼル排出ガスの更なる規制

強化に伴って,燃 料軽油の品質改善 とエンジ

ンの改良についての検討が行 われている。燃

料軽油の品質改善については,既 に新たな品

質規制が,米 国カ リフォルニア州では1993年

10月 から,欧 州のスウェーデンでは1992年1

月から実施 されている。この軽油品質規制に

よる新規格の軽油は,カ リフォルニア州では

燃料ポンプからの燃料漏れを,ス ウェーデン

では燃料噴射 ポンプの磨耗等の トラブルを起

こしていることが報告 されている。

一方 ,我 が国において も1992年10月 より,

軽 油 の硫 黄含 有 量が0.5wt%以 下 か ら0.2

wt%以 下に規制 され,さ らに1997年 か らは0.

05wt%以 下 に規制 される予定であ る。この

1997年 時点では,軽 油 中の芳香族含有量につ

いての規制は含 まれていないが,将 来におけ

る軽油の品質規制の方向性を探 るために,欧

米の軽油の品質およびディーゼル排ガスにつ

いての規制動向について調査 し,以 下のよう

に纏めた。

2.デ ィーゼル排ガス規制動向

先ず最初 に,軽 油品質規制の背景 となるデ

ィーゼル排ガスの規制についての各国の動向

は,以 下のようである。

2.1米 国におけるディーゼル排 ガス規制動向

米国では,1991年11月 に大気浄化法(Clean

AirActAmendment)が 改正 された。この新

しい法律に基づいてディーゼル排ガスの規制

スケジュールが出された(表1参 照)。 今回の

規制では,排 ガス中の一酸化炭素,炭 化水素

(光化学スモッグの原因物質で非 メタン系炭

化水素),NOxと 発 ガン性の観点 よ りパティ

キュレー ト(粒 子状物質)に ついても規制が

強化されてお り,将 来更に規制が強化 される

ことが言われている。

今 回の規制で特記すべ きことは,パ ティキ

ュレー トの削減が盛 り込まれたことか ら,燃

料軽油の品質規制が導入されたことである。

米国内で環境汚染の酷いカ リフォルニア州の

規制は,連 邦規制よ りも更に厳 しい ものとな

っている。この米国の環境保全の動 きは,我

が国および欧州へ と広がっていった。

2.2欧 州におけるディーゼル排 ガス規制動向

欧州におけるディーゼル排ガス規制に関す
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表1米 国 の デ ィ ー ゼ ル 排 ガ ス 基 準

軽 量 車(85001bs未 満) 重 量 車(85001bs以 上)

乗 用 車 小型 トラック トラ ッ ク ・バ ス 都市バスのみ

HC CO NOx PM HC CO NOx PM HC CO NOx PM HC CO NOx PM

連

邦

1991 0.41 3.4 1.0 0.2 0.8 10 1.7 0.26 1.3 15.5 5.0 0.25 1.3 15.5 5.0 0.25

1993 0.41 3.4 1.0 0.2 0.8 10 1.7 0.26 1.3 15.5 5.0 0.25 1.3 15.5 5.0 0.10

1994 0.25 3.4 0.4 0.2 0.25 3.4 0.4 0.26 1.3 15.5 5.0 0.10 1.3 15.5 5.0 0.05*1

1998 0.25 3.4 0.4 0.2 0.25 3.4 0.4 0.26 1.3 15.5 4.0 0.10 1.3 15.5 4.0 0.05

加

州

1991 0.25 3.4 0.4 0.08 0.50 9 1.0 0.08 1.3 15.5 5.0 0.25 1.3 15.5 5.0 0.25

1993 0.25 3.4 0.4 0.08 0.31 4.2 0.4 0.08 1.3 15.5 5.0

＼

0.25 1.3 15.5 5.0 0.10

1994 0.25 3.4 0.4 0.08 0.25 3.4 0.4 0.08 1.3 15.5 5.0 0.10 1.3 15.5 5.0 一

1
⊥

0
ρ

り
0

注

注
注

乗用 車 と小 型 トラ ッ クの 単位 はg/mile。

重 量 車 の単 位 はg/bhp-h。

*1技 術 が完 成 に至 らな い場 合0 .07g/bhp-h。

表2ECの デ ィ ー ゼ ル 排 ガ ス 基 準

CO

(9/km)

NOx十HC

(9/km)

NOx

(9/km)

PM

(9/km)

黒 煙

(9/test)

規制開始年月日

全生産車 ニューモデ ル

乗

用

車

1250kg以 下 2.72 0,970 『 0.14 一 1992.1.1 1991.10.1

1250～1700kg 5.17 1.42 一 0.14 一 1993.10.1 1991.10.1

1700kg以 上 6.9 1.7 一 0.25 一 1989.10.1 1988.10.1

軽

量

車

第1次 2.72 0.97 一 0.14 2.0 1993。10.1 1992.12.31

第
2
次

IDI車 1.0 0.7 一 0.08 }

1996.10.1 1995.10.1

DI車 1.0 0.9 一 0.10 一

重

量

車

第1次
(9/kWh)

4.5
(9/kWh)
9.1

(9/kWh)
8.0

(9/kWh)
0.36

一 1993.10.1 1992.12.31

第2次 4.0 8.1 7.0 0.15 一 1996.10.1 1995.10.1

注1:テ ス ト方法ECE15+EUDC。

注21軽 量 車3500kgGVW以 下,重 量 車3500kgGVW以 上 。
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る論議は,経 済繁栄 を優先 させ ながら環境問

題の解決を図ろうとするEC諸 国と,環 境問

題の解決 を最優先させ ようとするスウェーデ

ン,ス イスに代表されるス トックホルム ・グ

ループ とでは異なってお り,ス トックホル

ム ・グループの国々は,米 国カリフォルニア

州の厳 しい規制に準 じた規制 となっている。

ECの 排ガス規制基準を表2に 示す。

2.3我 が国におけるディーゼル排 ガス規制動

向

我が国における最新のディーゼル排ガス規

制は,1989年12月 に出された中央公害対策審

議会の答申に沿 って,1991年3月 に環境庁 よ

り告示 された。排ガスの許容限度設定 目標値

を表3に 示す。

また,排 ガス測定モー ドについて も,現 状

の走行実態とかけ離れたものとなったために

見直しが行われ,旧10モ ー ドには高速運転モ

ー ドが付加 され10・15モ ー ドとな り,デ ィー

ゼル6モ ー ドは13モ ー ドにとそれぞれ変更さ

れ,且 つ従来の濃度規制(ppm)か ら重量規

制(g/kWh)に 変更 となった。

以上が軽油の品質規制の元 となる欧米諸国

お よび我が国のディーゼル排ガス規制動向で

ある。各国のディーゼル排ガス規制 目標値 を

図1に 示 した。

3.軽 油の品質規制動向

ディーゼル排 ガスに含 まれ るNOxや パ テ

表3我 が国のディーゼル排出ガス規制値一覧

規
制年

次

自動車の種類

旧 規 制 値 新 規 制 値

測定 モー ド
単 位:g/km

黒 煙

測定 モー ド
単 位:9/km

黒 煙

3

モー ド

無負荷
急加速

3

モー ド

無負荷
急加速CO HC NOx PM CO HC NOx PM

平
成
3
年

乗
用
車

小型車
10モ ー ド

2.70 0.62 0.72 一 50% 50%
新 モ ー ド

2.70 0.62 0.72 『 50% 50%

中 型 車 2.70 0.62 1.26 一 50% 50% 2.70 0.62 1.26 一 50% 50%

軽 量 車
(1.7㌧ 以 下)

10モ ー ド 2.70 0.62 1.26 一 50% 50% 新 モー ド 2.70 0.62 1.26 一 50% 50%

平
成
5

年

軽 量 車
(1.7㌧ 以 下)

新 モー ド 2.70 0.62 1.26 一 50% 50% 新 モ ー ド 2.70 0.62 0.84 0.34 40% 40%

中軽

量

直噴式 デ イー ゼ ル

6モ ー ド

980胆 670卿 500卿 50% 50%
新 モ ー ド 2.70 0.62 1.32 0.43 40% 40%

副 室 式 9801胆 670卿 350胆 50% 50%

平
成
6

年

乗
用
車

小型車
新 モー ド

2.70 0.62 0.72 一 50% 50%・

新 モ ー ド
2.70 0.62 0.72 0.34 40% 40%

中 型 車 2.70 0.62 0.84 一 50% 50% 2.70 0.62 0.84 0.34 40% 40%

重
量
車

2.5㌧ 超
直 噴 式
副 室 式

デ イー ゼ ル

6モ ー ド
980四 皿

980胆

6701脚

670ppm

5201脚

350胆 =
50%
50%

50%
50%

デ イー ゼ ル

13モ ー ド

9/恥

1:1
9/舳

1:1
9/㎜

1:1
9/職
0.96

0.96

40%
40%

40%
40%

平成

11
年
以降

の
長期

目
標

乗
用
車

小型車
新 モー ド

2.70 0.62 0.72 0.34 40% 40%
新 モ ー ド

2.70 0.62
0.4 0.08 25% 25%

中 型 車 2.70 0.62 0.84 0.34 40% 40% 2.70 0.62

軽 量 車
(1.7㌧ 以 下) 新 モ ー ド 2.70 0.62 0.84 0.34 40% 40% 新 モー ド 2.70 0.62 0.4 0.08 25% 25%

中軽

量

直噴式
新 モ ー ド 2.70 0.62 1.82 0.43 40% 40% 新 モ ー ド 2.70 0.62 0.7 0.09 25% 25%

副 室 式

重
量
車

2.5㌧ 超

直 噴 式副 室 式
デ ィー ゼ ル

13モ ー ド

9/脇

1:1
9/脇

1:§

9/㎜

1:§

9/㎜10
.96

0.96

40%
40%

40%
40%

デ イ ー ゼ ル

13モ ー ド

9/脇

1:1
9畑h

l:1
9/㎜1

1:1
9/臨
0.25

0.25

25%
25%

25%
25%

注1:こ こで新 モー ドとは,今 度 改 正 が 決 ま った車 両 重 両 が2500kg以 下 の 自動 車 に適 用 され る10・15モ ー ド(新 呼 称)の こ と。

軽 量車1.7㌧ 以 下,中 量 車1.7㌧ 以上2.5㌧ 未 満,重 量車2.5㌧ 超 。デ ィー ゼ ル 乗 用 車 の小 型 車1265kg以 下,中 型 車1265kg超 。

注2:こ こで 旧規 制 値 とは,規 制 開 始 年 次 以 前 に適 用 され て い た規 制 値 の こ と。
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図1各 国のディーゼル排ガス規制値比較

イキュレー トの更なる削減のためには,軽 油

の品質の うち,特 に硫黄分についての規制が

優先 され実施 されている。すでに米国では,

硫黄分0.05wt.%以 下,EC諸 国 と我が国で

は,0.2wt.%以 下の規制が行 われてお り,2

～3年 後 には米国 と同レベルの規制が行われ

ることが決定 している。表4,5に は,1992

年冬季の欧米諸国 と我が国の市販軽油の性状

並びに同時期 の規制値 も示 した。

硫黄分の規制の他に,芳 香族含有量につい

ての規制 も米国とスウェーデンでは既に実施

されている。各国の軽油品質規制について以

下に紹介する。

3.1米 国における軽油の品質規制動向

米連邦政府およびカリフォルニア州の軽油

の品質規制値 を表6に 示 した。既に述べたよ

うに,米 国の新 しい軽油品質規制は,1993年

10月 より連邦規制 として実施 されている。連

邦規制 と同時期 に実施 されたカ リフォルニア

州の規制は,芳 香族分の含有量を連邦規制に

定める35vol.%以 下か ら10vol.%以 下,ま た

はカ リフォルニア州大気保全局(CARB)

の排気ガス認定試験に合格 した燃料(表7参

照)と するとの,更 に厳 しい規制が実施 され

ている。この厳 しいカリフォルニア規制 を達

成不可能な小規模製油所(50,000B/D以 下)

につ いては,芳 香族分20vol.%以 下 または同

等以下の排気性状 を示す燃料油(CARBの

認定 を要す)で よいと,若 干の規制緩和をし

ている。1994年11月 時点で,CARBの 認定

を取得 した石油会社は,Chevron,ARCO,

Texacoの3社 であった。

しか し,パ イプ ライン配送施設,タ ンク等
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の事情によ り高硫黄軽油 と低硫黄軽油のセグ

リゲー ションが困難なため,軽 油全量 を硫黄

分0.05wt.%以 下 とする必要があ り,さ らに

芳香族分の削減規定は,現 状では軽油の供給

能力を減 じることとなり,芳 香族分の規制が

厳 しいカリフォルニア州では軽油の品不足を

起こし,価 格高騰を招 く結果 となった。

エンジン製造者協会(EMA)は,1998年

規制項 目の うち,特 にNOx規 制を達成するた

めには,セ タン価 を現行の40か ら55に増加 し

表4欧 米の市販軽油性状表(1992年 冬季)

(そ の1)

オー ストリア ベネルクス3国 デンマー ク フィンラン ド
一

フフンス ドイツ イ タ リア ノル ウ ェー ポノレトガ ノレ

比 重(9/(:mF) 0.8291 0.8408 0.8406 0.8445 0.8331 0.8301 0.8394 0.8375 0.8552

動粘度cSt/20℃

cSt/30℃

cSt/40℃

3,549
-

2,368

4,094
}

2,641

3,871

『

2,520

3,458

『

2,298

3,712
-

2,443

3,494
-

2,321

4,510

『

2,871

3,313
-

2,212

5,944

『

3,580

硫黄含有量(wt%) 0,107 0,176 0,048 0,087 0,198 0,120 0,184 0,107 0,283

セ タン価 53.4 49.2 50.0 46.6 51.6 52.7 49.5 47.9 49.2

流動点(℃) 一37 一32 一43 一40 一29 一32 一23 一43 一20

曇 り点(℃)
一11 一8 一13 一19 一7 一8 一3 一17 0

目詰 ま り点(℃) 一26 一24 一29 一33 一23 一27 一15 一32 一14

ワックス含有率(%) 1.7 1.4 1.4 1.0 1.6 1.6 2.2 1.1 1.7

蒸 留性状(℃)IBP

90%

FBP

167

328

361

169

330

359

171

331

360

177

312

344

170

329

358

175

323

354

176

341

367

164

317

349

187

346

370

(そ の2)

スペ イン スウェーデン ス イス 英国 米国東海岸 米国中西部 米国西海岸 カナダ 日本2号 軽油

比重(9/αr) 0.8427 0.8130 0.8312 0.8471 0.8568 0.8536 0.8574 0.8433 0.8338

動粘度cSt/20℃

cSt/30℃

cSt/40℃

4,416
-

2,827

2,445
-

1,739

3,495
-

2,322

4,798
-

3,026

4,103

『

2,643

3,887

『

2,516

4,738
-

2,961

3,081
-

2,065

4,828

3,737

一

硫黄含有量(wt%) 0,247 0,005 0,129 0,184 0,123 0,332 0,191 0,160 0,153

セ タン価 52.0 49.8 52.6 55.3 44.3 44.5 44.7 42.3 57.4

流動点(℃) 一18 一46 一27 一25 一27 一25 一21 一39 一15

曇 り点(℃) 一2 一35 一9 一4 一13 一14 一13 一30 一5

目詰 ま り点(℃) 一10 一38 一22 一16 一15 一18 一15 一31 一9

ワックス含有率(%) 2.1 3.1 1.5 2.3 2.2 2.4 3.0 1.3 3.5

蒸 留性状(℃)IBP

90%

FBP

180

335

362

177

266

294

168

323

352

182

335

361

184

317

349

183

315

342

193

315

340

169

299

326

173

334

360
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てほしい との提案 を行い,ア メリカ石油学会

(API)と 協議 中であるが,将 来セタン価

が向上する可能性は大 きい(セ タン価向上剤

の使用)。

カリフォルニア州 における軽油の低芳香族

化は,燃 料ポンプに使用されてい るゴムシー

ルが膨潤性を失って燃料漏れを起こす トラブ

ルが報告されている。

表5欧 米 の軽 油規格 一 覧(1992年 現在)

(その1)

オース トリア ベネルクス3国 デンマー ク フィンラン ド フランス ドイツ イタ リア ノル ウ ェー ポル トガル

比 重(9/enF) 0.82～0.86 0.82～0.87 一 0.81(min) 0.81～0.89 0・82～0・86
,
0。805～0.865

一
0.815～0.865

動粘度cSt/20℃

cSt/30℃

cSt/40℃

3～8

=
=

4.0(max)
=
一

4.0(max)

=

9.5(max)

=

2～8

=
=
一

=
一

=
1.8～5.5

硫黄含有量(wt%) 0.15(max) 0.2(max) 0.2(max) 0.1(max) 0.3(max) 0.2(max) 0.2(max) 一 0.3(max)

セ タン価 48(min) 46(min) 50(min) 45(min)

セタン指数
一

48(min) 45(min) 47(min) 一 45(min)

セタン指数
}

流動点(℃) 一 一 一 一18(max) 一 一 一

曇 り点(℃)
一 一 一7(max) 一24(max) 一5(max) 一 皿 一15(max) 『

目詰 まり点(℃) 一22(max) 一15(max) 一18(max) 一30(max) 一15(max) 一15(max) 一10(max) 一24(max) 一6(max)

ワックス含有率(%) 一 一 一 『 『 一 一 一 一

蒸留性状(℃)IBP

90%

FBP

=
一

=
『

二
一

一

360(max)
一

=
一

=
一

=
}

=
一

二
一

(そ の.2)

スペ イン スウェーデン スイス 英国 アイルランド 米国(全土) 米国(加州) カナダ 日本2号 軽油

比 重(9/tm3) 0.825～0.86 0.80～0.84 0.815～0.845 0,835～0.865 0.825(min) 『
0.83～0.86

一 一

動粘度cSt/20℃

cSt/30℃

cSt/40℃

=
4.3(max)

二
1.5～4.0

2.5～6.0

=
=

1.5～5.0

=

2。0(min)

=

、1・9～4・1

=
1.9～4.1

=
1。7～4.1

一

2.5(min)
一

硫黄含有量(wt%) 0.3(max) 0.3(max) 0.2(max) 0.3(max) 一 0.5(max) 0.05(max) 0.5(max) 0.2(max)

セ タン価 50(min) 46(min) 48(min) 48(min) 50(min) 40(min) 40(min) 40(min) (CI)45(min)

流動点(℃) 一 一 一15(max) 一 一 一 一 一 一20(max)

曇 り点(℃) 一1(max) 一22(max) 一6(max) 一 0(max) 一 一 一 一

目詰 ま り点(℃) 一8(max) 一32(max) 一15(max) 一15(max) 一12(max) 『 一 一 一12(max)

ワックス含有率(%) 一 一 } 一 一 一 一 一 一

蒸 留性状(℃)IBP

90%

FBP

=
380(max)

180(max)

340(max)
一

『

360(max)

『

一

50%;310(max)
一

一

357(max)

380(max)

一

282～338
一

一

282～338
一

一

360(max)
一

一

330～350
一

一63一



3.2欧 州 に お け る軽 油 の 品 質 規 制 動 向

欧 州,特 にECに お け る軽 油 の 品質(表8

参 照)は,欧 州 軽 油 品質 規 制(EN590)で 規

定 され て お り,硫 黄 分0.2wt.%は1994年10月

よ り,0.05wt.%は1996年10月 よ り とな っ て

い る。 既 に ス ウ ェー デ ン で は,1992年1月 よ

りカ リフ ォ ル ニ ア州 と同 等 か よ り厳 しい 軽 油

品質 規 制 が ス ター トして お り,標 準 軽 油 の 硫

黄 レベ ル は,0.3wt.%以 下 とな っ て い るが,

税 制 優 遇 され て い る ク ラ ス1～2(表9参 照)

の 軽 油 は0.001～0.005wt.%と 過 度 の 水 素 処

理 が 行 わ れ て い る た め に,燃 料 の 潤 滑 性 が 極

度 に低 下 し燃 料 ポ ン プ の カ ム プ レー トと ロー

ラー 間 等 の磨 耗 が 発 生 して い る。 こ の対 策 と

し て潤 滑 性 添 加 剤 の 利 用 が 検 討 され て い る。

潤 滑 性 の指 標 を得 る手 段 と して エ ク ソ ンケ

ミカ ル は,HighFrequencyReciprocating

RigMethod(HFRR-method:図2参 照),

表6米 国 のデ ィー ゼ ル軽油 の 品質規 制値

(1993年10月1日 よ り)

地 域項 目 全米(除加州) 加 州

硫 黄 含 量(wt.%,max) 0.05 0.05

芳 香族 分(vo1.%,max) 35.0 10.0

セタン指数(min) 40 48

窒素含量(ppm,max)
一 10.0

多環 芳 香 族 分(wt.%,max)
一 1.4

API比 重 一 33～39

動粘度(cSt/40℃) 1.3～4.1 2.0～4.1

蒸留性状(℃)IBP

90%

FBP

一 170～215

282～338 290～320

一 305～350

注=加 州 にお いて小規模精製業者に大 しては,1995年 まで猶予期 間 を設

けている。

表7CARB標 準軽油規格および認証軽油の品質規格

性 状

肇鑑 Chevron ARCO

A B C A B

芳 香 族 分(wt.%,max) 19 19 15

芳 香 族 分(vo1.%,max) 10 21.7 24.7

硫 黄分(pp瓜max) 500 54 196 200 33 42

多環 芳 香 族分(wt.%,max) 1.4 2.2 4.68 3.6 4.6 4.0

窒素分(PP恥max) 10 484 466 340 20 40

セ タン価(min) 48 58 59 55 55.2 56.2
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表8欧 州(CEN1))の 軽油 規格 一覧(暫 定 値,1993年1月 よ り実施)

地 域
"レー ド項 目

温暖地域 寒 冷 地 域

A～Fグ レー ド 0 1 2 3 4

引火 点(℃,min) 55 55 55 55 55 55

灰 分(wt.%,max) 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

水 分(mg/kg,max)4) 200 200 200 200 200 200

不溶解分(g/㎡,max) 20 20 20 20 20 20

銅板腐食(50℃,3時 間) 1 1 1 1 1 1

酸化 安 定 度(g/m3,max) 25 25 25 25 25 25

硫 黄 分(wt.%,max)2) 0.2～0.3 0.2～0.3 0.2～0.3 0.2～0.3 0.2～0.3 0.2～0.3

10%残 油 の残 炭 分(wt.%,max) 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30

目詰 まり点(℃) +5～-20(5℃ 刻み) 一20 一26 一32 一38 一44

曇 り点(℃,max)
一 一10 一16 一22 一28 一34

比重(15℃,9/(㎡) 0.82～0.86 0,800～0。845 0.800～0.845 0。800～0,840 0.800～0.840 0.800～0.840

動粘 度(cSt/40℃) 2.00～4.50 1.50～4.00 1.50～4.00 1.50～4.00 1.40～4.003) 1,20～4.003)

セタン価 49 47 47 46 45 45

セタン指数 46 46 46 46 43 43

蒸 留 性 状(℃)10vo1.%留 出温 度

50vol.%〃

65vo1.%〃

85vol.%〃

95vo1.%〃

要 報告

要 報告

250(min)

350(max)

370(max)

180(max)

要 報 告

=

340(max)

180(max)

要 報 告

=

340(max)

180(max)

要 報 告

=

340(max)

180(max)

要 報 告

=

340(max)

180(max)

要 報 告

=

340(max)

注1

2

3

4

CENは,EuropeanComitteeforStandarizationの こ と。

硫黄 分 は,将 来0.05%(max)に す る。

動粘 度 が1.5cStよ り低 い場 合 には,潤 滑性 の 添加 剤 を使 用 の こ と。

1.11.1995以 前 の水 分 規 制 値 は,500。

表9ス ウェー デ ンの軽 油 品質規 格(1992年1月 以 降)

ク ラス1 ク ラス2 標 準 品

セ タ ン価(min) 50 47 46

比 重(9/m尼) 0.80～0.82 0.80～0.82 0.80～0,84

粘度(耐/s) 1.5～4.0 1.5～4.0 1.5～4.0

硫 黄 含 量(wt.%,max) 0,001 0,005 0.3

蒸 留性(℃)IBP(min)

10%(min)

95%(max)

180

-

285

180『

-

295

一

180

340

芳 香族 分(vo1.%,max) 5 20 25

多芳 香 族 分(vo1.%,max) 0.02 0.1 1.0

税 金(sek/(㎡) 810 1008 1260
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エ チ ル コー ポ レー シ ョ ン は,BallonCylinder

LubricityEvaluatorTest法(BOCLE-test:

図3参 照)を 提 唱 して い る。

次 期1996年 の規 制 に 向 け 欧 州 自動 車 工 業 会

(ACEA)は,表10に 示 す よ う に高 セ タ ン価,

低 芳 香 族 含 有 量 を提 案 した が,カ リフ ォ ル ニ

ア 州 とス ウ ェー デ ン で エ ン ジ ン トラブ ル が 発

生 して い る こ とや,燃 料 軽 油 が 高 価 に な りす

ぎ る との見 地 か ら,燃 料 性 状 と排 ガ ス 性 状 と

表10ACEAの1996年 燃料 品質 規制 値(提 案 値)

軽油の性状規制値

セタン指数(min) 58

セ タ ン価(min) 54

比重(9/酩) 0.81～0.84

粘 度(er/s) 1.5～3.5

蒸 留性 状(℃)2%vo1.

95%vol.

FBP

150～

～340

～350

硫 黄含 量(wt.%,max) 0.05

芳 香族 分(wt.%,max) 10

の関連 を調査す る欧州版AUTO/OILプ ログ

ラムが実施されている。

3.3我 が国における軽油の品質規制動向

我が国における軽油品質規制は,1992年10

月か ら硫 黄含量 が0.50wt.%以 下 か ら0.20

wt.%以 下に改正 され,1997年 を目処に0.05

wt.%以 下 となる予定である(表11参 照)。 こ

の硫黄含量0.05wt.%以 下は,表3の ディー

ゼル排出ガス規制の長期 目標 を達成するため

に必要 とされている。

1997年 以降の軽油品質規制に向けて 日本版

AUTO/OILプ ログラムが検討され,燃 料性状

と排ガス性状についての試験が,現 在石油産

業活性化センター(PEC)に 於 いて行 われ

ている。

3.4軽 油品質改善策

米国では,デ ィーゼル排気ガスによる汚染

物質削減 を目的 として,今 後予定 されている

厳 しい1998年 規制達成のための軽油品質改善

策 として,

1)硫 黄含有量の削減
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図3BallonCylinderLubriicityEvaluationTest測 定 装 置

パティキュレー トとNOx削 減用酸化 ・脱

硝触媒設置のために必要

2)芳 香族化合物の含有量の削減

パティキュレー トとNOx削 減に有効

3)セ タン価の向上

表11我 が 国の1996年 の軽油 品質(2号 軽 油 予測 値)

軽油の性状規制値

セタン指数 一

セタン価 45～

比重(9/nf) 0.81～0.84

粘 度(iiii1t2/s) 2.5～

蒸 留 性状(℃)2%vo1.

90%vo1.

FBP

一

330～350

一

硫 黄 含 量(wt.%,max) 0.05

芳 香 族 分(wt.%,max)
『

パティキュレー トとNOx削 減に有効

4)蒸 留温度(溜 出点)の 制御

終点温度の低下→パティキュレー トの減

少

5)比 重制御

低比重化→パティキュレー トの減少

6)含 酸素燃料の使用

パティキュレー トの減少

7)添 加剤の使用

深度脱硫に よる潤滑性の低下 を補 う添加

剤や清浄剤等の使用

等が検討されている。

4.お わ りに

一向に改善の兆 しの見えない大気環境を改

善す るために,将 来,厳 しい軽油品質規制が

実施 されることは避け られない と言える。 し

か し,国 の経済発展の疎外 となるような性急
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な規制強化はされ るべ きではな く,健 全な経

済発展を遂げつつ環境保全 を図って行 くこと

が基本であろう。

今後,軽 油等の燃料油品質規制や排 出ガス

規制等の諸環境規制について検討 を行 う際に

は,先 ず規制値有 りきではな く,技 術検討 と

共に経済的 ・政策的検討 も併せて行い,暫 定

的 ・段階的に規制値 を決め ることが国民経済

的に も最適 と考える。

最後に,欧 米の軽油の品質規制ならびにデ

ィーゼル排 ガス規制に関す る資料収集にご協

力いただいた石油連盟,石 油各社,エ チルジ

ャパン,エ チルコーポレーション,リ カル ド

ジャパン,リ カル ド,エ クソンケ ミカル,日

本ケ ミカル,テ キサコ,IFP等 の関係各位

に厚 くお礼 申しあげます。
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【調査研究報告】

欧米における原子力発電所廃止措置の動向

中 山 雄 幸 僅酷 鑛 一総紅 学研究所)

◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

こ こ で は,米 国 に お け る早 期 閉 鎖 の背 景 と

1.は じ め に

エネルギー資源の乏 しい我が国にとって,

原子力発電の果たす役割は重要である。現在

49基 の原子力発電所が運転中であるが,い ず

れその使命 を終えて廃止措置が とられること

になる。 これが円滑に行えるかどうかが,今

後の原子力発電に とって重要な課題の一つ と

いえよう。

米国では,原 子力発電所の運転許可期間は

40年 以内と定め られてお り,新 たに運転許可

の更新が認められなければ閉鎖手続をとるこ

ととなる。現在21基 が閉鎖 されてお り,そ

の理由は様々であるが,最 近,米 国の原子力

発電所で運転許可の期限以前に最終運転停止

を行い,廃 止措置 を行 うものが出て きた。

この原子力発電所の早期 閉鎖 は,一 般 の

人々に原子力発電所に早 く寿命が来たのか と

いう疑問を懐かせ る。また,設 備投入資金が

回収されないうちに閉鎖されれば,事 業者に,

また,ひ いては電力消費者にも経済的インパ

ク トを与える。 また,建 設等に投入されたエ

ネルギーが充分 回収できるのか とい う懸念 も

懐かせ る。更には,予 定時期よ り早 く解体廃

棄物が発生す るため,廃 棄物処分場の計画に

もインパ ク トを与えることになる。

その問題点,お よび解体廃棄物の処理対策な

ど原子力発電所 の廃止措置 をめ ぐる主要 問

題,欧 州等の状況及び我が国の現状につ いて

整理する。

2.米 国原子力発電所の廃止措置の現状

2.1米 国の廃止措置規制

米国原 子力規制 委員会(NRC,Nuclear

RegulatoryCommission)の 定義によれば,

廃止措置は 「原子炉 を使用状態か ら安全 に撤

去 し,跡 地及び施設 を制限無 く使用できるよ

う解放 し,施 設等の残留放射能 を原子炉設置

者 としての許可条件が解消する程度 まで減少

させ ること」 とされている。

また,廃 止措置の方法は,次 の三っの方法

がある。即時解体方式(DECON),安 全貯蔵方

式(SAFSTOR),遮 蔽隔離方式(ENTOMB)

と呼ばれるものである(表1参 照)。DECON

は,放 射能が減衰 しない前に解体す る方式で

ある。SAFSTORは,放 射能の減衰 を待 って

(最高百年間)解 体する方式だが,こ の期間

中は安全貯蔵の監視が必要であ り,管 理費用

がかかる。ENTOMBは,放 射能の高い部分

をコンク リー ト等で覆い,制 限解除になるレ

ベルまで放射能の減衰 を待つ方法である。
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いずれの方法がよいかは,個 々のプラン ト

によって違い,プ ラン ト閉鎖時の放射能レベ

ル,廃 止措置終了後の跡地利用,作 業人件費,

廃棄物の処分 コス トおよび規制解除になる放

射能 レベルなどによる。

2.2早 期閉鎖の背景

(1)経 済的背景

米国の電力産業 は,こ の20年 来,燃 料価格

の変動,電 力需要伸 びの減少,イ ンフレ率 と

金利の高騰に伴 う発電所建設費用の上昇等を

背景に,事 業間競争の激化があり,エ ネルギ

ー利用効率の改善 を迫 られてい る。このため,

州 の公益事業委員会 は,こ の数年間に,電 力

会 社 に総合 資源計 画(IRP,Integrated

ResourcePlanning)を 義務づけ,最 小 費用計

画(LCP,LeastCostPlanning)に より電源

の経済評価 を行っている。この結果,経 営判

断か ら早期閉鎖に至 ってい るプラン トがあ

る。(表1)。

米国では,九 つの電力供給地域に分割 され,

地域ごとにそれぞれ経済的条件 も異なるが,

原子力発電所の競争相手は,安 価な電源の天

然ガス火力発電所 と配電会社 による需要負荷

管理(DSM,DemandSideManagement)

とみ られている。 しか し,天 然ガス価格が将

来的に安価のままで推移するかには疑問視す

る見解 も出されている。

また,経 済評価には不確定要素が多 く,さ

らに感情的な反原子力の世論等が介在 し,合

理的判定がされ難い との反論 もある。

(2)稼 働 率

早期閉鎖 された発電所の設備稼働率は,米

国全発電所の平均稼働率に比べて低 く,こ れ

が経済評価に影響 を及ぼ している。例えば,

サンオノフレー号機の生涯平均 は約53%,ト

ロージャン発電所は約54%,ラ ンチョセコ発

電所 で約39%,フ ォー トセ トブレインでは約

15%と なっている(表1)。

(3)追 加 投 資

表一1米 国早期閉鎖プラントー覧表

プ ラン ト名 炉型 電気出力

(MWe)

運 転
許可年

運転許可
有効期限

閉鎖年 閉鎖理由
廃止措 置

方式*

廃止措置
費用
(百万$)

備 考

ヤ ン キ ー ・ロ ー PWR 175 1961 2000 1992 経済性 SAFSTOR 178 1992年 計画書提 出

サ ン オ ノ フ レ
ー1 PWR 425 1967 2004 1992 経済性

SAFSTOR

/DECON
211

1992年 計画書提 出

平均稼働率53%

ラ ン チ ョ セ コ PWR 915 1974 2008 1989 経済性 SAFSTOR 281
審査中
平均稼働率39%

トロー ジ ャ ン PWR 1130 1975 2011 1993 経済1生 SAFSTOR 488
1995年計画書提出予定

平均稼働率54%

フォー トセ ン ト

ブレイン
HTGT 330 1973 2008 1989 経済性 DECON 157

1992年 開始
1995年4月 完 了予定

平均稼働率15%

シ ョ ー ハ ム BWR 809 1988 1988 政治取引 DECON 186 1992年 開始

*米 国の廃止措置方式

DECON(即 時解体方式)

SAFSTOR(安 全貯蔵 方式)

ENTOMB(遮 蔽隔離方式)

:運転停止後速やかに撤去または除染
:安全貯蔵後(最 大百年)除 染または解体
:高放射性物質を遮蔽隔離後監視継続
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サンオノフレー号機や トロージャン発電所の

場合,蒸 気発生器 の交換が問題 となり,こ の

所要費用 と運転再開後の回収可能費用 とを比

較 した結果,経 済計算より早期閉鎖 となった。

(4)NRCの 規制

NRCは,設 立以来,安 全確保のため規制の

改定および強化 を進めてきた。 しか し,こ の

中には,規 制内容が度々変更されて煩雑であ

るとか,安 全性への寄与が少い割 りに費用が

かかるなどとの非難iもある。

ヤンキー ロー発電所では,NRCの 認可更

新規則(10CFR54*)に 基づ く手続 きの リー

ドプラン トとしてNRCの 審査 を受けていた

が,運 転再開時期及びそれまでの所要費用が

不明確 であ り,た とえ運転再開ができても,

圧力容器の検査や試験の所要費用 を運転許可

残余期限の8年 間で回収す るのは,経 済的に

困難 と判断 し,こ の地域の景気後退による需

要低下 と相 まって早期閉鎖 となった。

(5)米 国電力会社の経営努力等

上記のごとく米国の早期廃止措置の状況を

見ると,技 術上の問題 というよりむしろ経営

上の問題 と言えるものが多い。閉鎖回避の例

は,ポ イン トビー チ原子 力発電所(50.9万

kW,HW社 製の加圧水型炉 《PWP,Pres-

surizedWaterReactor))2基)で あって,閉

鎖するよりも蒸気発生器 と使用済み燃料貯蔵

キャスクを購入 したほうが約3億 ドルの節約

になるとしている。この発電所は,米 国のな

かで最 も運転経費のかか らない原子力発電所

の一つであ り,年 間設備利用率は83%を 下回

ったことはない。 また,労 働者比率(単 位発

生電力当たりの労働者数)の 低い発電所の一

つで もある。

幾つかの電力会社では,最 近,経 済性の観

点か ら,予 防保全 とそれによる人件費削減 を

進めている。これは,日 本の電力会社では以

前から実施 して きたもので,経 年劣化による

故障を低減するため,故 障が起 きてか ら補修

す る方法から故障が起 こる前に定期的に補修

す る予防保全方式に変更する傾向にある。こ

の方が費用が安 くまた稼働率 も改善 される。

また,ス リーマイル島事故以降に増加 した

保修人件費の節減に寄与している。 フィラデ

ルフィア電力社では,4基 を持つ原子力発電

所で従業員3,400名 の うち1995年 までに635名

を減員 し,年 間4000万 ドル近 くの経費節減を

する計画になっている。 また,ナ イアガラ ・

モホーク社では,1990年 には24%で あったナ

インマイルポイン ト1号 機の設備利用率 を,

1993年 度には91%を 越えるところまで大幅に

改善 した。 ここでは,運 転性能の改善 が発電

所存続の条件になっている。また,同2号 機

と合わせ た2基 の原子力発電所では,2,000名

の従業員の20%減 貝を検討 している。

NRCも,現 在議論のある認可更新 申請規

則は規制内容が曖昧であったことを認め,改

正を予定 している。

このように,最 近では改善の兆 しがあ り,

また,経 営面の努力等により運転性能の向上

が期待 されている。

2.3早 期閉鎖の問題点

(1)廃 止措置資金

① 廃止措置費用 ＼

廃止措置費用は,出 力や炉型等によ り異

*CFR=CodeofFederalRegulations,連 邦 規制 規 則 。 エ ネ ル ギ ー 原子 力 関 係 で は第10編 を10CFRと 表 記

す る。 そ の54番 目が 認 可 更 新 規 則
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なるが,大 型PWPで 最小限1億5百 万 ド

ル,大 型沸騰水型(BWR,BoilingWater

Reactor)で1億3千5百 万 ドル程度が必

要になっている。た ・s一し,こ の中には,使

用済み燃料や非放射性構造物等の撤去費や

処分費は含 まれていない。

NRCは,最 近,PWR廃 止措置費用調査

報告書の改訂版 ドラフ ト(NUREG*/CR

5884)を 表 した。 これは,ト ロージャン原

子力発電所(117万5千kW,4ル ープ,W

H社 型炉)に ついて,予 想費用,工 程,廃

棄物体積,作 業者被曝線量の評価 を行 った

ものだが,こ れは1977年 に行 った研究の再

評価 である。

この再評価で考慮された主要450

な事項は,次 の3項 目である。

・使用済み燃料に対す る廃棄施

設計画の遅れ。つ まり,原 子

炉の最終 停止 までに多量の使

用済燃料の蓄積が発生するこ

と。

・使用済燃料は乾式保管される

前に,少 な くとも5年 間冷却

池で冷却す る必要がある。従

って,少 な くとも5年 間は廃

止措置作業に着手できないこ

と。

・低 レベル放射性廃棄物(LLW ,

LowLevelWaste)廃 棄施設

の立地困難により,廃 棄費用

が大幅に上昇 したこと。

同報告書では,廃 止措置方法

による費用比較 を,1993年 の金

額 に換算 して行 ってい る(表
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表一2廃 止措置方式 と費用

手 法

予 想 費 用(
100万$@1993) 停止後年数

(年)換算前金額 1993年 金額*

DECON

SAFSTOR

ENTOMB

124.6

229.4

164.5

101.6

101.9

106.1

8.6

60

60

*:将 来消費される費用を実質減額率3%/年 で

1993年の直に換算する。

2)。 これによると,ど の方法でも金額に大

差はなく,最 終停止の二年半前に1億1千

万 ドルの準備 を提言 している。

LLWは,ト ロージャン原子力発電所の

あるオレゴン州か らワシン トン州にある国

立ハンフォー ド貯蔵施設へ輸送されるもの

0.9

(全額一税金及び保険費)<ト7'0
.8

う
(廃棄費用)ノ'
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如
扁
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瓢
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0.1
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廃棄費用($/ft3)

図 一1LLW廃 棄 費 用 とDECONの 各 費 用 の 関 係

*NUREG:原 子力規制委 員会が発行 する文書に付 される記号
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としているため,廃 棄物処分費は少ないが,

サウス ・カロライナ州バー ンウェル処分へ

廃棄 した場合には,費 用は約65%増 加す

る。廃止措置費用に対する廃棄物処分費用

の割合 を図1に 示す。ここでは廃棄費用が

上昇すれば,廃 棄物量が減少することを考

慮している。

この解析は,前 回の解析 と同様に,跡 地

の無制限解放に必要な費用のみの算出をし

ているため,使 用済燃料の処分費用および

非放射性の構造物等の撤去 ・処分費用は含

まれていない。これらは,そ れぞれ1億 ド

ル以上必要 とな り,こ れらを含めた全廃止

措置費用は約3倍 以上 となる。

このように,廃 止措置費用は,プ ラン ト

停止後の費用 として必ず必要になるものだ

が,プ ラン トの総資本費や運転費用に比べ

ればかなり小 さい。

経済協力開発機構(OECD)の 報告 でも,

廃止措置費用は原子力発電所で発生す る費

用の数%で あり,資 金調達 さえ適切になさ

れれば特に問題ではない。

② 資 金 調 達

早期閉鎖 したプラン トの場合の問題は,

資金調達期間が予定期 間より短縮するため

資金不足が発生す ることである。競争力に

余裕 のある電力会社 では,一 般に電気料金

の値上げ等によってその不足分 を補 うこと

ができる。 しか し,こ の場合 でも,こ の資

金はプラン ト閉鎖後の調達 となるため,こ

の閉鎖プラン トか ら電力供給を受けていな

い,そ の後の電気料金支払者がその大半 を

負担することになり,世 代間の不公平問題

が発生す る。

早期閉鎖が最近決定 された6基 の原子力

発電所における未回収資本や廃止措置費用

の不足分 は,一 基につ き数億か ら数10億 ド

ル となる。このような場合 に対す る未回収

資本の財務上の取扱いや廃止措置費用の不

足分回収 に関する規定は,ほ とんどない。

当初の計画 より稼働実績やコス トが大幅

に悪化 した発電所が早期閉鎖 される場合,

州の公共事業委員会は,電 力会社による適

切 な施策の実施有無を検討 した上,電 気料

金値上げによる未回収資本 回収の認可 を決

定する。

26年 間運転 し1993年 に閉鎖 したサンオノ

フレ1号 機 の場合,4億6千 万 ドルの未回

収資本全額を4年 間で回収することが認可

されたが,フ ォー ト・セン ト・ブレイン原

子力発電所の場合,15パ ーセン トという極

端に低い稼働率のため,州 委員会は運転期

間中には電力料金か らの資本回収 を認めな

かった。 ただレ 閉鎖決定後,電 力料金か

らの廃止措置費用の回収 は認めちれた。

現在の ところ,各 州 ともコス ト回収に好

意的であるが,電 気料金が上昇することに

なるので電力会社の競争力が脅かされ,事

業 リスクが高 まり,公 社債格付の低下 をも

たらす ことになる。

(2)エ ネルギー収支

原子力発電所のエネルギー収支について

は,幾 つかの報告がある。これには多くの前

提条件,分 析手法があり,ま た分析手法 自体

の議論 もあって,必 ず しも経済性の比較 を適

切には出来 ないかもしれない。 また,早 期閉

鎖の場合についての分析はなされていない。

しかし,今 までの報告か ら検討す ると,1976

年 当時の エ ネル ギー研 究 開発庁(ERDA,

EnergyReserchandDevelopement
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Agency),現 在 の エ ネ ル ギ ー 省(DOE,

DepartmentofEnergy)の 解析によれば,100

万kWのPWRの 場合,商 業運転前5カ 月間

の設備利用率が40パ ーセン ト,最 初の2年 間

の設備利用率が60パ ーセン トとして,エ ネル

ギーバ ランスは,商 業運転開始後約1年 でプ

ラスに転換するとされている。また,30年 間

の運転 で平均設備利用率61パ ーセン トの場

合,エ ネルギー比は12,つ まり,投 入エネル

ギーの12倍 の電力 を得 ているとされている。

従って,エ ネルギーは数年 で回収でき,極

端 な場合 を除き,早 期閉鎖でも大 きな問題 と

はならないと思われる。

なお,ERDA等 による米国での解析によれ

ば,米 国ではウラン濃縮がガス拡散法であ り,

現在 日本で行われいる遠心分離法を導入すれ

ば,投 入エネルギーがより減少し,エ ネルギ

ー比は上昇す るとしている。

(3)放 射性廃棄物

放射性廃棄物のほとんどはLLWで あ り,

この処分費用が廃止措置費用全体 に及ぼす影

響は大 きい。(図1)

①LLW処 分場

米 国のLLW処 分 場 は,1960年 代 か ら

1970年 代にかけて,6つ の処分場が操業 を

開始 したが,現 在 はその うち4カ 所が閉鎖

され,ワ シン トン州 リッチ ラン ドとサ ウ

ス ・カロライナ州バー ンウェルの2カ 所が

操業 している。 リッチラン ド処分場には北

西部 コンパ クト加盟州が所属 しているが,

1993年 以降,同 コンパ クト及びロッキーマ

ウンテンコンパ ク ト加盟州以外からの廃棄

物は受け入れていない。

バーンウェル処分場には南東部 コンパ ク

トが所属 している。 当初は1992年 に閉鎖す
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る予定であったが見合せにな り,そ の後,

全ての州のLLWを 受け入れている。ただ

し,南 東部 コンパ ク ト以外の州か らは,1

立方フィー トにつ き300ド ル近 い追加料金

を徴収 していた。しかし,1994年7月 以降,

同コンパ ク ト以外から廃棄物は受け入れを

行 っていない。なお,同 コンパク トの廃i棄

物 も1996年1月 までは受け入れるが,そ の

後は閉鎖の予定になっている。事実,こ の

ため,同 コンパク ト以外のヤンキーロー発

電所では,受 入れが停止される以前の1994

年6月 までに解体 した放射性廃棄物の主要

部分 をバーンウェル処分場へ搬 入 してい

る。

バーンウェル処分場が1971年 に操業 を開

始 して以来,法 律的,技 術的,ま た政治的

理由により,20年 間以上新たな処分場の操

業開始はない。 しかし,多 くの州 で処分場

の確保の努力がなされている。 この中で,

カルフォルニア州では,州 保健局の許可が

下 り,敷 地 となる連邦所有地の譲渡を交渉

中である。 また,ノ ースカロライナ州では

サイ トが選定 されている。

このように,処 分場の設置についてはあ

る程度の見通 しが出来つつあると思われる

が,廃 止措置が早まるところもあ り解決が

急がれている。

② 規制対象外(BRC,BelowRegulatory

Concern)

BRCと は,規 制対象外 とす る放射性廃棄

物のレベル を定めるものであり,解 体廃棄

物の量及び作業量に直接影響するため重要

である。

NRCは,1986年 及び1990年 にBRC政 策

を発表し,こ の値 について,個 人被曝線量



で10～100μSv*/年(1～10mrem/年)

等を示 した。これは,最 大線量が環境保護

庁(EPA,Environmenta1Protection

Agency)の 飲料水の基準(40μSv/年)と

異なること,ま た,厳 しい反対活動によ り

モラ トリアム状態にあった ことのため,

1992年 に一般的な基準として制定するのを

諦め,廃 止措置時の残留放射能の個別基準

として住 民参加に よる規制作 りに変更 し

た。1993年1月 より5月 まで7つ の各州 を

回って意見 を聞き,こ れに基づ き1995年5

月までに基準を制定す る予定にしている。

昨年,公 衆参加等を取 り入れた連邦規則案

をすでに公表 している。この中では,新 た

な許可を必要 とせず,運 転 を停止し廃止措

置が可能な方法を示 している。 また,廃 止

措置に関す る残留放射能の基準 も公表 して

いる。無制限利用への跡地解放に加 え,制

限条件 を課 した状態での跡地解放のオプシ

ョンを認めている。これは,残 留放射能に

よる実効線量当量を0.15mSv/年 とし,こ

れが技術的理由等で実施不可能な場合,「制

度化 された管理」を実施 した上で許可の終

了を認めることにしている。

3.欧 州等の状況

国際原子力機関(IAEA)で 「放射性廃棄物

管理 安 全基 準」(RADWASS,Radioactive

WasteSafetyStandard)を 作成 している他,

経 済 協 力 開 発機 構 原子 力 機 関(OECD/

NEA)で は,我 が国を始め世界各国が参加 し,

原子力施設の廃止措置か ら得 られ る技術情

報,知 見,経 験の相互交換 を行 って,各 国の

技術開発,廃 止措置計画の円滑な実施に役立

てている。欧州各国で も,廃 止措置は重要な

課題 として積極的に取 り組んでお り,多 くの

成果が上がっている。

3.11AEA

IAEAに おいても,「原子力施設の除染及び

廃止措置に関する協力研究計画」を行ってい

る。さらに,RADWASSと いう一連の文書を

発行 してお り,そ の中で 「放射性廃棄物管理

原則」,「原子力施設廃止措置に関する安全基

準」等を検討 している。

3.20ECD

OECD/NEAで は,1985年 に「原子力施設

の廃止措置プロジェク トに関する科学技術情

報交換協力計画」 を発足 させ,10力 国,29プ

ロジェクトが参加 し,積 極的に情報を交換 し

ている。 また,1991年 に 「原子炉施設の廃止

措置」 という文書 を出 し,各 国の廃止措置費

用の試算の差異の分析 を行 っている。 この中

では,廃 止措置に技術的な不確実性はな く,

廃止措置費用見積 りの基礎 となる専門的知見

は相 当蓄積 されている。 また,原 子力発電所

の建設か ら運転 を含む全体費用に対 して数%

を越えることはな く,ほ とんど追加的費用 を

もたらさないことが明 らかになっていると述

べている。費用見積 りは,廃 止措置の形態,

為替レー ト等によって変わるが,廃 棄物量で

換算するとその差は縮まるとしている。

3.3欧 州連合(EU),欧 州共同体(EC)

EU(EC)は,1979年 以来3期 に分けて

原子力施設の廃止措置に関する研究開発プロ

*Sv:線 量 当量の単位,従 来使用 されていたremに 相 当す る被曝 量を表 わす単位。
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表 一一3ECの パ イ ロ ッ トプ ロ ジ ェ ク ト

WAGR KRB-A AT1

施 設
(ウ イ ン ズ ケ ル ー改良型ガス冷却炉) (グン ドレ ミンゲン原子力発電所A号 機)

BR3

(FBR燃 料再処理施設)

場 所 イ ギ リス ドイツ ベ ル ギー フラ ンス

セ ラフ イー ル ド グ ン ドレ ミンゲ ン モル ラ ・ア ー グ

プ ラ ン ト形 式 AGR BWR PWR Purex

設 備 容 量 33MWe 250MWe 11MWe 2kg/d

稼 働 期 間 1962-81 1966-77 1962-87 1969-79

解 体 期 間 1981-9? 1982-99 1989-97 1981-94

ジェク トを実施 してきた。ここでは4か 所の

原子力施設が解体 のパイロットプロジェク ト

として選定 され,様 々な研究開発が実施され

報告 されてきた。これらのプ ロジェクトも最

終段階 となり,今 年度で一段落し,新 たなプ

ロジェク トで引き続 き検討す る予定になって

いる。(表 一3)

また,廃 棄物管理基準 も検討 してお り,「基

本安全基準に関する指令」を作成 し,共 通の

ルール作 りをしているが,実 際には各国の政

策や戦略に差異が見 られる。

3.4ド イツ

・ドイツでは
,旧 東 ドイツのソ連製原子力発

電所を含め,15基 の原子炉施設が廃止措置段

階にある。 ドイツの廃止措置の特徴は,原 子

力法で解 体物の再利用を優先 させ,こ れが不

適切な場合 に初 めて廃棄物 とす るこ とであ

る。実際,ジ ンペルカンプ社では,廃 止措置

中の原子炉施設か ら出た放射能Bq*/g以 下

の炭素鋼 を他の炭素鋼 と混合溶融 し,1Bq/g

以下であるこ とを確認 した上,放 射性廃棄物

の輸送,貯 蔵容器の製品 として再利用 してい

る。0.1Bq/g以 下であれば,一 般にも再利用

できるが,経 済的な理由で製品化 されていな

い。廃棄物処分場は,旧 東 ドイツのモルスレ

ーベン処分場が昨年再開され,グ ライフスバ

ル トの運転廃棄物が搬入されている。

廃棄物処理費用は,1988年 のPWRの 即時

解体の評価例では,全 費用で約3億9千 万マ

ル クであった。

1994年8月 にニー ダアイ ヒバ ッハ 原子力

発 電所(106MWe,重 水 減速 ガ ス冷 却 炉

((HWGCR,HeavyWaterModeratedGas-

cooledReactor》)は,解 体が完了 し,8カ 月

の放置期間 と約50万 点のサンプルによる跡地

の放射能測定 も完了し,原 子力発電所 として

の放射能規制か ら解除された。

3.5フ ラ ン ス

フランスでは,ガ ス冷却炉等10基 の発電所

が廃止措置段階にある。IAEAに 定め られ た

レベル2に 近 い部分的な解体 を採用 してお

り,こ の封 じ込め期 間は50年 である。フラン

スでも,廃 棄物管理 費が解体費用の半分 を占

めると言われてお り,解 体物の再利用を推進

している。フランス原子力庁(CEA,Commis-

sariataI'EnergieAtomique)で は金属溶

*Bq:放 射能の単位従来 の(Ciに 相 当す る単位)
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融炉(ア ーク炉)を 稼働させてお り,イ ンゴ

ッ トや廃棄物貯蔵容器を製作 している。 フラ

ンス電力庁(EDF,Electricit6deFrance)

でも,低 レベル放射性鉄 くずの処理工場 を建

設予定であ り,製 品は原子力施設で再利用 さ

れる。放射性黒鉛焼却施設が計画されている

が,こ れは費用および放射性炭素(C-14)

の評価のため実施が遅れている。解体費用準

備金は,CEAで は,予 想解体費,想 定耐用年

数に基づ き設定 される。

一方,1994年4月 に原子力施設安全局のA.

C.ラ コス ト局長が放射性廃棄物の下限値の

設定 を否定す る,つ まり原子力発電所で発生

した廃棄物は放射性の有無に係わらず一般産

業廃棄物 として取 り扱わない とい う発言 を

し,現 在原子力事業者等と議論中である。

3.6イ ギ リ ス

イギ リスでは,ガ ス冷却炉や重水炉等10基

の原子炉が廃止措置段階にある。5年 程度の

燃料搬出(ス テージ1),35～40年 の安全貯蔵

と監視期間(ス テージ2),135年 後の解体 と

跡地解放(ス テー ジ3)を 計画 している。

イギリスでは原子力発電の民営化問題 とも

関連 し,廃 止措置費用の低減が図られている

が,民 間研究機関などか らはこの長期安全貯

蔵について批判が出ている。

3.7ス ウェーデン

スウェーデンでは,廃 止措置は具体化 して

いないが,放 射性廃棄物の処分場については,

全ての範囲についてその基本的考 え方が定ま

っている。中レベルの処分場については,1988

年,フ ォシュマル ク原子力発電所の近 くの海

底下の岩石処分場が許可を受けている。廃炉

廃棄物用にも地下岩石処分場がこの近 くに計

画 されている。

4.我 が国の状況

4.1我 が国の運転状況

米国では,我 が国に比べ電力会社の規模が

小さ く,ま た,公 益事業委員会等から短期的

な最少費用計画 を求め られる傾 向にあると言

われている。これに比べ,我 が国では長期的

かつ安定的な電力供給を目指 しているなど,

経営環境 を取 り巻 く状況が異なる。 また,我

が国の原子力発電所の平均稼働率は70%以 上

を維持 してお り,故 障率 も低 く他の電源 と比

べて も優位 な状況にある。 さらに,予 防保全

や定期検査 の合理化等により運転保守費用の

節減努力を続けてきてお り,米 国の電力会社

から運転管理の調査に来ている例 もある。

このように,我 が国では,米 国での早期閉

鎖の背景 となっているような状況にはない。

さらに,我 が国等におけるプラン ト寿命評価

の試験研究結果によれば,技 術的には60年程

度は問題 なく使用できるとの見通 しが立 ちつ

つあると言われている。

4.2我 が国の廃止措置

我が国では,廃 止措置の基本的方針は出さ

れてお り,こ れに従 って様々な活動が行われ

ている。以下に,廃 止措置費用及び数 射性廃

棄物の処分について述べる。

(1)廃 止措置費用

国の試算では,110万kW級 の原子力発電

施設で安全貯蔵期間が5年 の場合,廃 止措置

費用は約300億 円 となり,これは諸外国の試算

例 と比較 して大差はない。た"し,こ れには
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放射性廃棄物の処分費用は含 まれていない。

この費用については,1989年 より原子炉解

体費用引当金制度が開始されて資金の準備が

行われてお り,kWh当 た り数10銭 程度 であ

る。 これには,放 射性廃棄物の処分費は含ま

れていないが,後 述の廃棄物処分の基準等が

明確になれば,こ れも含んだより精度のよい,

全体の廃止措置費用の算定が可能になると思

われる。

② 放射性廃棄物の処分

110万kW級 原子力発電施設で廃止措 置に

伴って発生す る廃棄物量は,国 の試算によれ

ば50万 から55万 トンであるが,こ の廃棄物は,

低 レベル放射性廃棄物,極 低レベル放射性廃

棄物および放射性廃棄物 として扱 う必要のな

いものに分け られ,そ の大部分は放射性廃棄

物 として扱 う必要のないものである。例 えば,

放射能 レベル3.7×106Bq/T(0.1mCi/t)未

満の物が約98%を しめる。

低 レベル放射性廃棄物は,貯 蔵か ら時間経

過 を経て簡易 な管理,さ らに管理不要の状態

に至 る。極低 レベル放射性廃棄物は,簡 易な

管理から時間経過 を経て管理不要な状態に至

るもの とす る。

低 レベル放射性固体廃棄物 を陸地処分す る

場合の安全基準値については,原 子力安全委

員会の下で検討されてきた。浅地中処分 出来

る低 レベル放射i生固体廃棄物のうち運転 中に

発生す る濃縮廃液等 を容器に固形化 した均質

固化体については既に決 っていたが,こ ・で

は,① いわゆる雑固体等に関す る放射能濃度

の上限値,② 原子炉施設の解体等に伴って発

生するコンク り一 ト廃棄物の うち容器に固形

化せず,ま た,埋 設に際 して もコンクリー ト

ピッ ト等の人工構築 物 を設置せず処分(簡 易

処分)し てもよい放射能濃度の上限値,に つ

いて設定された。また,③ 放射性廃棄物 と「放

射性廃棄物でない廃棄物」の区分について基

本的考 え方が示 された。

実際,加 圧水型原子力発電所の蒸気発生器

の交換の際に発生 したコンクリー ト廃棄物

は,こ の考え方に基づ き,一 般産業廃棄物 と

して,発 電所構内の屋外に処分 された。

また,低 レベル放射性 固体廃棄物の陸地処

分に係 る被曝管理 を必要 としない線量 とし

て,IAEA等 で検討 されている規制除外値の

考え方が示されてお り,今 後 とも放射性廃棄

物 として扱 う必要のない物の再利用 も含んで

検討等が続け られるもの と思われる。

このように,廃 止措置に伴い発生す る放射

性廃棄物の基準値が整備されつつある。

廃棄物処分場については,日 本原燃(株)の

施設が1992年12月 に事業 を開始 し,均 質固化

体の受入れを始めた。今後,上 記の基準等が

明確 になるに従って,解 体廃棄物処分場 も整

備 されてい くものと思われる。

5.ま と め

このように,米 国の早期閉鎖の背景には米

国電力会社固有の経営環境問題があると思わ

れ,運 転継続は個別に判断され るべ きものと

思われる。

廃止措置では,欧 米でも多くの成果が上が

っている。我が国では,廃 止措置についても

合理的に実施できるとの見通 しの下に,様 々

な活動が行われているが,諸 外国の現状や問

題点 を参考にしつつ,さ らに広範な検討の実

施が望 まれ る。
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〔内外情勢紹介〕

電 気 自動 車 を巡 る動 向
一 国際電気 自動車シンポジウムに参加 して一

蓮 池 宏((財)エ ネルギー総合工学研究所主任研究員 兼 部長補佐)

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

物)が ゼ ロの車,ZEVと いうわけである。
1.は じめに

ZEVの 導入時期は1998年 とされてお り,自

昨年(1994年)12月5日 ～7日,米 国カ リ

フォルニア州アナハイム市(ロ サンゼルス郊

外)に おいて第12回 国際電気 自動車シンポジ

ウムが開催 された。主催者によるとシンポジ

ウムの参加登録者は約1,300人(う ち 日本か

らの参加者約140人)と,過 去11回 と比べて

も最大の会議 となった。

本稿では,こ のシンポジウムを中心 として,

電気 自動車 とその周辺状況に対す る筆者の印

象を述べてみたい。

2.背 景

このシンポジウム というより,今,電 気 自

動車については,米 国カ リフォルニア州のZ

EV(ZeroEmissionVehicle)計 画に触れず

に語 ることはできない。すでに十分に承知 し

ておられる方 も多いとは思 うが,今 から5年

近 く前の1990年 夏,カ リフォルニア州 では低

公害車 の導入 を義務づけ る法律 が制定 され

た。 この法律は,自 動車排ガスによる大気汚

染 を抜本的に改善す るために,有 害な排出物

(NOx,CO,NMOG(非 メタン有機ガス),

PM(粒 子状物質))の 少ない自動車 を段階的

に,か つ大量に導入す ることを定めたもので

ある。究極の低公害車がエ ミッション(排 出

動車メー カーは,そ の年から同州内で販売す

る軽量車(乗 用車 十小型貨物車)の2%はZ

EVと することがi義務付けられる。ZEVの

台数が足 りない場合 は,不 足数に応 じて罰金

が課せ られる。ZEVの 比率は,2001年 か ら

は5%に,2003年 か らは10%に 引 き上げ られ

ることになっている。法律ではZEVを 電気

自動車 と特定はしていないが,現 在の技術や

社会環境か ら考えて,電 気 自動車が最 も実現

の可能性が高い選択肢である。

ZEVの 販売義務付けが1998年 か ら適用 さ

れるのは,1990年 の同州内での軽量車の販売

実績が35,000台 以上の自動車メーカーである

(35,000台 以下のメーカーは2003年 か ら)。こ

れに該当するのは,米 国のいわゆるビッグス

リー(GM,フ ォー ド,ク ライスラー)と 日

本の トヨタ,日 産,ホ ンダ,マ ツダの合計7

社であり,ド イツ,フ ランス,イ タ リア,ス

ウェーデンな どの欧州 メーカー は該当 しな

い。つま り,こ の法律は,一 面では日米の自

動車競争の縮図 ようような意味 も持 っている

のである。

この法律には,技 術の進展状況を見 た上で

2年 ごとに点検 を行 い必要があれば修正す る

という条項が含 まれてお り,1992年,そ して
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1994年 が見直 しの年であった。1994年 の見直

し作業は春先に行われ,計 画は従来 どお り何

の変更 もなされないことが決定された。

今回のシンポジウムは,こ のような背景の

もと,現 在の電気 自動車問題の震源地 とも言

えるロサンゼルスで開かれたのである。

3.シ ンポジウムの印象

こうした背景を意識するせいか,全 体的に

緊張感が高 まって きている,と いうのが第一

の印象であった。カ リフォルニア州のZEV

販売義務づ けの実施が約3年 後に迫 り,従 来

の自動車メー カーが対応に苦慮 しているのは

事実であるが,1,300名 という参加者は,一 方

で多 くの新興企業が新たなビジネスチャンス

を狙ってこの分野に参入 しようとしているこ

との現れ と言 えるだろう。カ リフォルニア州

には軍事関連のハイテク企業が多 く,軍 事費

削減の影響 で他分野への転換 を迫られている

これ らの企業が電気 自動車の開発 に参入 して

いる,と い うことは日本で も時々報道されて

いたが,そ れ を裏付ける参加者数 であった。

シンポジウムの構成は,行 政サイ ド,自 動

車 メーカー,電 力会社などの対応方針に焦点

が当て られ(パ ネル形式での発表 と討議,写

真1参 照),研 究論文発表のウェイ トが小 さく

写真1パ ネ ルセ ッシ ョンの様 子

なった。発表の数は,220件(日 本からの発表

は30件)と 過去最 多であったが,演 壇 での発

表は全体の4割 で残 りはポスター形式での発

表であった。過去のシンポジウムは,応 募 さ

れた論文 を分野別にまとめて口頭発表 を行 う

という形式で,シ ンポジウムを通 じてのテー

マというものは明確ではなかった。今回は上

記の ようなパネルセ ッションが毎 日設け ら

れ,各 セ ッションごとにテーマが掲げられて,

「シンポジウム」 という名前らしくなった と

も言える。

4.各 国の普及政策

シンポジウムで報告 された話題は多岐に及

ぶが,ま ず,電 気自動車の導入に積極的な米

国,フ ランス,ス ウェーデンと日本の普及政

策に関す るトピックスをまとめてみる。

(1)米 国

カ リフォルニア州内では,ZEV計 画の実

施に備 えて,電 気自動車の充電に関す る制度

や設備が用意されつつある。

ロサンゼルス市電気水道局では,電 気 自動

車充電用の特別電気料金 を設定 している。こ

の料金によれば,夜 間に電気自動車1台 をフ

ル充電 した場合の電気代は約1ド ルで済む と

いう。また,管 内に公共用充電設備 も建設中

である。

サ クラメン ト市(カ リフォルニア州都)で

は,新 築される住宅は全て「EVReady(充 電

設備完備)」にするように義務付ける政策が と

られている。 また,サ クラメン ト市営電力は

直径約35マ イルの市内に100カ 所 の公共充電

ステーションを設置済みである。

東部の12の 州 もカリフォルニア と類似の低

公害車プログラムの実施 を計画 してお り,連
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邦環境庁は,ZEVの 条項つ きで も,そ うで

な くて も,低 公害車プログラムの実施 を認め

る見込みである。ニュー ヨー ク州 とマサチュ

ーセッツ州は,ZEV条 項付 きのプログラム

策定 を予定 している。

連邦政府は,電 池技術開発や車両の実走行

試験などに資金を提供 している。

(2)フ ランス

ラ ・ロッシェル市の実証プログラムが有名

である。電気 自動車50台 を一般の個人ユーザ

ーに貸与 して12箇 所の充電スタン ド(普通9 ,

急速3)と ともに実用試験を行 っている。1995

年には,さ らに台数を増やす予定である。

パ リ市 もフランス電力 と共同で電気 自動車

の導入 を進めようとしてお り,これまでに150

台を導入,95年 には250台 を追加 の予定 であ

る。市内には公共用の充電ポス トが120カ 所,

充電設備付 きの地下駐車ロッ トが80カ 所,私

用充電設備が100カ 所ある。

プジョー とフランス電力は共同で電池の リ

ース,メ ンテナンスを行 う会社 を設立 した。

料金は,小 型車用のニッケルーカ ドミウム電

池の場合で,月10,000円 とのことである。

(3)ス ウェーデン

政府が,研 究開発,デ モンス トレーシ ョン,

一般購入補助 などのプログラムを実施 してい

る。デモンス トレー ションプログラムでは,

95年 に100台,96年 には200台 の電気 自動車

を購入して,ス トックホルム市,イ エテボ リ

市,マ ルモ市において試験走行 を行 う予定で

ある。

イエテボリ市は独 自に電気 自動車導入プロ

グラムを推進 してお り,現 在200台 の電気 自

動車 と公共充電ステー ション1カ 所 を用いて

実走行試験 中である。1995年 内に800台 を追

加 し,合 計1,000台 の電気 自動車 を導入する

ことを目標 としている。

(4)日 本

政府や 自治体か ら電気 自動車購入のための

補助金が支給 されている。税制面では,自 動

車税,自 動車取得税について優遇措置がとら

れている。ここ数年,自 治体による購入の増

加が 目立ってお り,一 部はモニター制度 とし

て一般ユーザーに貸与 されている。また,大

阪地域における 「大阪電気 自動車コミュニテ

ィー協議会」や愛知地域における 「電気 自動

車普及プロジェク ト研究会」により,公 共充

電スタン ドの実用試験が行われている。

5.自 動 車 メ ー カ ー の 動 向

先に述べたようにシンポジウムではい くつ

かのパネルセッションがあったが,中 でも自

動車メーカーのパネルは初 日に配置され大き

な注 目を集めた。パネ リス トはGM,フ ォー

ド,プ ジ ョー,ダ イハツ,ト ヨタの代表者で

あったが,「メー カー としては電気自動車の開

発 に最大限の努力をす るが,そ の普及には政

府や 自治体,電 力会社などの強力な支援が不

可欠」 とい うのが共通 した論調であった。G

Mは 具体的に次の要求 を示 した。

① 複数の数千台規模の実証試験

② 政府が販売義務づけ台数の半分を購入

③1台 当たり10,000ド ルの購入補助金

④ 電力会社は私用充電設備の発注があれば

72時 間以内に設置できる体制 を整える

⑤ 政府 または電力会社 による電池のレンタ

ル

⑥ 公共充電スタン ドの整備

さすが,言 いたいことははっきりと主張する

米国のメーカー らしい要求である。フランス
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のプ ジョーはやや トー ンが異なってお り,

「2000年までに10 ,000台 の電気 自動車 を生産

し欧州で販売す る」 と述べ たが,筆 者は話半

分 と思って聞いていた。 これに対 し日米のメ

ーカーからは,「1998年ではユーザーが満足す

るような電気 自動車の開発は困難であり,中

途半端な商品はか えって電気自動車の市場 を

育てる上ではマイナスになる」,という意見 も

出された。

.しか し一方で,ビ ッグス リーは電気 自動車

の市場投入に向けて着々 と準備を進めている

の も事実 である。一部政府の補助 を受 けて

50～100台 規模の実用試験 をすでに実施中で

ある。フォー ドはEcoStarを100台,ク ライ

スラーはTEバ ンを50台,GMは インパク トを

50台 と,か な りまとまった台数の電気 自動車

の実走行試験 を行 っている。

この中で,シ ンポジウム会場に展示 された

GMの インパ クト(写 真2)は 非常に完成度

が高いという評判であった。筆者は機会 を逸

したが,試 乗会で試乗(運 転)し た人に聞 く

と,単 に走るというだけでな く,加 速,コ ー

ナ リング,ブ レーキングなどのフィー リング

も非常によく調整 されていた とのことであっ

た。ただし,1998年 か らの商業生産について

は疑問 を呈する人が多い。当のGMの 開発者

も,商 品 としては売れないのではないか,と

思っているというのが実際のところのようで

ある。売れないとい う人の最大の根拠は,価

格である。インパク トは電気自動車専用車な

ので,エ ンジン車用の部品の流用ができず,

生産台数が年間数千台程度では,非 常に高い

ものになってしまう。これに対し売れるとい

う人は,乗 り心地に一層の磨 きをかければ,

電気自動車 という目新 しさも手伝 って,一 種

のプレ ミアムが発生 して,高 くて も品切れに

なるくらい売れるだろう,と いうのが言い分

である。

シンポジウム後に得 た情報によれば,GM

は試験的にインパ クトを販売するらしい。カ

リフォルニア州のZEV計 画では,1998年 以

前に売った電気 自動車の台数は1998年 分 とし

灘 灘鍵馨醤 難{饗

繋 謬 霧鱗辮/潮 離 芦 篤 麟 輪

㌧'・藤 ・練 誰灘 騨 凝 麟灘 劉購

騰鑓 護欝黄蝿心γ

写真2GMイ ンパ ク ト
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て振 り替えることができるので,今 から売 っ

ても無駄になるわけではない。本当にインパ

ク トが売れ るのか,電 気 自動車の今後を占う

重大な試金石 となる。

6.電 池の見通 し

電池は電気 自動車の性能 を制限している最

大の技術的ネ ックであり,多 くの研究開発が

行われているが,今 回のシンポジウムでも画

期的な報告はなかった。

短期的に見て,信 頼性の面で実用に耐えう

る電池は鉛電池 とニッケルーカ ドミウム電池

しかない,と いう状況は変わっていない。た

だし,ニ ッケルーカ ドミウム電池は高価 なの

で,商 品 として販売するのは厳 しい。結局,

1998年 か らカ リフォルニアで売 り出す電気 自

動車に使われるのは,鉛 電池だけ ということ

になるであろう。

中期的(2000年 頃以降)に はニ ッケルー金

属水素化物電池に対す る評価,あ るいは期待

が高まっている。この電池は,4～5年 前に

民生用の二次電池 として初めて商品化 された

に過 ぎないが,す でにこの用途では,そ れま

でほぼ独 占していたニッケルーカ ドミウム電

池に迫 るシェアを占めてお り,1～2年 後に

は トップに立つ と見込 まれる。電気 自動車に

載せ るような大型電池は,米 国のオボニック

社,日 本の松下電池工業(株),古 河電池(株)

などが試作 している。エネルギー密度は鉛電

池の2倍,寿 命 も鉛電池以上が期待できるが,

ニ ッケルと水素吸蔵合金のコス ト低減が実用

化のための最大の問題 となる。

ナ トリウムー硫黄電池は約300℃ という高

温で作動す る電池で,鉛 電池の2～3倍 のエ

ネルギー密度が期待で きるため,そ の開発動

向には,常 に注 目が寄せ られて きた。

しかし今回のシンポジウムでは,自 動車 メ

ーカーがこの電池について言及す ることはほ

とん どな く,開 発 ・実用化の動 きは停滞気味

という印象を受けた。昨年の春に,フ ォー ド

が製作 したナ トリウムー硫黄電池搭載の電気

自動車が充電中に火災事故 を起こしたこと,

トップ企業のABB社(ア セア ・ブラウン ・

ボベ リ社,ド イツ)の 開発撤退が シンポジウ

ム直前に明らかになったことなど,こ このと

ころナ トリウムー硫黄電池については悪いニ

ュースが続いていたので,や むを得ない面 も

ある。

ABB社 は,こ こ数年間,年 間数十個のペ

ースでナ トリウムー硫黄のサンプル電池をユ

ーザーである電気 自動車 メーカーや研究機関

などに販売して きた。考えてみれば,電 気 自

動車に対する本物の需要がまだ立 ち上が らな

い中で,こ れだけの電池 を売 り続けたことの

方がある意味では驚 きでもある。1998年 を目

前にして開発中止 を決めた ということは,日

米の自動車メーカーは,カ リフォルニア州向

けの電気 自動車にこの電池を採用 しなかった

ということを意味す る。意外だったのは,サ

ンプル販売の一時中止だけでなく,開 発その

ものか ら撤退 ということである。筆者は,こ

の電池はそれほ ど捨てたものではな く,業 務

用車両のように毎 日使 う車であれば,こ の電

池が実用化 される途は十分にあると今 でも考

えている。ABB社 のこでまでの技術の蓄積

が,ど こにも継承 されずに散逸 してしまうと

したら,そ れは大 きな損失であると思 う。

ただ し,ABB社 が撤退 したか らと言って

ナ トリウムー硫黄電池にはもう可能性がない

というわけではない。サイレン トパワー社(ド
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イツの大手電力会社 であるRWE社 の子会

社)は,1998年 からの量産 を計画 している。

量産化はカリフォルニア州の規制の成 り行 き

を見極めた うえで,と いうのは賢明な選択で

あるか もしれない。

ナ トリウムー硫黄電池の兄弟 とも言えるナ

トリウムー塩化ニッケル電池は,メ ルセデス

ベ ンツの関連会社に当たるAEG社 が開発 を

進めている。

これ らの高温電池の安全性についての検討

は ドイツや米国が先行 していたが,日 本でも

調査が始 まっている。ガソ リン車 と同等以上

の安全性を確保す ることは,技 術的には十分

対応できると思 うが,実 用化 されるためには,

自動車 メーカーが採用する気になるか,ユ ー

ザーが乗る気になるか,と いう心理的な部分

の問題 もクリアされなければならない。

7.充 電スタン ドの実用試験

2～3年 前から,大 阪市,ラ ・ロッシェル

市(フ ランス)な どで,複 数の公共充電スタ

ン ド,数 十台の電気 自動車を用いた実用試験

が開始 された。これらの実用試験においてデ

ー タの蓄積が進んできてお り,今 回のシンポ

ジウムでは,そ の解析結果が報告 された。 こ

れにより,運 転者の充電行動パター ンが少 し

ずつ明 らかになり始めた。

電気 自動車 は,従 来のガソリン車な どと違

って,車 庫での充電が可能であるが,充 電 自

体 にはかなりの時間がかか る(30分 の急速充

電でも容量の50%し か充電できない)。こうし

た特性 をもつ電気 自動車のエネル ギー補給

が,ど んな方法で,ど んな頻度で行われるか

は,机 上でい くら考えて もわからない。実際

にやってみなければわからないのである。

報告によれば,使 用途 中に町中で急速充電

を行 う運転者は非常に少 なく,車 庫での夜間

充電が9割 以上 を占めている,と のことであ

った。 こうした実験デー タがたくさん出て く

れば,充 電設備の整 備戦略などを立てる上で

非常に役立つであろう。電力会社 も,電 気 自

動車の普及によって電力需要パターンに どの

ような影響があるか,よ り確度の高い予測が

可能になるであろう。

8.今 後の展望

次回,大 阪で第13回 シンポジウムが開催

される1996年10月 には,ZEV計 画実施が1

年3ヶ 月後に迫っていることになる。その年

には,ま た計画の見直 しが行われるばずであ

り,そ の結果はどうなっているだろうか。
'
「ZEVプ ログラムは,計 画通 り実施 され

るか。」自動車 メーカーはもちろん,関 連企業

にとって も最大の関心はこれである。

過去のマスキー法の例 を挙げて,米 国では

計画が途中で変更 されるのはよ くあるこ と

で,今 回も,結 局は中止か延期になるのでは

ないか,と いう観測 もある。筆者も七分三分

くらいで,そ うい う予想を立てていたが,今

回のシンポジウムに出席 してみて考 えが変わ

った。

シンポジウムのオープニングセッションの

基調講演での主張は,こ うである。

「カ リフォルニア州では,健 康に害を及ぼ

すような空気の中で何百万人 もの人が暮 らし

ている。害は,大 人 より真っ先に子供たちに

現れる。私 たちは,こ の空気 をきれいにする

ための行動 を今 す ぐに始 めなければならな

い。」 これ を美人の女性議員が話すわけであ

る。
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幸運にも,筆 者が訪れ るときはロサ ンゼル

スはいつ も晴れやかで,こ れまで有名なスモ

ッグに出 くわしたことがない。しか し実際に

経験 した人の話に よると,確 かにそれは東京

の比ではない,と いうことである。視界が悪

くなるのはもちろん,少 しの間外に出ている

だけで目や喉が痛 くなる,と いうのだ。 こう

いう状況を実感 しているロス市民のなかで,

ZEV計 画の延期や中止を主張するのは,お

そらく白眼視されるのを覚悟の上でないとで

きないことなのだろう。議員であれば,環 境

問題に消極的 とい うレッテルを貼 られ,次 の

選挙 での落選を覚悟 しなければならないだろ

う。

このような状況認識が的を得ているとすれ

ば,ZEV計 画の延期はあっても廃止の可能

性はほ とんどない。 そして,た とえ2%の 販

売義務づ けの開始時期がい くらか延期 された

としても,自 動車メーカー としては,開 発の

手 を緩めるわけにはいかないのである。

ただし,実 際にZEVの 販売義務づけが実

施 されてみて,そ の遂行がいかに困難かが実

証されるのではないだろうか。現在の米国の

電気 自動車普及台数は2,000～2,300台(世 界

で最 多)で ある。この うち何台がカ リフォル

ニア州にあるのか,ま た,1年 に売れる台数

は どれ くらいなのか は,わ か らない。年 間

200～300台 くらいは売れているのだろうか。

それに対 し,カ リフォルニア州での軽量車の

年間販売台数の2%と い うと,1社 でも数千

台,7社 では数万台に相当す る。

1998年 の電気 自動車は,今 の電気 自動車 と

比べて どれ くらい変わるのだろうか。現時点

で売れないものが,3年 後には何万台も売れ

るようになるのだろうか。数万台の うちの一

部は,自 動車メーカーの関連会社 などに形式

的に販売されるだけにならないだろうか。形

式的に2%に 相当す る台数の電気 自動車が販

売 されても,そ れ らが実際にガソリン車の代

わ りに使用 されなければ環境対策上の意味は

ない。形式的に販売されたような電気 自動車

は,全 く使用 されない可能性す らある。全 自

動車走行量に占める電気 自動車の割合 は僅か

であ り,そ の結果,電 気 自動車による排ガス

の低減効果は,微々たるものになるであろう。

もちろん,最 初の時点での効果が僅かであ

るか らと言って,電 気 自動車を否定 してしま

う理由にはならない。5%販 売(2001年),10

%販 売(2003年)と 比率が上がっていけば,

電気 自動車の保有台数 も確実に増えてい く。

何事 も,ま ず始めることが最 も重要であ り,

それ を継続することが次に重要である。

2%の 販売であれば,ビ ッグス リーは対応

の見通 しがあるとも言われている。つま り,

電気 自動車を買って くれそうなところは,ま

ず電力会社 であ り自治体である。そして,こ

れ らのユーザーに対 しては,ビ ッグス リーは,

いわゆる 「コネ」 を持っているのである。

しか し,2%の 販売は,一 部あるいは全部

のメーカーが何 とか達成できたとして も,5

%,10%が,今 の電気 自動車の性能 とコス ト

で,本 当に可能であろうか。10%と もなると,

電力会社などの企業ユーザーだけでな く,個

人ユーザーに も電気 自動車 を買ってもらわな

ければならない。

ニ ッケルー水素電池やナ トリウムー硫黄電

池が実用化 されても,電 気 自動車が現在の米

国の乗用車に要求 されている性能 ・機能 を全

て満足できるとは思えない。現在の電気 自動

車では,50km離 れた場所へは出かけてい く
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気にはなれない。空港まで知人を迎 えに行 く

こともままならず,遠 出の ドライブなど全 く

不可能である。新型電池が実用化 されても,

航続距離は3倍 くらいまでしか伸びない。

従来か ら言われ続けてきていることである

が,電 気 自動車 を普及させ るためには,長 距

離走行 とい うニーズにいかに して対応す る

か,と いうことが最大の問題である。 まず考

えられるのは充電設備 の整備である。 しか し

それ も,充 電時間が何 十分 もかか って は,

200～300km以 上 を一気に走 るような ドライ

ブには十分ではない。

したがって,電 気 自動車 を買う人は,複 数

の 自動車 を使い分けるしか方法がない。つま

り2台 以上の車を保有 できる人ならば,1台

を電気 自動車にす るという選択があり得 る。

複数の自動車の使い分けを可能にする別の方

法はレンタカーの利用である。電気 自動車所

有者に対 してはレンタカー料金 を大幅に割 り

引 くことも考えられ る。普段の買い物や送 り

迎え程度は電気 自動車で済ませ,週 末や休暇

のロング ドライブには高級車やRVや キャン

ピングカーが格安 でレンタルできる,と なれ

ば考 えてみて も悪 くはない。

しか し,こ うした制度ができたとしても,

電気自動車が販売量の10%を 占めるようなご

麟

拶'甦
.

写真3燃 料電池自動車

とについては,懐 疑的な人が多いようだ。

蓄電池 を積む電気 自動車ではやはり限界が

あって,ZEV大 量導入の主役は燃料電池 自

動車になるだろう,と いう発表もあった。シ

ンポジウム会場では,リ ン酸型燃料電池 と高

分子電解質燃料電池 を用いた燃料電池 自動車

が1台 ずつ出品されてお り(写真3),開 発段

階は,実 験室のレベルを卒業 して試作車によ

る走行試験が行 えるところまで進歩 してきて

いる。

技術的にみると,燃 料電池自動車では走行

距離の制約はほ とん どな くなると考えて も良

い。ただし,燃 料はメタノールか水素 とい う

ことになるので,こ れ ちの供給体制を整備す

るという別の問題が起 こって くる。町中にメ

タノールや水素の補給スタン ドを作るという

のは,か な りの投資が必要 となる。

また,燃 料電池の コス トの問題 もある。現

在の燃料電池開発の主力は定置式の発電用の

ものであるが,目 標 コス トは出力lkW当 た り

で20～30万 円と言われている。最 も開発が進

んでいるリン酸型でも,現 在はこの数倍は し

ている。た とえ20万 円/kWに なっても,100馬

力(75kW)の 燃料電池は1500万 円もしてしま

うわけだ。 もちろん,発 電用 と自動車用では

いろいろな仕様が異なるので同列に並べて議

論す るのは乱暴すぎる。逆 に,自 動車用 とし

て経済的に成立するようなコス トで製造する

ためには,発 電用 とは設計の考え方などを大

きく変 える必要があると言えるだろう。

しかし,当面の焦点は1998年 の2%で あり,

日米の自動車メーカーがどのような回答 を出

してくるか,こ れがまず最初の問題 である。

製造設備 を用意 した り部品の発注などを考 え

ると,基 本的な仕様 はすでに決 まっていると
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推測される。本年秋の東京モー ターショウ,

来年初頭のロサンゼルス自動車 ショーが注目

される。

9.日 本での電気 自動車の普及

自動車メーカーや部品メーカーに とっての

現在の最大の関心はカリフォルニア市場であ

ろうが,そ の他の人に とっては,日 本国内で

の普及がより身近な問題である。 とか く話題

はカリフォルニア州の動向に偏 りがちである

が,そ の一方で,日 本での電気 自動車の普及

はどうなるのだろうか。

日本電動車両協会の調べによれば,1994年

3月 現在での我が国におけ る電気 自動車の登

録台数 は約2,000台 であ り,5年 前 と比べて

約3倍 と大幅に増加 している。

しか し,1994年 にはいってからの伸びは鈍

ってきている63～4年 前,電 気 自動車の話

題が毎 日のように新聞紙上 を賑 わしていた頃

と比べて,電 気自動車に対す る関心は一般に

低下 してきているように思える。世の中の景

気 も関係 して,高 いお金 を出して電気 自動車

を買った り,す ぐには商売にならない電気 自

動車やその部品の開発に投資す るような企業

が一時 より減っているとい うのは,十 分考 え

られ ることだ。

数年前 と比べて,電 気 自動車に対す る理解

はむ しろ格段に深 まっていると思う。 しか し

よく理解する人が増えるにつれて,そ の多 く

が,現 状のままでは電気 自動車に投資 し続け

ることは困難 と感 じるようになっているので

あろ う。

通産省が1991年 に発表 した電気 自動車普及

計画では,保 有台数の目標 を,2000年 で20万

台 としているが,そ こに至 る過程において,

すでに目標 と実績 との乖離が生 じて きてい

る。

シンポジウムでの政府代表者によるパネル

セッションでは,通 産省 自動車課の戒能氏が

日本の政府 としての考えを発表 した。その要

旨は次のとお りであった。

「政府 としての電気 自動車推進の最大の 目

的は都市部のNOx低 減であ り,こ のために

は,デ ィーゼル トラックを低公害車で代替す

ることが最 も効果的である。そのための低公

害車 としては,CNG車,ハ イブ リッ ド車が,

コス ト対効果の面から優れている。従って政

府 としては,当 面 これ らの車に対 し購入の補

助 を行 う。電気 自動車は,エ ネルギー安全保

障や地球温暖化防止の点か ら,長 期的には必

要不可欠であ り,研 究開発や インフラ整備な

ど,民 間での投資が困難な分野に対 して政府

が資金を提供する。」

近い将来,電 気 自動車の大量に普及する日

がや って くるだろう,い や1日 も早 く普及さ

せ なければならない,と いった考 えを持 った

人が多数を占める会場において,日 本政府の

代 表者が上記の ような考えを発表 したこ と

は,ど のように受け止められたのだろうか。

次の日の コー ヒーブレー クの時,ア メ リカ人

の知人か ら,「昨 日の発表には失望 した。通産

省の電気自動車20万 台導入計画はどうなった

のか。」と聞かれて,筆 者は返答に窮 した。「ロ

ス と東京では走っている車の種類が違 う。ロ

スは大部分が乗用車だろうが,東 京は貨物車

とバスで半分近 くを占めている。NOx排 出

量は,デ ィーゼルの重量 トラックの寄与が最

も大 きい。その対策が今最 も必要 とされてい

るのだ。」 と説明をしたら,「そういう背景が

あるのか。」と言っていたが,本 当に納得 して
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くれたのだろうか。

しか し,よ く考 えてみれば,日 本は電気 自

動車の普及にとってカ リフォルニアなどより

好条件が揃っている。 まず,自 動車の1回 当

た りあるいは1日 当た りの走行距離が短い。

都市内の一般道なら走行速度 も高 くない。そ

して経済性の比較相手 となるガソリンの価格

が高い。もう一息のブレー クスルーがあれば,

現在の10倍 くらいは十分 に普及するのではな

いだろうか。

その鍵は,や は り経済性であろう。電気代

とガソリン代 を比べ ると電気代の方が安いの

で,問 題は車両 コス トである。現在,電 気 自

動車の値段は同型の内燃機関自動車の3～10

倍 してお り,こ れではまともに経済性 を考え

る対象にもならない。このため,電 力会社 を

除けば,公 的資金が供給される範囲でしか導

入は進んでいない,と いうのが現状である。

当面の 目標は車両価格 をベース車の2倍 程

度に収めることである。そのためには車種 も

選ぶ必要がある。また,車 両,少 な くとも電

池は買い取 りでな くリースにすることが考 え

られる。電池価格 は,鉛 電池の場合でも乗用

車1台 分で数十万円 もしており,新 型電池 と

なれば,さ らにこの数倍 もす る。電池価格 の

低減は当然求め られることではあるが,リ ー

ス制 あるいはレンタル制にすれば,長 寿命化

も初期 コス トの低減 と同様の意味を持つ こと

になる。 これによ り,製 造費は高いが寿命が

非常に長い,と いう電池でも商品として成 り

立つ可能性が出て くる。

経済性がある程度の範囲に収まれば,現 在

の電気自動車の性能でも使 える用途は もう少

しあると思われる。

しかし,そ の先の数十万台以上の規模 での

大量導入のためには,航 続距離 と充電時間の

問題 を避けては通れない。現在の電気自動車

の段階的改善だけではなく,何 らかの技術的

飛躍が必要であるように考える。

10.ま と め

まだだいぶ先 と思っていた1998年 が徐 々に

近づ いてきた。カ リフォルニア州のZEV計

画は予定 どお り実施 されることにな りそ うで

ある。1998年 に向けての電気 自動車開発はい

よいよ佳境である。 しか し,計 画がスター ト

したあとの結果が どうなるか,そ して,2001

年からのZEV比 率引き上げにどう影響が及

ぶか。問題は次々 と現れてくる。カ リフォル

ニアで自動車を売ろうとするメーカーは,す

でにい くつ もの戦略 を用意 しているであ ろ

う。

日本での電気 自動車の利用はどのように進

めたらよいか。この問題については,戦 略 を

立て直す時期に来ているように思われる。

日本 では電気 自動車導入熱がやや冷めてき

ている一方で,カ リフォルニア州の勢いは止

まりそ うにない。このギャップというかアン

バランスを強 く感 じた。 これが今 回のシンポ

ジウムに参加 しての総括 と言えよう。
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〔内外情勢紹介〕

中 国 に お け る 石 炭 事 情
一利用開発技術 の調査 に訪れて一

中 丸 寿 男 ※(㈱エネルギー総合工学研究所副主席研究員)
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日本の10倍,12億 の人 口を有す る中国の全

エネルギー消費量は,1992年 現在,日 本の1.5

倍である。人口1人 当た りでは約1/7に 相当す

る。(表 一1)

中国経済の発展が今後 どのように推移 して

い くかについては,他 の発展途上国と同様,

必ずしも全貌が見えている訳ではない。

しか し,世界人口の1/5を 擁する超大国の全

エネルギー消費量が何時の 日にか現在の 日本

と同レベルの7倍 に膨れ上が り,そ れが地上に

引き起 こす諸々の事態は,白 昼の夢ではない。

中国でエネルギー消費量の増大 に対処す る

最 も確実な方途は,消 費効率の向上によるエ

ネルギー消費量の節減 と,石 炭資源の効果的

な利用の拡大でしかない。

資源量においては何 らの問題 もない中国で

あるが,利 用の拡大は捗々 しくない。

昨年度,こ の辺の事情に接す る二度の機会

を得 たことに加 え,中 国の石炭利用の現状 を

調べ る国連の調査 ミッションに参加す る機会

を得 たことか ら,利 用開発に関す る諸事情を

まとめた。

プ ロ ロ ー グ

11月14日,午 後2時,快 晴 の 空 は ま さ に 『北

京秋天』。私が北京に到着 したのは,北 京市民

が一斉に暖房用に石炭 を使 い始め るその前 日

である。

11月17日,雨 つづ きの上海か ら戻 ったとき

の深夜の北京は,は や視界30メ ー トルのス

モッグの底に沈んでいた。

空港 と市街地 を結ぶ北京首都高速道路は視

界 もきかぬまま,や がて北三環路に入る。

北三環路は一般道路であるが交差点が全て

立体化 されてお り,高 架から高架へ と連続す

る起伏の向こうから,突 然,対 向車が現れて

くる。対向車の多くは黄色い小型タクシーで,

その形から市民からは 「食パン」 と呼ばれて

いる。

数年来,急 激に近代 的市街地の形態を整え

は じめた北京は,市 民 もまごつ く程に急激な

経済発展 とモー タリゼイションの波に洗われ

表一1ア ジア主要国のエネルギー消費量の推移

100万トン石油相当

国 名 1988 1990 1992

豪 州

中 国

日 本

韓 国

81.5

600.6

392.7

72.9

89.0

650.6

428.1

89.6

87.7

680.4

451.0

114.1

出所BP,StatisticalReviewof

WorldEnergy
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ている。

一方,市 民の消費す るエネルギーの大宗は

依然 として石炭であ り,そ の殆 どは,選 炭処

理 をされていないま ・の高硫黄かつ高灰分 の

低質炭 で,と て も輸出商品にはな りえない代

物である。

冬の街 をスモッグが包み,大 地を酸性雨が

む しばむ,破 局の到来はそう先のことではな

い。北京ばか りでな く,発 展 をつづける開放

都市の全てに,や がて観察 される現象である。

クリーン ・コール ・テクノロジー(CCT)

の普及が,焦 眉の急務 とされている今 日の中

国である。

因みに,昨 年度の石炭生産量は約12億 トン,

ほ とんど全ての石炭が国内消費されているの

で,人 口1人 当た りの消費量は1ト ン。 日本

では鉄鋼,電 力用を中心に年間輸入量が約1

億 トンで,人 口1人 当た りの消費量はこれま

た1ト ンとい うことになる。

1.中 国 の エ ネ ル ギ ー 事 情

1.1中 国のエネルギー政策

中国経済が持続的,安 定かつ均衡 した発展

を遂げるに必要 なエネルギー量に関 しては,

2000年 の時点で一次エネルギー必要量が,標

準炭換算で14億 トンとされている。(表 一2)

その達成のために中国政府は,

① 国際的に通用する金融体制,税 務体制,

投資支援体制の整備。

② エネルギー関連企業の生産性の向上。

③ インフラ整備も含めたエネルギー関連

企業への投資の増大。

④ 採炭技術の研究の重点的実施 と採炭機

械の開発や先進海外技術の積極的な導入。

⑤ エネルギー輸送力の増強。既存の鉄道

輸送力の増強 とともに,坑 口の大型火力

発電に よる電力輸送への転換。

な どを政策の中心 としている。

表 一2中 国 のエネ ル ギー 供 給見 通 し

単 位 1990 1995 2000

GNP 百億元(1990年) 177 260-272 382-419

GNP成 長率 % 7.86 8-9 8-9

一次エネルギー消費成長率 % 5.17 3.2-3.6 3.2-3.6

電力消費成長率 % 8.63 72-8.1 7.2-8ユ

エネルギー消費弾 性係数 0.66 0.4 0.4

電力消費弾性係数 1.10 0.9 0.9

省エネルギー率 % 2.49 4.4-4.9 4.4-4.9

一次エネルギー総消費量 百万 トン 標準炭 988 1,156-1,179 1,354-1,407

固有単位 石 炭 百 万 トン(5,000kcal) 1,055 1,208-1,240 1,400-1,475

石 油 百万 トン 115 145 165

天然ガス 億m・ 153 200 250

水力発電 億kWh 1,267 1,550 2,300

原子力 億kWh 0 50 100

総発電量 億kWh 6,230 8,820-9,196 12,486-13,575

計画期総エネルギー節約量 百万 トン 標準炭 367 295-342 779-932

出所 日中 エ ネル ギー 交 流会 機 関 紙Nα1,1993.11.
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1.2中 国のエネルギー供給の現状

中国の一次エネルギー供給 の主役 は石炭

で,ほ ぼ消費エネルギーの3/4を 占め る。(表一

3)他 のエネルギー源(石 油,天 然ガス,原

子力な ど)も 増加はしているが,シ ェアの増

大はあまり期待できない。

水力に関 しては,南 部地域 を主体に期待が

大 きく,1993年 以降,全 国的な包蔵水力資源

の精査が行われている。

石炭の生産について見ると,華 北,東 北部

が生産地域で,華 東,中 南部は消費が生産 を

上回り,華 北,東 北部からの移入あるいは輸

入が必要である。

石炭の輸送に関 しては,鉄 道全輸送貨物量

の40%が 石炭で,こ の比率 はあまり変わって

いない。鉄道による石炭輸送力増強の成否が

今後の制約条件になる。

1.3中 国のエネルギー資源賦存状況

中国のエネルギー資源 につ いて,最 近 の

WorldEnergyCounci1で 確 認 された数字

は,渥 青炭,亜 渥青炭,褐 炭がそれぞれ622,

337,186億 トンで,合 計1,145億 トンであっ

た。

石炭の埋蔵地域は,華 北,東 北,西 北部に

多く,特 に山西省,内 蒙古,陳 西省に多 く分

布 し,そ れぞれ27,21,16%を 占めるといわれ

ている。但 し,露 天掘 りに適しているものは

7%に す ぎない。

石油については長江北側の東部地区に多い

が,最 近,北 西部における石油,天 然ガスの

開発が進んでいる。タ リム盆地は,中 国の石

油および天然ガス確認埋蔵量の1/7及 び1/4を

占めるといわれている。

1.4中 国のエネルギー需給の将来予測

2010年 ま でのIEAエ ネ ル ギー需 要 予 測

(WorldEnergyOutlook,1994)に よると,

2000年 の一次エネルギー消費量は,標 準炭換

算で14億 トンとなっている。

中国では,現 在,石 炭 と石油 については若

干の輸出入があるが,ほ ぼ全量が国内で均衡

している。

将来的には,石 炭は中央部,東 北部の5.4億

トン(1992年)を7.6億 トン(2000年)に 増産

す る計画であ り,石 油はタリム盆地および海

洋油田で,ま た天然ガス資源の開発にも力を

入れる計画になっている。

予想され る問題点 として,石 炭では輸送問

題解決のための鉄道 と港湾の建設,坑 口発電,

炭価の是正,石 油 ・天然ガスでは価格是正,

電力では企業の民営化,高 出力化,発 電所の

表 一3ア ジア主要国の資源別エネルギー消費量(1992)

100万 トン石 油相 当

国名 石油 天然ガス 石炭 原子力 水力 合計

豪州

中国

日本

韓国

31.1

128.1

258.8

71.2

15.3

13.6

50.4

4.6

39.9

527.1

77.9

23.3

一

〇.1

56.7

14.6

1.3

11.5

7.2

0.4

87.7

680.4

451.0

114.1

出所BP,StatisticalReviewof

WorldEnergy1993

大型化 などがあげられる。

2.中 国における石炭エネルギーの位置づけ

2.1中 国石炭産業の現状

中国の石炭生産量は1993年 に11億 トンを越

えたが,輸 出量は1992年 で2000万 トンで,全

生産量の2%に 過 ぎない。
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資源に恵まれた大生産国であ りながら,大

輸出国になれない最大の原因は,国 内消費量

が大 きく輸出余力に乏 しいことである。

中国炭は高灰分であるうえ,品 質上のバラ

ツキも大 きい。長距離内陸輸送,港 湾設備の

不備等に起因する出荷スケジュールの混乱な

ど,輸 出商品 としての未成熟さも指摘 され る。

石炭の生産は,国 営の統配炭鉱 地方国営

炭鉱および民営の郷鎮炭鉱に大別 され る。

現在,炭 鉱の数は国営で規模の大 きい統配

炭鉱が約600,地 方国営炭鉱が約1,800,零 細

規模のものが多 く生産性の低い郷鎮炭鉱がお

よそ79,000と いわれている。

出炭量では,規 模の比較的大 きい統配炭鉱

が43.3%を 生産 している(1992年)。

郷鎮炭鉱の中には数千 トン/年 という文字

どお りの零細炭鉱が多い。

石炭鉱業に従事す る総人 口は900万 人 とい

われてお り,合 理化の進展 とともに,減 員の

方向にある。

2.2世 界における中国石炭事情

中国の石炭埋蔵量 を世界のシェアでみると

11%(1,145億 トン)を 占め,米 国,CISに 次

いで第三位 となっている。

炭種別 では渥青炭75%,無 煙炭12%,褐 炭

13%で ある。

また,生産量では世界全体の32億 トン(1993

年)に 対 し32%を 占め,以 下,米 国,CIS,イ

ン ド,オ ース トラリアの順になっている。

炭鉱の形態では坑内掘 りが主力で,大 規模

な露天掘 り坑は少ない。

石炭の貿易量は,世 界全体 で約4億 トンで,

生産量比では10%強 であり,中 国のそれは,

2%弱 である。ただし,国 内では約3億 トン

の石炭が省間,特 別市間を流通 している。

石炭は生産国すなわち消費国 という図式が

示 されていて,石 油,天 然ガス と異なる。

年間輸入量1億 トンの 日本が,世 界石炭貿

易の中枢に位置している。

価格動向の面では,最 大の輸入国である日

本の輸入価格 をみると,市 場性 向以外の ドラ

スティックな変化はみられない。

今後,価 格動向を左右す る需給バランスを

保つためには,需 要増加 に見合 う新規の炭鉱

開発が必要 となるが,石 油や天然ガスと違い

開発に要する資金 と期間は相対的に少ないこ

とか ら,価 格動向は引き続 き安定を続けるも

の と考 えられている。

2.3中 国石炭産業の問題点

中国石炭生産の長期計画によれば,2000年

に14～15憶 トンの生産 を予定 しているが,こ

の達成は容易ではないとみ られている。

生産効率の向上には機械化 と大型化が欠か

せ ないが,計 画 目標の達成にも海外資本 を導

入 した大型炭鉱の開発が必要 とされ,金 融,

税制などの面での体制整備が望 まれている。

国内省間の石炭移送については,送 り出 し

側 として山西省が圧倒的に多く,受 入れ側 と

しては天津,上 海など東部の沿海 地区があげ

られる。(表 一一4)

『西部の石炭を東部へ運ぶ』輸送網の拡充

も欠かせない。

石炭生産に関す る技術的 ・経済的指標は,

統配炭鉱については公表 されているものの,

地方炭鉱については少ない。

品質面では,平 均灰分が20%以 上 と高 く,

ズ リも地方炭鉱で2%以 上 と高い。(表 一5)

生産性は世界水準に比 して低 く,2000年 の
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目標 として2ト ン/人 を目指 している。

統配炭鉱における生産 コス トは,1970年 の

13.5元/ト ンが10年 間で約2倍 になった。

その後の10年 間に騰勢は更に続いたが,こ

の間に元の平価の低下 も著 しく,真 の値は見

抜けない。1994年 以降石炭価格が 自由化され

たことにともない,今 後の動向が注 目される。

一般 に中国炭 の灰分 は多 く
,発 熱量 は5000

kcal/kg程 度 とされる。硫黄分は平均1.7%程

度であるが,南 部ほど高 く4%を 越 えるもの

もある。(表 一6)

硫黄分が2%を 超 える石炭 を,中 国では一

般に高硫黄炭 と呼称 している。

地球環境保護の観点か らも,今 の中国の石

炭生産者 と消費者に受容 され,か つ現状 に

マッチ した選炭 ・脱硫技術の開発 と普及が,

当面の課題である。

2.4中 国に於ける石炭利用

輸出商品化 と国内消費に大別 して考 える必

要がある。

価値の高い輸出商品化を図るためには,

① 各種生産管理手法の積極的導入

② 高品質化

③ 輸送,デ ィスパ ッチ効率 の向上

を目的 とした技術 ・資本の導入,投 下が欠か

せ ない。

国内消費の面では,鉱 工業部門および民間

の生活消費などに使用 され,中 でも火力発電

向けの使用量が最 も多 く,今 後 も着実な増加

が予想 されている。(表 一7)

環境対策投資は,現 状 では新鋭の大型火力

発電において も看過 されてお り,民 間生活消

費においては全 く無視 されている。

上海近郊,宝 山鉄鋼 コンビナー トに隣接す

表 一一4地 域 別石 炭 の全生 産量 と

移送 量(統 配炭鉱 の み)

(1992百 万 トン)

地 域 生 産 量 受 入 量 送 出 量

全 国 計 1,114

北 京 10.1 4.5 3.5

天 津 14.3

河 北 62.6 19.4 10.5

山 西 295.0 140.7

内 蒙 古 50.4 13.5 13.2

遼 寧 53.9 25.7 0.7

吉 林 25.0 10.8 0.9

黒 竜 江 83.9 7.4 16.3

上 海 22.9

江 蘇 24.6 21.6 2.7

漸 江 1.4 10.1

山 東 63.5 13.8 6.9

河 南 90.2 4.6 14.4

湖 北 8.9 15.8

広 東 9.5 10.4

四 川 71.0 1.0 1.2

陳 西 34.2 1.7 5.6

そ の 他 230.1 34.1 18.9

出所 中国煤炭 工業年鑑1993

表 一5中 国炭 鉱 の技術 的、経済 的指 標(1992)

項 目 単 位 統配炭鉱 地方炭鉱

品質 灰分 % 19.96 21.51

選炭後灰分 % 10.04

廃石 % 0.11 1.75

生産性 トン/人 日 1,330 0,698

機械化率 % 72.3

従業貝数 千人 3,374

原炭生産工 千人 1,509

出所 中国煤炭 工業年鑑1993
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る大型火力発電所への最新増設プラン トにお

いてさえも,環 境対策設備 として設置されて

いたものは,電 気集塵機 と排水中の固形浮遊

分低減 を目的 とした沈澱池だけであった。

市井の生活消費はいかに零細消費であって

も人口集中のもたらす集積効果は恐ろしく,

冒頭のような冬の景観が北部の大都市に展開

され る。わが国への影響 もさることなが ら,

先ずは大気 ・水系汚染,地 表破壊から中国の

大地 を守らなければならない。中国における

生活環境破壊は,世 界的な食料危機に直結す

る。

3.中 国 に お け る ク リー ン ・コー ル ・テ ク ノ

ロジ ー(CCT)開 発 の 方 向

本年2月,国 連は専門家を派遣 して中国に

おけるCCT開 発への取組み と,国 連による

新規の援助プログラム策定に係わる中国側の

希望等につ いてヒア リングを行った。ヒア リ

ングは,10日 間に4地 域の7関 係機関を訪問

して行 われた。概要 を以下に記す。

3.1開 発推進組織

1994年,環 境対策技術 と革新的な石炭利用

技術の集中的な研究開発 を進めることを目標

として,石 炭部石炭科学研究総院の中に 『煤

炭工業潔浄煤工程技術研究中心』を設置 した。

これが中国のCCT研 究センターである。

暫定的に石炭部(省)の 機関 としているが,

将来は高いレベルの独立機関となるよう,国

家科学技術委員会 をとお して認可を申請中で

ある。

中国の政府機関,準 政府機関の関係は複雑

であるので関係 を図一1に 図示 しておく。な

お,図 示 した機関は本稿 に関係のあるものに

限ってある。

現在は,研 究テーマ別 に省庁 を横断する形

で実施機関が分かれている。

選炭,ブ リケッ ト,液 化 ………石炭工業部

表一6鉱 務局別代表的な産出炭の品質

(単位 成分%)

地 域 鉱務局 灰 分 廃石分 硫黄分

北 京 北 京 22.5 0.10 0.25

河 北 峰 峰 18.1 0.05
0.57
/3.03

山 西 大 同 8.3 0.08 0.95

内 蒙 古 カク林 河 24.4 1.21 0.59

遼 寧 撫 順 11.6 0.01 0.57

黒 竜 江 鶴 岡 17.4 0.47 0.30

山 東 新 紋 16.7 『 0.72

河 南 平 頂 山 23.2 0.01 0.62

広 西 合 山 49.7 1.70 7.02

貴 州 林 束 26.6 一 4.68

陳 西 銅 川 24.4 0.07 4.18

出所 中国煤炭工業年鑑1993

表 一7部 門別 石炭 使 用量 の推 移

(百万 トン)

1985 1991

業 種
消費量 比率 消費量 比率

1.物 質生産部 門 644.0 78.9 919.4 83.3

農林水産業、牧畜 22.1 2.7 2L2 1.9

鉱工業 586.1 71.8 863.6 78.2

(電力、熱供給) 166.2 20.4 297.9 27.0

土木、建築業 5.3 0.7 4.3 0.4

交通、運輸、通信 23.1 2.8 20.2 1.8

商業、流通 7.4 0.9 10.0 0.9

2.非 物質生産部門 15.8 1.9 20.4 1.9

3.生 活消費部門 156.2 19.1 164.5 14.9

合 計 816.0 100.0 1,104.3 100.0

出所 中国統計年鑑1993
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ガス化 中国科学院

複合ガス化発電,流 動床燃焼…電力工業部

3.3開 発研究中の主要テーマ

現状にマ ッチした,必 要度の高い研究テー

マ として,5テ ーマが取 り上げ られている。

(1)石 炭加工(選 炭,ブ リケッ ト)

全国335の 選炭工場で原炭2.8億 トンを処理

し,平 均灰 分17.6%を10%以 下 に して い る

(1994)が,選 炭比率 としては低い。

2000年 までに140工 場 を改造 し,70工 場を新

設 して能力 を5.6億 トンへ倍増す る計画 に

なっている。

環境対策 と輸出商品化対策が狙いで,選 炭

プロセスとして乾式選炭に注目している。

ブリケッ ト生産の方面では,2000年 までに

40工 場 で300万 トン/年 のブ リケッ ト生産 を

目標 としている。

ガス化用の高強度,高 耐水性 ブ リケッ トと

民生用のバ イオブ リケッ トの増産 が狙 い と

なっている。

② 流動床燃焼

現在,3000基 以上の従来型流動床が使用 さ

れているが蒸発量数 トン程 度の小型炉が多

く,病 院やビル等の熱供給に供されている。

数十 トン規模のやや大型のボイラで,坑 口

発電に用いられているものもある。

循 環 流 動 床 燃 焼(CFBC;Circulating

FluidizedBedCombustor)で は,蒸 発量百

トン程度 までのものが実用化 されてお り,220

トンCFBCを 組み込んだコージェネレーショ

ンシステムを建設中 という。

加 圧 流 動 床 燃 焼(PFBC;Pressurized

FluidizedBedCombustor)は 開発研究中で

あるが,開 発 目標は,

・低品位炭の低公害化利用

・大型炉の低公害化

・高効率燃焼機器の開発

・送電目的の300MWク ラスの坑 口発電

・50MWク ラスの低品位炭利用坑口発電

などとされている。

内 閣 省 ・委 員会 庁 レベル 国研 レベル

国務院

蕪≒ 　;:1が蕪ll:

灘1認　 †　
※を付した機関が今回の訪問先

図一1関 係機関の位置づけ
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(3)流 体化輸送(CWM;Coaland

WaterMixture)

北京の清華大学,研 究総院唐山分院などで

基礎研究および実用化研究 を進めてお り,石

臼所(山 東省),北 京には操業中の商業プラン

トがある。

かって,神 木炭(内 蒙古)を 揚子江沿岸の

消費地までパイプライン輸送する案が検討さ

れたが用水確保 など問題点が指摘され,沙 汰

止みとなっている。

CWMに 期待 されている取扱上の利便性に

対す る関心に,日 中間の差を感 じる。

中国炭の輸出商品化対策の感が強い。

(4)燃 焼排ガス処理

新設の火力発電所には設置がi義務付けられ

ているが,処 理後基準は検討中ということで

殆 ど実行 されていない。

廉価な簡易脱硫,脱 硝プロセスの探索 と導

入が模索されている。

(5)転 換利用(液 化,ガ ス化)

都市ガス用にガス化プロジェクトへの関心

は極めて高い。

大阪ガス㈱水添ガス化実用化プログラムの

推進支援の要請を中国科学院か ら受けた。

また,石 炭中の揮発分 の有効利用 として,

ガス,タ ールおよびチャーの取得 を目的 とす

るマイル ドガス化 も期待 されてお り,山 西省

にデモプラン トを建設中という。チャー燃焼

の35ト ンボイラを組込んだシステムで,ガ ス

はガスタービン複合発電に,タ ールは水添 し

てディーゼル燃料 を得 る計画である。

興味 をひかれたのは,石 炭 を原料 として製

造 したジメチル ・エーテル(DME)の 燃料

化である。これは 『便利 な無公害燃料』 とし

て都市 とその近郊に需要拡大中のLPGに 対

して供給余力の先行 き低下 を見越 しだ対策の

一つであって,太 原石炭科学研究所で研究 と

試用が行われていた。

液化研究の現場には,コ プロセ ッシングへ

の傾斜が窺 えた。

3.4検 討中のプロジェク トその他

その他に

・炭層メタンガスの回収,利 用

・ズリからの有用金属などの回収

・石炭灰の有効利用(建 材など)

・排水対策(坑 内水,選 炭排水)

に関する研究が,系 統的にではないが,各 所

で進め られている。

検討中の具体的プロジェクトとしては,

・石炭総合利用都市の建設

・低炭化度炭の低温熱分解

・南西部の高硫黄炭を対象にした,採 炭か

ら利用 までの最適システムの構築

・内モンゴル地区におけ る低品位炭による

坑 口発電

などが紹介 された。

3.5訪 問先点描

ヒア リングの 目的で訪問した機関は,次 の

7箇 所 であった。

(1)大 連化学物理研究所

国家科学技術委員会に直属する中国科学院

(中国科学アカデ ミー,ChinaAcademyof

Science,CAS)傘 下の研究所。旧満鉄 中央

研究所の建物等をそのまま使用 している。

レベルは非常に高 く,石 炭,石 油産業分野

で多くの実績 を残 しているが,現 在,石 炭,

石炭化学関係は全 て太原研究所 に移 ってい

る。触媒ベースのC1化 学に特化 している。
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(2)石 炭科学研究総院(北 京)

石炭部(省)傘 下の研究機関。CCTセ ン

ターが併設されている。

全国に16研 究所 を有 し,総 院の本館 に隣接

する石炭化学研究所では液化,ガ ス化,燃 焼

とコー クス ・炭素材の研究を進めている。

(3)中 国科学院化工冶金研究所(北 京)

CAS傘 下の研究所。化学工学の手法 を冶

金工学に応用す る目的で設立され,現 在は流

動床技術 を各種工学分野に活用す ることに注

力している。

流動層反応器による石炭の接触熱分解 の基

礎研究 を推進 している。

(4)中 国科学院(北 京)

副院長 を表敬訪問。環境対策,石 炭転換に

よる鉄道輸送の代替システム構築の重要性が

強調 された。

石炭水添ガス化技術開発プロジェクトを国

のプロジェク トに格上げ したいこと,CAS

の レベルの高さについて熱 っぽ く,強 い口調

で語 られた。

(5)国 家科学技術委員会(北 京)

警備の厳重な,い かめ しい国務院 ビルにエ

ネルギー部長 を表敬訪問。

話題 は同時期 に訪 中していた米国エネル

ギー省 の官民合わせ て150人 の特大デレゲー
　

ションに集中した。5日 間で34件 の協議書に

調印 されたこと,事 業費の総額が80億 ドルに

上ること,知 的所有権,人 権問題など米国に

とっては必ず しも良 くない時期に挙げた成果

は中国側 としては大成功であること,等 々。

(6)山 西石炭科学研究所

山西省の省都太原にある石炭化学研究の総

本山。大連か ら移動 したスタッフ達が,水 添

ガス化の技術開発 に没頭 している。

原炭 フィー ド24ト ン/日 の大型試験プラン

トを郊外の実験研究センターに見学 した。(図

一2)

黄土高原に続 く盆地上の省都は周囲を山に

取 り囲まれている筈であるが,ス モッグで何

も見えない。

LPGに 代わるDMEコ ンロで湯 を沸か し

お茶 をいれて くれた。

(7)華 東理工大学(上 海)

1952年 開学。学部生8,000人,院 生1,000人,

教官2,000人 。理工系では北京の清華大学 と並

ぶ。

総数で約1,600あ る中国の大学の内,35大 学

灰熔聚粉煤直接氣化24噸/日 中試装置
24t/dpllotplantofashagglomeratingfinecoal

gasification

灘 鱗難 懸籍繰1響i濾韓1
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図 一224ト ン/日水添ガス化パイロッ トプラン ト

(山西石炭科学研究所)
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が国家教育委員会直属の国立大学で,本 学 も

その一つ。

従来,大 学は教育,研 究はアカデ ミー と厳

しく区分けされていたが,最 近では大学の研

究が乏 しい予算の下で 目覚 ましい成果を挙げ

てお り,見 直されてきているとのこと。

若い頭脳による集団の力であると副学長が

強調 していた。

石炭総合利用,環 境工学に注力 している。

乾燥 した北部か ら南下すると,江 南の大地は

みずみず しい。

25万 坪の広大なキャンパスには豊かな水に

写 る常緑樹の影が新鮮であった。

完全寄宿制で,チ ベ ッ トを除き台湾 を含む

全省から学生が参集 している。(図 一3)

あとがき

中国は,エ ネルギー資源に恵まれ,す でに

世界有数のエネルギー生産国でもある。人口

1人 当た りのエネルギー消費量が先進国に比

して格段に低いので,現 状ではともか くもエ

ネルギー需給は均衡 している。

肢行的なインフラ整備の現状 と極端な地域

間格差の存在が円滑な発展を阻害する要因と

して懸念されているが,中 国の生産活動は急

速に発展 してお り,導 入技術に支えられた工

業技術 レベルは,国 際 レベルへの到達 もまじ

かと考えられる。同時に,エ ネルギー需要 も国

際水準で計 られ るレベルに近づ くであろう。

需要が膨れ上が り,エ ネルギー需給の均衡

が破れたとき,全 世界の受ける影響は計 り知

れない。

すでに,原 油輸入国への傾斜は予想以上に

急速で,1993年 の原油処理量12,800万 トンに

対 し同年の輸入量は1,560万 トンであった。

中国において石炭利用の拡大 とエネルギー

利用効率の向上が待 たれる所以である。

生産の面では,生 産性向上 と輸送手段等の

改善が,利 用技術の面では,環 境保護の観点

か らも,今 の中国の石炭生産者,消 費者に受

け入れ られやすい,現 状にマッチした選炭,

脱硫技術の開発 と普及が,当 面の課題 とされ

ている。

晦欝羅響麟 鱗懇
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図一3華 東理工大学の構内
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湊湊潔潔潔潔濾葵

エ ネ テ ク ドリーntム21(そ の10)

「新 エネル ギー は流れ うるか
　 　 　 　

新エネルギー導入促進小綱のすすめ」

よ し や こう き

与志耶 劫 紀

潔湊潔潔潔潔潔潔

§1.は じ め に

(1)国 の 「長期エネルギー需給見通 し」及び

「石油代替エネルギー供給 目標」の改定(平

成6年9月13日)

我が国のエネルギー政策における最高意志

決定機関である 「総合エネルギー対策推進 閣

僚会議」の第24回 会合が,平 成6年9月13日

開催 され,「 長期 エネルギー需給見通 し」及 び

「石油代替エネルギー供給 目標」(いずれも政

策 目標年次は,西 暦2010年 度)の 改定がなさ

れ,更 に後者については,「石油代替エネルギ

ーの開発及び導入の促進に関す る法律」に基

づいて同日の閣議に諮 られ閣議決定された。

た。即 ち,「地球環境対策 との直接 リンクした

最初の長期エネルギー需給見通 し」なのであ

る。具体的には,平 成2年(1990年)10月 地

球環境保全に関す る関係閣僚会議において決

定 された 「地球温暖化防止行動計画」におい

て示 されている温室効果ガスの排出抑制 目標

の達成を可能 とす るため,① 強力なエネルギ

ー需要の抑制 と,② 原子力,新 エネルギー等

の非化石エネルギーの大量導入を織 り込んだ

ものとなった。

そして,エ ネルギー供給体制については,

エネルギー価格低減のための 「エネルギー供

給の効率化」が打出され,電 力市場,石 油市

場などエネルギー市場に係る規制緩和が推進

されるところとなった。

(2)今 回の 「長期エネルギー需給見通 し」の

改定の特徴は,「地球環境対策 との直接 リン

ク」である

今回の 「長期エネルギー需給見通 し」の改

定は,前 回改定(平 成2年10月)以 降のエネ

ルギー情勢の変化のほか,平 成6年(1994年)

3月21日 に発効 した 「気候変動に関する国際

連合枠組条約」に基づ く,我 が国の温室効果

ガスの排 出抑制に関する行動計画を平成6年

9月21日 迄 に通報す る義務 との関連で行 われ

(3)「新エネルギー導入大綱」の策定(平 成6

年12月16日)

平成6年(1994年)12月16日 開催 された第

25回 総合エネルギー対策推進閣僚会議 におい

て,「新エネルギー導入促進 を図 り,平 成6年

9月 に閣議決定された 『石油代替エネルギー

の供給目標』を達成するため,国 全体 の指針

として」(原 文のまま)「新エネルギー導入大

綱」(以 下,本 稿において 「導入大綱」と略称

する。)が 策定された。
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導入大綱の策定は,今 回が初めてであ り,

エネルギー対策の推進に関係す る全省庁の合

意文書 として取まとめられたところに大 きな

意義がある。

この導入大綱が策定 されたか らには,「石油

代替エネルギーの供給 目標」に示 されている

「新エネルギーの供給 目標」は今度 こそ必ず

や達成されるものと,国 民の期待は大 きいの

である。

即 ち,導 入大綱では 「4.重 点導入を図る

べ き新 エネルギーに関す る導入施策及び 目

標」において,各 新エネルギーについて,制

約要 因の分析 を行い,こ れを踏えた 「導入の

ための施策」を挙げたあと,「上記施策 を講ず

ることによ り,『石油代替エネルギーの供給 目

標』の前提 となっている2000年 度及び2010年

度における(導 入量)の 導入を目指す」旨記

述されているか ら,こ れ らの施策は本来 「十

分条件」 としての性格 を持つべ きものとして

位置付けられている。

(4)新 エネルギーは,春 先の雪解 け水のよう

に,発 生 すれば速やかに流れうるか

では,こ の導入大綱の策定により,新 エネ

ルギーは,清 洌な春先の雪解け水のように,

発生すれば速やかに低 きに向って 「流れ うる
み ち

回路」(フローパス)が 与えられ,若 草 を育て,

大地 をうるおす ことができるような仕組み

(施策体系)と なっているのだろうか。

本稿は,か か る観点か ら導入大綱の記述体

系の分析に基づ いて考察 した ところを述べ,

「今後 ,各 新エネルギーが有する固有の導入

制約要因を踏 えた適切 な導入支援策 を策定す

る。」に際 して政策担当各位の参考 にして頂け

ればと願 う次第である。

(5)「新エネルギー導入促進小綱」の位置付 け

(i)「 大綱」の意味するところ

大綱=「 根本的な事柄。おお もと。大要。」

(広辞宛)

(「綱」=「おお もと。守 るべき根本の

きまり」(広 辞宛)

大綱=「 ①おおつな。おおもと。根本。

②あらすじ」(漢 語林)

とあ り,総 合エネルギー対策推進閣僚会議

が国の最高のエネルギー政策に関する指針

として決定す る文書の名称に,相 応 しいも

のと思われる。

(ii)「小綱」の意味す るところ

「小綱」は辞書には採録 されていない。

国の 「大綱」に対位す るもの として,本 稿

において表現 を工夫 したところのものであ

る。辞書では,

「小」=「① ちいさい。価値 などの大き くな

いこと。

㊤いや しい。つ まらない。つた

ない。

④ ちいさい もの。つ まらないもの。

①の体言化」(漢 語林)

とあるので,本 稿においては,そ の題名 を,

「民間個人の考察による,大 して価値のない

事柄 を取まとめた もの」とい う意味で,「小綱」

とさせて頂いた。

即 ち,「新エネルギー導入促進小綱 のすす

め」(以 下,本 稿において 「促進小綱」と略称

す る。)は,国 の導入大綱 を補完することを狙

いとしているが,内 容的に納得 して頂けるも

のがなければ 「すすめ」(政 策提言)と はなり

えない。これは相 当に辛い作業であると思わ

れ る。
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§2.21世 紀を目指 した我が国社会のエネル

ギー需給システム構築の視点

平成7年(1995年)は 戦後50年 とい う節 目

の年に当た り,戦 後社会の構造変革の必要性

が指摘されている。電力市場についてみると,

平成7年7月1日 で現行の電気事業法は施行

30周 年を迎 えるのだが,規 制緩和に向けた改

正案が国会審議中であ り,「エネルギー需給 シ

ステム」においてもその効率化のための変革

が実現されようとしている。

このように21世 紀の到来を間近かにした社

会の激 しい変革の波に対 しては,こ れを支え

るエネルギー需給システムにおいても果敢な

変革 をなし遂げ,「21世紀社会の新 しいエネル

ギー需給システム」を構築 していかなければ

なちない。

この 「21世紀社会の新 しいエネルギー需給

システムの構築」の視点 として,次 の5項 目

を挙げ ることとしたい。

視点1=ラ イフスタイル と思考方式の変革に

よる文明の転換

① 従来の省資源,省 エネルギー を更に発展

させ,社 会構造の変革により,シ ステム的

に推進す るとともに,「省資源,省 エネルギ

ー的ライフスタイルへ と転換」する。 また,

「物質的充実,快 適性の追求に節度を求め

るよう思考方式を変革」す る。

② 地球生物 として,そ の生存基盤である地

球環境を「痛めない,傷 つけない,破 壊 しな

い」ことを,ラ イフスタイルの基本 とする。

③ 産業廃棄物,生 活廃棄物の減量 ・処理対

策を徹底す るとともに,資 源 リサ イクルを

極限 まで追求す る。

視点2=大 規模集中型エネルギーシステムど

小規模分散型エネルギーシステムの共

存 によるエネルギー供給システムの効

率化 と需要変動への対応

このような両システムの共存は,そ れぞ

れのメ リットを活か し,デ メリットを補完

し合 う合理的かつ効率的なエネルギーシス

テムの確立をもたらす ものである。

視点3=需 要者の論理に立脚 したエネルギー

需給 システムの実現 と,地 球環境維持

のための産業構造の転換

①21世 紀においても我が国社会の活力を醸

成 してい くためには,需 要者の論理に立脚

したエネルギー需給システムを構築するべ

きである。 このため,需 要者がフェアにエ

ネルギー を選択できるよう「代替 システム」

を用意す るとともに,規 制体系 を大幅に簡

素化 し,新 しいエネルギー技術の普及 と,

自己改革 を支援 してい くこ とが必要 であ

る。

② また,新 しいエネルギー技術が未だ十分

な経済性 を有し得ない段階においても,そ

の横断的普及を推進 していくためには,「地

球環境の維持 を企業行動の基本的視点に据

えるよう」産業構造の転換を強力に図って

いくべ きである。

視点4:「 省エネ,節 エネ,創 エネ」を基本

とす る 「全員参加型エネルギー確保社

会」への転換

① 従来,石 油,都 市ガス,電 力等のエネル

ギーは,各 エネルギー産業による供給に依

存 してきたが,21世 紀社会におけるエネル

ギーの確保,地 球環境問題への対応に当た
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っては,社会構成貝全員による理解 と協力,

並びに主体的参加がなければ,全 体 として

の効率的達成は望み得ない。

② 日常生活における 「省エネルギー」だけ

では十分でな く,ラ イフスタイル自体の変

革等による,エ ネルギー そのものを使わな

い 「節エネルギー」の社会 システムの構築

が必要であ り,更 に社会構成員に対して太

陽光発電,風 力発電,未 利用エネルギーの

有効利用等の 「創エネルギー」への参画 を

求めていかなければならない。

③ このような転換は,「全員参加型エネルギー

確保社会」として特徴付け られるのである。

視点5:「 地球環境義勇軍」の発動

① 地球環境の維持 ・防衛のためには,大 き

なコス ト負担を覚悟 しなければならない。

このコス ト負担の形式 として,社 会構成員

各 自が,「地球環境 を防衛するためには,相

対的に割高であっても,ク リーンエネルギ

ー(新 エネルギー)を 使用する義勇軍的選

択を行 う」 ことは,極 めて貢献度の高い行

動 である。即 ち,社 会構成員の意識の改革

と決断によって,「 地球環境義勇軍」は組織

され,発 動 されるのである。

② この 「地球環境義勇軍」は,新 エネルギ

ーの導入促 進 を推進す る行政当局 によっ

て,い ろいろな形でオーソライズされ,助

成 ・支援 され ることが必要である。平和国

家を目指す我が国の立場か ら見れば,「義勇

軍」 という言葉は不適切 との指摘を受けか

ねないが,「 コス トは割高であっても,ク リ

一ンエネルギーを使 うのだ」 という決断は

英雄的行為ではないだろうか。他によい表

現があったら,是非 ご教示頂 きたいと思 う。

§3.新 エ ネ ル ギ ー に よ る電 力 の 発 生 と,「 流
み ち

れ うるための回路」形成の不可欠性

(1)発 生電力の低 きに向って 「流れうるため
み ち

の回路」(フ ローパス)形 成の不可欠性

研究開発の実施により新エネルギー技術が

確立すれば,新 エネルギーから 「電力」 を発

生 させ ることができるが,そ れが2次 エネル

ギー として有用な仕事 をなすためには,そ の
み ち

場所 まで 「流れてい く回路」が接続 されてい

なければならない。

ところが,こ れまでの現実にあっては,こ

の 「新エネルギーにより発生 された電力が,
み ち

使用される場所まで「流れうるための回路(フ

ローパス)」が形成 されえなかった。」 という

ことである。

(2)フ ローパスが形成 されえなかった要 因

① 買手側が設ける「経済性」とい う「しきい」

(i)新 エネルギー発電は,小 規模分散型発電

であ り,単 純に発電原価を見れば,電 気事

業者が保有する原子力発電や石炭火力発電

の耐用年発電原価(発 電所におけ る生産原

価であり,送 電 コス トは含 まない。)と比較

されれば,「高い」ということになる。即 ち,

新エネルギーによる発生電力に とっては,

原子力発電や石炭火力発電の発電原価が,
いき

「流 れ う るた め の 閾値 」(注1)とな っ て い る の

いき

(注1)「 閾」=刺 激 の強さ を連続的 に変化 させた ときの,生 体 に反応 を起 こすか起 こさないかの限界。(岩 波国語辞 典)

=① 門戸 の内外 を区切 る もの。 しきい。

② 〔心〕(Threshold)刺 激は或 る程度以上 にな って初め て感 じられ るが,こ の境 目にある知覚 ・反応 また

は その時の刺激量(閾 値)を い う。(広 辞苑)
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である。

(ii)電 気事業者の経営方針 として,「電気料金

の引下げ」が掲げられれば,す べての分野

において経費の節減が要求 される。即 ち,

卸電力にしろ,自 家発余剰電力に しろ購入

す る電力の価格については,徹 底的な引下

げ要求がなされることは明白である。べ一

スとなる原子力発電や石炭火力発電の発電

原価 より高い価格で購入契約 をしようとす

れば,例 えそれが地球環境対策上有意義 な

新エネルギーによる電力であって も,社 内

の決裁は得 られない。その窓 口担当者は,

会社の経営方針に沿ったコス ト低減への真

剣な努力 を しなかった者 と判 断され るか

ら,職務 に誠実な模範社貝であればある程,

鬼 となって新エネルギーによる発生電力 を

買い叩 くということとなる。これでは,原

子力発電 より安い新エネルギーによる電力

でなければ,「 流れえない」のである。その

ような優れた経済性 を有す る新エネルギー

発電は今のところ見当たらない。

② 電力市場における制度的環境による阻害

(i)電 気事業連合会による 「新エネルギー等

分散型電源 か らの余剰電力 の購入につい

て」の公表(平 成4年2月)

エネテクドリーム21(そ の8)§1(1)② で

紹介 したとお り,こ の基本方針 は,「太陽光

発電,風 力発電,燃 料電池などの新エネル

ギーは,今 後の技術開発や コス トダウンに

より経済性や信頼性のさらなる向上が期待

されている。」との認識の もとに,電 力業界

としてのこれら分散型電源の実用化に対す

る支援 ・協力の姿勢を明確 にしたものであ

り,次 の3項 目より成っている。

① 自家発電 として導入される分散型電源

について,一 定の条件の下で電力系統へ

の連系希望に応 じるとともに,余 剰電力

は積極的に購入 してい く。

⑤ 余剰電力の購入方針 については,廃 棄

物発電では平成3年1月 公表した基本方

針に沿って具体的購入を行ってきたが,

今後 も一層積極的にすすめて廃棄物発電

の推進に協力する。

⑪ 余剰電力の購入単価 については,次 の

とお り。

@太 陽光発電及び風力発電について

は,今 後の技術開発によって商用化が図

られるまでの間は,「お客 さま」への販売

単価を限度に積極的に購入していく。

⑤ また,燃 料電池発電について も,廃

i棄物発電 と同様の考 え方で評価 し,積

極的に購入 してい く。

なお,こ の基本方針は,平 成4年4月 か

ら電気事業各社により適用が開始 され,新

エネルギー発電の普及発展に大 きく貢献す

るところとなった。 しかしながら,こ の基

本方針が示 した余剰電力の購入単価の区分

的適用は,優 遇されなか った新エネルギー

発電の量的普及の意欲 を喪失させ ることが

危惧される。何故,こ うなるのか,以 下に

考察す ることとしたい。

(ii)平 成4年2月 の電気事業連合会基本方針

におけ る,新 エネルギー発電に対する購入

単価の区分的適用

① 太陽光発電及び風力発電に対する優遇

的適用一一発生電力が 「流れうるための
み ち

回路」は接続された。

「今後の技術開発によって商用化が図ら

れるまでの間」 という期間限定付 きでは
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あるが,太 陽光発電及び風力発電による

発生電力は,「一定の条件の下 で電力系統

への連系希望に応 じるとともに,余 剰電

力は積極的に購入 してい く」,かつその購

入単価 については 「お客 さまへの販売単

価」即ち,従 量料金(約21円/kWh～25円/

kWh)と 同じ価格 で購入する。」との電気

事業者の基本方針の確立によって,そ れ

が速やかに低 きに向って 「流れ うるため
み ち

の回路」(フ ローパス)が 接続 されたこ と

になる。この基本方針の確立は,今後の太

陽光発電及び風力発電の普及 を促進す る

上で,大 きな動機付け となるものである。

平成7年 初頭の太陽光発電設備(出 力

3kW程 度)の 建設費は500万 円～700万 円

程度 と言われているか ら,大 金 を支出し

て太陽光発電設備 を設置す る者は,ま さ

に 「地球環境義勇軍」である。従 って,

国による建設費の補助制度が逐年拡充 さ

れたことが「地球環境義勇軍」(純 粋に平

和部隊である。)の創設行為であるとす る

なら,電 気事業者による 「系統連系 ・発

生電力の従量料金等価購入」は,「 地球環

境義勇軍」の行動に対する強力な支援措

置であると評価 される。

⑪ 廃棄物発電及び燃料電池発電に対す る

購入単価の適用

平成3年1月 公表された電気事業連合

会による「廃棄物発電への協力について」

によれば,余 剰電力の購入単価について

は,「廃棄物発電によって軽減される電力

会社の火力発電 コス トを目安 とし,安 定

性等供給力として期待 できるものについ

ては,固 定費及び燃料費相 当の高い評価,.

それ以外については燃料費相 当の評価 と

す る。」 とされている。

この購入単価 によれば,「高い評価 を受

けた場合」で平 日昼 間9.6円/kWh～12.5

円/kWh,「 その他の場合」では4.1円/kWh

～4 .7円/kWh程 度に止まるのであって,

電気事業者の側か ら見た自家発余剰電力

の購入基準その ものである。太陽光発電

及び風力発電による発生電力が 「系統連

系 ・発生電力の従量料金等価購入」によ

る優遇措置 と比べたとき,そ の差は際立

っている。

今回の 「長期エネルギー需給見通 し」

の改定において,大 幅に後退 した新エネ

ルギーの導入量の中で唯一量的普及が確

実に期待できるものとして新規施策の対

象 とされた廃棄物発電発生 電力 に対 し

て,火力発電の回避原価 という厳 しい「閾

値」条件を適用するのだから,そ の発生

電力が速やかに低 きに向って 「流れ うる
み ち

ための回路」の接続について,新 エネル

ギーによる発生電力であって も特別 な優

遇措置は しない,と いうことである。

因みに,導 入大綱においては,廃 棄物

発電の導入促進施策の項 において 「3)電

気事業者が提示の中で,余 剰電力購入メ

ニューにおいて,廃 棄物発電からの購入

単価については,そ の特性 を配慮 したも

のになるよう見直 しを促す。」と明示され

ており,電 気事業者による早急な対応が

期待 され るところである。

③ 技術的,物 理的周辺条件の未整備

廃棄物発電や燃料電池発電 を実施 する者

が,電 気事業者が公表 ・提示 している 「余

剰電力購入メニュー」による売電 を呑んだ
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として も,そ の売電量が小 さい(1,000kW

～2 ,000kW)場 合には,第2の 「しきい」が

課 されることとなる。 それは,「買電引取

コス ト」 ともいうべ きものである。

即 ち,当 該廃棄物発電や燃料電池発電 を

実施する場所(自 家用発電所)の す ぐ近 く

まで,電 気事業者の高圧送電線が来ていな

い場合 にあっては,買 電用の高圧送電線の

建設費が高 くて割に合わないとの理由で,

余剰電力の購入を渋 られるところとなる。

このため,廃 棄物発電等の実施者にあって

は,「 電力会社 に電気 を買 って貰えないの

で,廃 棄物発電所の出力は所内電力を賄 う

だけの範囲に押えることとし,余 った熱エ

ネルギーは大気 などに捨てて了う」設計 と

なる。余剰出力が僅か1,000kWで あったとし

ても,太 陽光発電設備(出 力3kW級 で考え

る)の300台 分に相当す る電力であ り,地 球

環境対策上 はもとより国民経済的見地か ら

みて も極めて大 きい損失である。

一方
,電気事業者の現場の者からすれば,

「僅か1 ,000kWの 購入電力 ならわざわざ巨

費を投 じて高圧送電線 を建設 して高い電気

を買 う必要 はない。」というミクロの合理性

は成立 しているから,厄 介である。

このような事情で,廃 棄物発電による発
み ち

生電力が速やかに 「流れうるための回路」

が接続 されない事態を回避するための,例

えば送電線建設費の特利融資な どの有効な

施策が構 じられ る必要がある。

本格的に進展 しなかったのは,新 エネルギー

発電 自体の高 コス ト要因と,電 気事業者によ

り設けられた 「原子力発電及び石炭火力発電

並 みの経済性 という閾値適用」の重な りが理

由であった。このため,新 エネルギーにより
も

発生された電力は,そ れが使用される場所に
み ち

向 っ て 「流 れ う る 回路 」(フ ロー パ ス)を 接 続

さ れ る こ とが で きな か っ た の で あ る。
　 ゆ 　 　

今回の 「新エネルギー導入促進小綱」がそ

の立稿の目的を達成 しうるか否かは,各 新エ

ネルギーの技術的特性 に着 目して,「発生電力

のフローパスが 自律的に形成 され るもの とな

っているか。」を論証できるか否かにかかって

いる。「新エネルギーは流れ うるか」検証 され

なければならない。

新エネルギーによる電力に対す る経済性 と

い う 「閾」を打開するためには,地 球環境対

策 という価値観 を或る部分では経済的合理性

よりも上位に置 くとい う価値観の変更が必要

である。そのためには,そ れぞれの新エネルギ

ー発電について 「公正かつ公平な地球環境対

策上の有効性の評価」を行い,こ れを広 く国

民の間に普及させていかなければならない。

導入大綱における各新エネルギーの地球環

境対策上の評価は,必 ず しも明確に示されて

お らず,か つ正確 さを欠 く部分 も見られ るの

であると思われ る。

§5.国 の 「新エネルギー導入大綱」(平 成6

年12月16日)の 記述体系

§4.新 エネルギーによる発電に対する「地球

環境対策上の有効性」の評価の欠如

これまで新エネルギーによる発電の導入が

導入大綱の記述の体系は,大 要次のとお り。

(1)新 エネルギー導入の必要性

① エネルギー安定供給のため, 資源供給
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の面か ち見て制約の少ない新エネルギー

導入推進の必要性

② 新エネルギーは,地 球環境負荷 の少な

いエネルギーであ り,「地球温暖化 防止行

動計画」におけるCO2排 出抑制 目標の達

成のための導入拡大の必要性

③ 未利用エネルギーの活用等新 しい形態

のエネルギー供給の導入への期待。

(2)新 エネルギーの現状 と課題

基本的技術が確立し,技 術的に見て実用可

能 なものもあるが,ま だ経済性に劣 るため,

導入が進んでいない。

新エネルギーのコス トの引下げ

・技術開発の継続

・経済性 ,制 度的環境,関 連施設整備等

の問題解決のための施策の展開

(3)新 エネルギー導入促進に関する基本的考

え方

① 重点導入を図 るべ き新エネルギー

再生可能エネルギー

リサイクル型エネルギー

従来型エネルギーの新利用形態

② 各新エネルギーに適合 した導入促進策

の策定

(i)新 エネルギーの導入が進まない要因

は,技 術的な問題,経 済性,制 度的問

題等様々であ り,置 かれている状況は

新エネルギー毎に異なっている。

㈹ 効果的導入促進のため,「本大綱を踏

まえて,今 後各新エネルギーが有する

固有の導入制約要因に配慮 した適切な

導入支援策を策定す る。」

③ 経済性の向上に資する供給需要両面か

らの施策の展開

④ 関係省庁が一体 となった施策の推進

⑤ 地域レベルで導入の取組みの期待 とこ

れに対する支援

⑥ 民間事業者,国 民の取組みへの期待

⑦ 国際協力の推進

(4)重 点導入を図 るべき新エネルギーに関す

る導入方策及び 目標

① 太陽光発電

② 太陽熱利用

③ 廃棄物発電等

④ クリー ンエネルギー 自動車

⑤ コージェネレー ション

⑥ 燃料電池

⑦ 未利用エネルギー活用型熱供給

⑧ その他の再生可能エネルギー(風 力発

電,波 力エネルギー等)

大綱策定の手法 としては,各 エネルギーに

関す る導入促進のための施策を詳細に列挙 し

たのち,「上記施策 を講ず ることにより,『石

油代替エネルギーの供給 目標』の前提 となっ

ている2000年 度で約○○万k2,2010年 度で約

○○万國の導入 を目指す。」とされている。即

ち,列 挙 されている諸施策は導入量実現のた

めの十分条件 と提示されているところに特徴

がある。果 たして,新 エネルギーによる発生
み ち

電力が速やかに 「流れ うるための回路」は,

担保されているのだろうか。

§6規 制緩和下における新 エネルギーによ

る発生電力のフローパスの体系

(1)電 力供給体制の柔軟化 と規制緩和措置

平成5年12月1日 付けの総合エネルギー調
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査会基本政策小委貝会 中間報告において打出

された,「一層の効率性 を目指 した」「電力供

給体制における柔軟化」の方向は,平 成6年

6月 の電気事業審議会基本問題検討小委員会

中間報告(第1次 報告)及 び同年12月 の同小

委員会 中間報告(第2次 報告),並 びに平成7

年1月 の電気事業審議会料金制度部会中間取

りまとめにおいて,具 体的枠組みが明 らかに

された。 そして,こ れ らの答申の内容 に沿っ

た電気事業法の改正案が現在国会において審

議中であ り,政 省令等の整備ののち,平 成8

年1月 頃からの施行が予定 されている。

現在の電気事業法は,昭 和40年7月1日 か

らの施行であるか ら,平 成7年7月1日 で30

周年を迎えることとなるが,31年 目か らは「改

正電気事業法」 として 「柔軟な電力供給体制

の時代」 を展開す ることとなる。

(表一1参 照)

(2)「柔軟な電力供給体制」時代 における新工

ネルギーによる発生電力」のフローパスの

体系

(図一1参 照)

電気事業法の改正等がなされ,「柔軟 な電力

供給体制」の実現に向けた一連の規制緩和措

置が実施 された場合 において,「新エネルギー

による発生電力」のフローパスは どう構想さ

れているのかについて,(1)で 述べ た各種審議

会答申の内容か ら整理すると,図 一1に 示す

ようになる。

① 新エネルギー(再 生可能エネルギー及び

リサイクル型エネルギー)源 により発生さ

れた電力は,「分散型電源発生電力」として,

電力市場に入ろうとする。

② 分散型電源発生電力のフローパスは,「自

家消費電力」,「特定地点供給事業者によっ

て特定地点需要家に販売される電力」,「自

家発余剰電力 として一般電気事業者に売電

される電力」並びに電源市場入札制度によ

り落札されて供給 される 「電源市場調達電

表一1総 合エネルギー政策における規制緩和関連答申経緯

総合エ ネル ギー 調査会 等

H5.12.1基 本政 策小 委 貝会 中間報告

H6.6.21需 給 部会 中間 報告(第10次)

H6.9.13「 長 期 エ ネル ギー 需給 見通 し」 の 改

定(総 合 エネ ル ギー対 策推 進 閣僚会

議)

H6.12.16「 新 エ ネル ギー 導 入大綱 」の策定(総

合 エ ネ ル ギー対 策推 進 閣僚会 議)

電 気 事 業 審 議 会

H6.6.13電 力基本問題検討小委貝会中間報告

(第1次 報告)
～競争原理の導入による電力供給の

効率化へ向けて～

H6.6.23需 給部 会 中間 報告

H6.12.7電 力基本問題検討小委員会中間報告

(第2次 報告)
～電力供給の効率化に向けての競争

原理導入の具体的方向～

H7.1.26料 金制 度部 会 中間 取 りま とめ

～電気 料金 制 度の 見直 しにかか る基

本 的方 向 につ いて ～
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図 一1新 エ ネル ギー に よる発生 電 力 のフ ローパ ス体 系(説 明図)
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熱 エ ネ ル ギー 熱 需 要 家

力」の4種 類に区分できよう。前2者 のフ

ローパスにについては,特 段の支障 となる

「しきい」 は認められない。

③ 新エネルギーによる発生電力のフローパ

スの うち,「 しきい」の存在が予想 されるの

は 「自家発余剰電力 として一般電気事業者

に売電される電力」,及 び「電源市場調達電

力」の場合である。本稿で主眼 としている

廃棄物発電 による発生電力の フローパ ス

は,「自家余剰電力 として一般電気事業者に

売電され る電力」の場合であった。そのフ

ローパスに置かれ る 「しきい」の高さにつ

いては,§3で 詳述 した ところであ り,具 体

的には電気事業者によって提示された 「余

剰電力購入 メニュー」である。

④ 新 しい 「電源市場調達電力」 として,電

力市場に新規参入す る 「非電気事業者」に

より供給される電力に対 しては,各 電気事

業者により 「電源調達入札実施評価基準」

が厳格な 「しきい」 として提示 されること

となる。

§7.「 新エネルギーによる発生電力」の フロ

ーパスの自律的形成のための施策の体系

(1)ベ ク トルが異なる 「総合エネルギー政策」

の掲げる二つの 目標

今 回の国の 「長期エネルギー需給見通 し」

の改定は,エ ネルギー需給の現場(フ ィール

ド)に おいて直角に交又す る二つの目標 を追

求 している。即 ち,「 エネルギーの安定供給」

目標を別にして考えると,エ ネルギー需給に

係 る 「経済性の達成」ベ クトルと,「地球温暖

化防止」ベ ク トルは直角に交又 している。 し

かも,こ れら両ベ クトルに接点を持たせ るこ

とは,容 易なことではない。

「経済性の達成」ベ クトルに沿って,「一層

の効率性 を目指 し」ての 「電力供給体制の柔
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軟化J政 策には,そ れ 自体,コ ス トの高い「新

エネルギーによる発生電力」の積極的導入 を

含みえない。他方,「 地球温暖化防止」ベ ク ト

ルに沿えば,温 室効果ガスの排出抑制のため,

非化石 エネルギー を最大限導入してい くこと

が必要 であ り,導 入大綱に示 された諸施策の

実施によ り2010年1,410万k2の 新エネルギー

の導入を実現しなければならないということ

になる。 しかしなが ら,新 エネルギーは未だ

割高であり,原 子力発電 と同じレベルの経済

性は有 しえない。

方向の異なる両 目標ベ ク トルに接点 を持 た

せる政策方向としては,

アクセス1政 策的助成 により新エネルギ

ーの経済性 をカサ上げする。

アクセス2「 地球温暖化防止」を 「経済

性の達成」に優先させ,新 エ

ネルギーによる発生電力の自

律的引取 を制度化する。

アクセス3経 済的にはなお若干割高 とな

るが,新 エネルギーを導入 し

ようとする電気事業者に対 し

て電気料金制度上の保証を与

えるとともに,特 に必要な場

合にあっては価格差補填等の

助成を行 う。

が考えられ るが,具 体的施策はこれらの組合

せにより構築 することが適切 である。

(2)「 新エネルギーによる発生電力」フローパ

スの自律的形成のための施策体系の提案

〔1〕 経済性 という 「閾」の打開(提 案)

① 新エネルギー供給側におけるコス ト引

下げ

・建設 コス トの引下げ(生 産技術 の合理

化,量 産効果の確保等)

・ランニングコス トの引下げ

・発電効率の向上

・長寿命化等

② 国,地 方公共団体等による建設費の大

幅助成

③ 新エネルギー購入側における 「電力購

入単価の見直 し引上げ」

特に,廃 棄物発電については,導 入大

綱4.重 点導入を図るべ き新 エネルギ

ーに関す る導入方策及び目標,(3)廃 棄物

発電等の中で,「導入促進を図 るための施

策」の一つ として,「3)電 気事業者が提示

してい る余剰電力購入 メニュー におい

て,廃 棄物発電か らの購入単価について

は,そ の特性 を配慮 した もの となるよう

見直 しを促す。」との国の方針が示 されて

いる。

〔II〕 発生電力の自律的引取 りと,国 による

価格差補填(提 案)

新エネルギーによる発生電力は,新 し

く設けられ る電源市場入札制度による場

合は別として,当 該地域の電気事業者が自

律的に引取購入することを,制 度化する。

但 し,或 る一定の範囲の価格 を基準 と

して,そ れ を上 回る売電価格につ いては

その差額は国が補損す るもの とす る。

このような制度は,極 めて合理的であ り,

自律的引取 りはヨーロッパでは多 くの国

で制度化 されている。

〔III〕リサイクル型エネルギーの地球環境対

策上の有効性の積極的評価(提 案)
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① 従来か ら 「再生可能エネルギー」に対

しては,共 通認識 として 「CO2を 発生 し

ないエネルギー」 との評価が与えられて

いるが,今 回の 「長期エネルギー需給見

通 し」及び 「新エネルギー導入大綱」に

おいて 「リサイクル型エネルギー」とし

て分類 されている 「廃棄物発電,ゴ ミ処

理廃熱等,黒 液 ・廃材等」については,

地球環境対策上の有効性については,新

エネルギーの一般評価 としての 「環境負

荷の少ないエネルギー」 としての位置付

けが与えられているのみで,積 極的評価

は記述 されていない。

例 えば,2010年 度において400万kWの 導

入目標が示 されている 「廃棄物発電」を,

地元住民や地方議会の反対意見や慎重意

見 を説得 して立地推進す るとの動機付け

があいまいで,迫 力あるものとは感 じら

れないのである。人類の生存の可否に係

る21世 紀の地球環境問題への対応,地 球

温暖化防止への国民の行動において廃棄

物発電等の普及促進がいかなる有効かつ

重要な意識 を有するか明確に評価認識 さ

れていなければならない と考える。

② リサイクル型エネルギー として挙げ ら

れている 「廃棄物発電,ゴ ミ処理廃熱,

黒液・廃材等」の主成分は,「バイオマス

エネルギー」である。バイオマスエネル

ギーは,そ の成育過程において大気環境

(地球環境)中 のCO2を 炭酸同化作用に

よ り固定 してつ くられた もので あるか

ら,こ れを燃焼 させて も地球環境中にお

けるCO2を 増やすことにはならない,と

いう地球環境対策上極めて好ましいエネ

ルギーなのである。

IEA(国 際エネルギー一一ee関)で は,こ のよ

うな考 え方に基づ いて,バ イオマスエネルギ

ーは 「再生可能エネルギー」の一つ として積

極的にその導入を図るべ きとしている。

lPCC(気 候変動に関する政府間パネル)

の第2次 評価報告書(1995年 秋の予定)の 草

案においても,廃 棄物利用はバイオマスエネ

ルギーに分類 されており,「バ イオマス燃焼の

際に放 出されるCO2は,バ イオマスを成長 さ

せ るために大気から取除かれるときに補償 さ

れ るので,持 続的に育てられたバイオマスを

使 うことによる正味のCO2の 増加はない。も

う一つの特徴は,そ の低い硫黄含有量に由来

する大気汚染面の特徴である。……」 として

い る。

このような評価は,米 国等で一部実施 され

ている地球環境対策 として 「化石燃料の使用

に見合 うCO、 を吸収 固定す る植林 を実施す

る方策」と対をなす ものである。

「CO 2を 増や さない,中 立性のあるエネル

ギー」 としてのバイオマスエネルギーの評価

は,残 念乍ら,総 合エネルギー調査会報告書

にも,導 入大綱にも全 く触れられていない。

今後,地 球環境対策(温 暖化防止対策)と し

ての有効性について,正 当な評価が広め られ

てい くことを強 く期待 したい。

〔IV〕 電源調達入札実施の評価基準 における

廃棄物発電の公正な評価(提 案)

平成6年12月 の電気事業審議会電力基本問

題検討小委員会中間報告(第2次 報告)で は,

II.発 電事業への新規事業者の参入促進2.

電源調達 についての入札制度B.入 札の実

施方法について(4)評 価基準 において,

「プロジェク トの優劣を評価するに当たっ
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ては,応 札価格の水準が大 きな比重を占める

が,運 転条件,需 要地近接性,環 境特性,計

画の確実性等についても一定の基準を示 した

上で考慮されるべ きである。」 と明示 してい

る。

この うち,需 要地近接性については,

「我が国の電源立地について近年の遠隔化

傾向を踏えて,需 要密集地に近接 して立地す

る電源に対 して積極的な評価を行 うべ きであ

ることか ら,送 電ロス,送 電 コス トを考慮 し

た評価 システムを構築すべきである。」と示 さ

れている。

また,「 環境特性」については,

「環境特性については,現 在のところ評価

基準の客観化が難 しいものの,当 面は入札条

件を充たした上で,他 の評価基準による評価

が同じ案件が複数ある場合に追加的な判断基

準(例:廃 棄物発電である場合)と する等,

具体的な評価方法は実施主体の創意工夫に委

ねるもの とす る。」 と示 されている。

この ように第2次 報告では,廃 棄物発電に

着目す ると,

① 立地場所が,需 要密集地内であ り,原 子

力発電等の遠隔地電源に比べて送電ロスが

なく送電 コス トもほとんどかからない点が

評価 され るべきこと

② 入札条件を充 していれば(或 る程度の経

済性を有 していれば),環 境特性に優れてい

る廃棄物発電 を選択すべきこと

が指摘 されているのであり,ま さに 「公正な

評価」がなされるべ きことが示されてい る。

〔V〕 「電気料金 に係 る定期的自主評価」 に

おける新エネルギーによる発生電力のコス

ト低減対象か らの除外(提 案)

今回の電気事業法の改正及び関係政省令等

の改正によって,「原価的裏付けに基づ き料金

設定を行 う統括原価方式の基本的枠組みは維

持 しつつ,電 気事業者の 自主的効率化努力 を

促すような料金制度上の仕組み(イ ンセンテ

ィブ規制)が 導入 される」 ことになる。

このインセンティブ規制の導入によって,

一般電気事業者は,電 力 コス ト引下げのため

の経営努力を業務全般にわたり強化 しなけれ

ばならな くなり,外 部か らの購入電力に対 し

ては 「苛敏珠求」の度を強めざるをえなくな

ると思われる。

また,平 成7年1月 の電気事業審議会料金 r

制度部会「中間取 りまとめ」によれば,1.料

金制度の基本的課題2.事 業者の経営効率

化を促す料金制度(3)経 営効率化の成果等の

料金への適切 な反映 において,「②料金の定

期的な評価」の実施 を求めている。

そ して 「かかる評価は電気事業者自身が行

うことを基本とし,国 は,規 制 コス トの増大

を招かないよう配慮 しつつ,そ の検証を行 う

べきである。」 と示 されている。

この ままでは,原 子力発電よ り割高な新エ

ネルギーによる発生電力は,供 給用電力には

入 りえない。また,電 気事業者による小水力,

地熱発電等の非化石エネルギーの電源 も入 り

えなくなると危惧 され る。

国は,「長期エネルギー需給見通 し」に定め

た新エネルギーの導入 目標達成 を本気で目指

そうとす るのなら,政 策調整を行い,電 気料

金制度及び電源調達入札制度の中で,新 エネ

ルギーによる発生電力が,地 球温暖化防止 に

有効な電力として祝福 され,自 律的フローパ

スが形成 され ることを,制 度的に担保すべき

である。
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そして,電 気事業者は,「電気料金 に係 る定

期的自主評価」に当たっては,新 エネルギー

による発生電力をコス ト低減の対象外とする

よ う,自 主評価実施要領 に明示 すべ きであ

る。

〔VI〕 インセンティブ規制新電気料金体系の

査定方針における 「地球環境対策 コス ト及

び新エネルギーによる発生電力導入 コス

ト」の経営効率化対象か らの除外の明示(提

案)

電気料金の水準を引下げるための経営効率

化努力を,何 の適用除外条件 を付さずに求め

られた場合,電 気事業者の社内において地球

環境対策 コス ト及び新エネルギーによる発生

電力導入のための コス トへの支出要求は直ち

に根拠 を失って了 う。

このような経済性の原則 とは相容れない支

出は,国 による制度的担保 なしには存在 しえ

ない。大気汚染防止のための 「公害防止対策

コス ト」は法規制に適合するための,経 済性

の原則 を超越する外部強制 として社内に認め

られているものである。

また,こ れ まで地球環境対策や新エネルギ

ー導入のための支出は,「経理的余裕」の範囲

で企業イメージ向上のため認め られてきたに

すぎない。

国は,イ ンセンティブ規制新電気料金体系

の査定方針 において,「地球環境対策 コス ト及

び新エネルギーによる発生電力導入コス トを

経営効率化対象から除外する」旨明示 して,

制度的に担保 すべ きと考えられ る。

§8.む すび一 新 エネル ギーによる発生電

力は,祝 福 されて,電 力系統 を流れえなけ

ればならない

(1)新 エネルギーによる発生電力は,祝 福 さ

れなければならない

新エネルギーによる発生電力が,CO2を 排

出せず,又 は地球環境中のCO2を 増やさない

優れたエネルギーであるのなら,そ の発生か

ら流通,消 費に至る全過程に旦 って,広 く社

会構成員か ら祝福されなければならない。

(2)廃 棄物の焼却エネルギーは,地 域住民か

らの預か り物であり,差 別 されてはならな

い

生活廃棄物は地域住民の毎 日の生活の中か

ら排出され る。この生活廃棄物は,行 政契約

によって地方公共団体によって収集され,焼

却等の処分がなされている。 しかし乍 ら,近

年の廃棄物の発熱量は上昇 し,2,500～3,000

kca1/kg級 に もなってお り,ゴ ミ焼却炉の燃

焼ガスの温度は800～900℃ に達 している。ゴ

ミは立派な燃料資源 となったのである。

見方 を変えれば,廃 棄物の焼却熱エネルギ

ーは,地 域住民から預けられた地球環境対策

上最 も優れたエネルギー源なのである。

この優 れたエネル ギー源か ら蒸気 を取 出

し,蒸 気か ら電気を取出 して,再 び地域住民

に戻すのだ と考 えることが,新 規着想である。

「地域住民か ら預かったエネルギー資源 を,

電気エネルギーに転換 して,再 び地域住民に

戻 すまでのフローパスにおいて,「 しきい」が

置かれ,差 別的扱 いが加 えられてはならな

い。」のである。
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(3)廃 棄物発電のコス トは若干割高かもしれ

ないが,買 い叩 くことをせず,そ のままの

価格で地域住民に戻せばよい

廃棄物発電は,出 力が小規模 である,蒸 気

条件が悪い,焼 却炉の熱伝達効率が低い等の

理由によ り,原 子力発電 と比べれば大概割高

である。 しか し乍 ら,こ れを一般電気事業者

側の物さしである「火力回避原価」(現行の余

剰電力購入 メニューその もの)に より買い叩

けば,廃 棄物発電 を実施する地方公共団体が

赤字 となる。

一方,廃 棄物発電から購入した電力 を,電

気料金認可申請の査定において,経 営努力に

より原子力発電によって得た電力 と同じ原価

として,売 電するよう求め られた場合は,一

般電気事業者の経理収支 に赤字が生 じる。総

括原価方式の下 では,電 気事業者はこの持 出

し赤字 を最 も嫌 うところである。

従 って,廃 棄物発電 を行 う地方公共団体,

その電力を購入 して電力系統を流して地域住

民に売電する電気事業者の双方に,犠 牲 を強

いることのない流通システム(フ ローパス)

が形成されなければならないこととなる。

従 って,廃 棄物発電の発電原価が,或 る一

定の合理的範囲に入っている場合は,一 般電

気事業者はその価格 で購入し,送 配電 コス ト

を加味 して需要家(地 域住民)に 供給するこ

とができる 「料金 システム」 を実現 しなけれ

ばな らない。この ような自律的システムの形

成の施策については,§7で 述べ たところ。

(4)廃 棄物発電による電力が 自律的に流れる

システムが形成 されたとき

① 地域住民か ら見れば,「生活の中か ら排出

した廃棄物か らエネルギーが取出され,利

用度の高い電気エネルギー となって戻 って

来る。」

② 地方公共団体か ら見れば,「廃棄物発電 を

一般電気事業者に売電した収益により,廃

棄物処理費用を削減できる。」

③ 一般電気事業者から見れば,「地球温暖化

防止上有効 な電力の導入に貢献でき,か つ

地方公共団体の廃棄物処理事業 を支援 し,

地域住民が もたらしたエネルギー資源 を,

より利用度の高い電気エネルギー として戻

す ことができた。」

ことにな り,3者 とも幸いに恵 まれること

となる。まさに,エ ネルギー・テ クノロジー・

ドリームが実現 しているのだと思 う。

新エネルギーは,自 律的に流れ うることと

なる。
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,隠 「 昌」1

貼
見 て、 触れ て、

今回は、日本の未来を予感させる 「横浜みなとみらい21地 区

(MM21)Jに そびえたつ三菱重工業(株)の"技 術の砦"、三菱

重工横浜ビルにある 「三菱みなとみらい技術館Jに 、木村と金子

の2名 でお邪魔しました。JR桜 木町駅から徒歩8分 、すでに横

浜の観光(デ ート)ス ポットになっているランドマーククワーの

お隣といえば、もうおわかりの方もいらっしゃるでしょう … 。

"技術の砦"三菱重工横浜ビル

ランドマークタワーより望む

木村と金子、後ろはハラハラした

ヘリコプクー

114 三菱みなとみらい技術館の正面玄関



らい 揖価準
IndustrialMuseum

乗 って、未来へ

lAE女 性研究員取材チーム

、

★ 「技術館」の願い★

このMM21地 区にビルを建てるにあたって

は、市民に貢献する公開スペースを多くとる

という街づくりの万針があったそうです(因

みにランドマークタワーでは、ドックヤード

ガーデンという多目的ホールがそれです)。そ

こで三菱重工業(株)さ んでは、メーカーな

らではのものをということで、「科学技術が世

の中を豊かにし、また暮らしを支えている、

ということを知ってもらう」ためにこの"み

なとみらい技術館"を つくられたそうです。

たしか、あのバブルの時には工学部を卒業し

て証券マンへの道を選んだ学生さんもいまし

たし、また最近では算数や理科の嫌いな子供

がふえているとか(人 のことはいえません

が)、科学ばなれが進んでいるとききます。

そこで 「技術館Jの 登場です。館内の展示

は小学校5、6年 生ぐらいを対象にしていて、

パネル(約200点 展示しているそうです)、大

型模型(中にはなんと実機もあります)、コン

ピュータクイズなどをふんだんに取り入れ

て、普段は見ることのできない最先端の技術

に、見て触れて楽しんで理解できるようにな

っています。でも、なぜ小学校5、6年 生が

対象なのでしよう?そ れは、「21世紀を担う子

供たちに科学技術への夢や希望を持ってもら

いたい、という願いがこの 「技術館」には込

められています。Jとは近藤館長さんです。「難

しい技術が世の中でどう役だっているのか、

をわかりやすく説明するのが私たちの仕事で

す。Jともおっしゃいました。"企業の展示施

設"と いう枠をこえて、広い視野から教育的

側面を重視しているということがうかがえま

すね。その趣旨を反映して、館内からあの三

菱のマークのほとんどを除いたそうです。徹

環境ゾーンのQ&A

コーナー

環境ゾーンのごみ焼却プラントの精密模型
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底してますね/(ち なみに、こちらを課外授業

で訪れる小中学生さんは無料で、専用のバス

駐車場も用意されているそうです。)

理科や数学が大好きな少年少女が13、えて、

いつの日かこどもの頃の夢を技術という形で

実現できたら素晴らしいと思いました。

五大州のこどもたち

が、一つになって国境

のない地球を支え、共

に繁栄したいとの願い

をこめたモニュメント

★5つ のゾーン ★

技術館は平成6年5月24日 に開館し、約半年後の12月2日 に入館者が5万 人を突破 しま したが、年間

目標を10万 人においているそうです。 では、館内を見てまわりましよう。入ロを入るとそこは広い吹

き抜けのエントランスホールになっていて、風力発電機の巨大な模型が羽をまわ して出迎えてくれて

います。1階 には、「環境」、「宇宙」、「海洋」、2階 には、「エネルギー(火 力発電、原子力発電、水力

発電)J、「コミュニケーションJ、の5つ のゾーンが、それぞれテーマをもって構成されています。例え

ば、環境ゾーンでは「都市問題と地球環境保全」、宇宙ゾーンでは「宇宙技術と宇宙開発の未来」、海洋

ゾーンは 「深海技術と海洋開発の未来」、等です。1階 で潜水艦やロケットなど親しみやすい展示(だ

けど本当は、すごくむずかしい技術ですよね。ロケットを打ち上げるなんて)を 見て、「へ～すごいな一」

と感動して、その勢いで2階 へ行きます。2階 の展示はちよっと難 しいのですが、普段なにげなく使っ

ている電気がどこでどのようにつくられて、自分が使うまでにどう流れてくるのか、新しいエネルギー

のこと、また現在日本が直面 しているエネルギー問題等を、コンピュータゲームや大型の精密模型をと

おして飽きずに理解することができるようになっています。

囲

、

1

べ誓鋼 醸
1階 部分

欝

騨
.織
灘

畿
離

.轟陣 畷i
し__謡

2階 部 分
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★スカイウォークアドベンチャー★

私たちは、ますいきなり2階 の 「コミュニケ

ーションゾーン」でヘリコブター(?)に 挑戦

しました。本物のヘリコプターでシミュレーシ

ョン飛行を体験できるゲームで、その名を"ス

カイウォークアドベンチャー。といいます。

ヘリコブターの実機に搭乗し、約6分 間目の

前のスクリーンに写る映像を見ながら、操縦を

疑似体験し、飛行の原理が理解できます。

使用する機体は米国製の汎用ヘリ2機 で、実

際に空を飛んでいたロビンソンR22べ 一タです。
"グランドキャニオン。"横浜～富士山。の2

1警癩

為
蒙

q
重
、

甕

舞

V蓑

熟

種類の映像が用意されていますが、私たちは横

浜を出発し、伊豆 ・富士 ・箱根をまわるコース

を体験しました。

フライトシミユレータとはいっても所詮ゲー

ムと楽観視していたら、この操縦がなかなか思

うようにいかす、また座席の下に置かれた動揺

装置によって真っ暗な中で振動を与えられた時

は、ドキドキしてしまいました。

フライトが終了すると、パイロットとしての

適性診断がアウトフットされると聞いていたの

で、一生懸命運転したつもりだったのですが、私

達二人の成績は100,R満 点中41点,43点 でした。

ヘ チ

鰭讐灘
、識 ＼甑"雛
懲

審
涛
涛
涛
審
涛
涛
審
涛
涛
欝
涛
涛
箒
涛
誰
涛
旛
箒
箒
涛
涛
瀞
旛
涛
涛
審
箒
涛
涛
涛
箒
涛
審
審
箒
審

革革藁馨革藩革馨藩革革革静革静藩革革革革革革革静革革革革革革藩勢藩革革革革革革革革革革革革藩静馨革革藩革革革

★ 宇 宙 ★

☆ ロケ ッ トエ ン ジ ン 「LE-7」

ここでのもう一つの`目玉'が、平成6年2月4日 種子島宇宙センターから打ち上げられた純国産

の大型衛星打ち上げ用ロケット"H-11。 のメインエンジンとなった"LE-7。 です。液体酸素

を酸化剤に、液体水素を燃料に使 っており、2段 燃焼方式のエンジンといわれています。H-1ロ

ケ ットの第1段 エンジンが米国からの技術導入であったのに対 して、国産技術で開発 した世界最高

レベルの高性能大型エンジンです。

静止軌道 に2ト ン級の衛生を打ち上げる能力を有するこのロケットの成功によって、日本はいよ

いよ宇宙開発先進国の仲間入りをしま した。ここではその最新鋭のエンジン(真空中推力110t、 全

長3.4m、 重さ1,714kg)の 実物が展示されています。

なお、H-11ロ ケットは、水素をエネルギーとして利用するわが国では初の大型プロジェク トな

のです。
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禽…癬
H一 目 ロケットの全体像

灘叢

ロケットエンジンLE-7(実 物大)

6hllll「 ρ ・、ltlt・◇,tlp◇11卿 ◇lllll・ ◇ 噌1解lr●s,1111◇ 喝II,hひ 邑llll・◇ ・巳lll・◇IIII「 ・◇8据ll◇ ・llP◇ ・llll・rひ。llll◇illp,"・llll・r●L・lll,◇1闘ll・◇ ・Illl・◇IIIIl・◇llll」 ■F`山llhoLllttトoLlllll'◇llll「 ◇ ・llll●◇11!ll◇Illll'◇ ・11il'rひllll,・r●hlll,・◇Illll'◇llll「 →L,ltlF

★ エネルギー ★

エネルギーゾーンには、火力発電、水力発

電、原子力発電など既に実用化されている大

型発電技術のほか、燃料電池、石炭ガス化発

電など研究開発中の新 しい発電技術につい

て、大型断面模型、夕一ビン翼の実物などを

使って、これまでの歴史と、これからの開発

動向がはっきりわかるように展示されていま

す。

まず目に入ってくるのが 「火力発電用ボイ

ラ」の大型断面模型です。30分の1と は言っ

てもかなり大きなものでした。これは出力70

万キロワット の石炭火力発電設備のボイラ

ーだそうです。また、出力118万キロワットの

加圧水型(PWR)の 「原子炉容器」や、原

子炉容器や蒸気発生器などを収納する 「原子

炉格納容器」なども、精密な断面模型によっ

てその構造としくみが理解できるようになっ

ています。

三菱重工業(株)のエネルギー分野における

パワーに圧倒される思いでした。

原子炉容器

原子炉格納容器

瓶 堀 稿 幅 へ^∫
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‡艸 艸 艸 艸 艸 艸 艸 榊 艸 南南 お わ り に 艸 艸 艸 艸 艸 艸 艸 艸 艸 中艸 ‡

‡ 「場所がら、クリスマス等にはカップルだらけになってしまいますが、少なくともここでデー ‡
÷ 音
← トしている間は、『宇宙,海 洋,エ ネルギー,環 境』にふれてもらえる … そこから少しでも興 音
筆 音
暑 味をもってもらえれば、それでいいと思うのです。Jという館長さんのお言葉がとても印象的でし&
争 音

‡ た。横浜みなとみらいと言えば最高のロケーションで夜景も綺麗な魅力ある場所ですから、そこ ‡

にある"三 菱みなとみらい技術館"が 若者のデートコースになってしまうというのもうなずける ‡

話でした。 音

最後になりましたが、お忙しいなか快く取材に応じてくださいました近藤館長、取材連絡の窓 音

ロとなってくださった原動機事業本部西田課長代理ほか、皆様に厚くお礼申し上げます。 音

中中中中中中申中中中中中中中中中中中中中中申中中中中中中中申中中中中申中中中中中中中中中中申中中中申中中中中中

所 在 地

交通案内

開館時間

休 館 日

入 館 料

●Information●

横浜市西区みなとみ らい三丁目3番1号 三菱重工横浜 ヒル

●電車をご利用の場合

JR根 岸線/横浜市営地下鉄/東 急東横線の

桜木町駅 より徒歩8分

● 自動車 をご利用の場合

首都 高速横羽線 「みな とみ らい」ランプ出 口正面

三菱重工横浜ビル有糾地下駐車場 をご利用下 さい。

午前10時 か ら午後5時30分 まて(但 し、入館は午後4時30分 まて)

毎週月曜 日、年末年始及ひ特定休館 日

(但し、月曜 日が祝 日の場合 は火曜 日)
一般500円 、中 ・高校生300円 、小学生200円

団体(30名 以上)は 各100円 引

お問い合せは、三菱みなとみらい技術館事務局 まで

TELO45-224-9031FAXO45-224・-9902

磁騨瀬 翻 霧華麟

》
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ー

覇
噛 磯

灘

鱗

・講

禦
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近藤館長さんを囲んで
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研究所のうごき
(平成7年1月1日 ～3月31日)

◇ 第41回 理事会

日 時:3月17日(金)12:00～13:10

場 所:経 団連会館(9階)906号 室

議 題:

第一号議案 平成7年 度事業計画および収

支予算(案)に ついて

第二号議案 平成7年 度運営費の借入につ

いて

第三号議案 監事の一部改選について

◇ 第40回企画委員会

日 時:2月13日(月)10:00～13:30

場 所:エ ネ ル ギー総合 工 学研 究所7階 会 議 室

議 題:

1)最 近 の事 業概 要 につ いて

2)今 年 度 の 自主事 業 につ いて

3)エ ネ ル ギ ー総 合 工 学 研 究 所 中長 期 ビ

ジ ョンの進 捗状 況 と今 後 の展 望 につ い

て

4)そ の他

(コレ ン コ ・パ ワー ・コンサ ルテ ィ ング

社(ス イス)原 子 力 技術 ・安全 部

シニア ・プ ロ ジェ ク ト ・マ ネ ジャー

カー ラマ ン ・ツナ ボイ ル氏)

2.ヨ ー ロ ッパ 諸 国に おけ る高 レベ ル放射 性

廃棄 物処 分 プ ロ グ ラム の最近 の状況

(コレ ン コ ・パ ワー ・コンサ ルテ ィ ング

社(ス イス)原 子力 技術 ・安全 部

シニ ア ・プ ロ ジェ ク ト ・マ ネ ジャー

カー ラマ ン ・ツナ ボイ ル氏)

3.フ ランス の再 処理 施 設 か らの高 レベ ル放

射性 廃棄 物 の受 け入 れ ・貯蔵 プ ログ ラム

(コ レン コ ・パ ワー ・コンサ ルテ ィン グ

社(ス イス)

副社長 ウ ル リッヒ ・テ ィルセ ン氏)

第123回 月例 研 究会

日 時:3月24日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中 ホー ル

議i題=

1.中 国に おけ る石 炭利 用 開発 に関 す る事 情

(副主席研 究 員 中丸寿 男)

2.欧 州 主要 国 にお け る廃棄 物発 電 の状 況

(エネル ギー 技術 情報 セ ンタ ー長(兼)

プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部 副主 席研 究員

iJ、川糸己一一・良K)

◇ 月例研究会

◇ 主なで きごと

第121回 月例 研 究 会

日 時:1月27日(金)14=00～16=00

場 所:航 空会 館6階 中 ホー ル

議 題:

1.最 近 の エネ ル ギー政 策 の環 境 の変化 の

動 き

(通商産 業省 資源 エ ネル ギー庁

公益 事 業部 発 電課 技術 振 興室

企 画班 長 一 ノ瀬宏 昭 氏)

第122回 月例研 究会

日 時:2月24日(金)14:00～17:00

場 所:TISグ リー ンフォ ー ラム7階AB

議 題:

1.ス イス にお け る低 ・中 レベ ル放射 性 廃棄

物処 分 施 設 のサ イ ト決 定 経緯

1月12日(木)・ 第1回WE-NET革 新システ

ム比較検討WG
・第2回 新エネルギー導入可能性

検討会

20日(金)・ 第3回 新エネルギー導入可能1生

検討会
・第2回 メタノール利用発電技術

総合評価調査作業会

23日(月)・ 第17回原子炉安全数値解析高度

化委員会

24日(火)・ 第1回 廃棄物発電最適 トータル

システム検討委員会

26日(木)・ 第4回 新エネルギー導入可能性

検討会
・第3回 低質燃料利用高効率発電
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技術調査委貝会

1月27日(金)・ 第2回 メタノール利用発電技術

総合評価調査委員会
・第2回 天然ガス開発利用促進調

査合同WG

30日(月)・第3回 地層処分研究委員会
・第2回 高効率発電システム調査

委員会

31日(火)・ 第5回 新エネルギー導入可能性

検討会
・第2回 高効率発電システム調査

委員会

2月1日(水)・ 第2回WE-NET革 新システ

ム比較検討WG

・第2回 地球環境から見た総合的

化石燃料サイクル分析評価手法

の調査委員会

2日(木)・ 第4回 天然ガス開発利用促進調

査地質 ・物性 ・探査WG

3日(金)・ 第3回 高度負荷集中制御システ

ム専門委員会

7日(火)・ 第2回 次世代ハウスエネルギー

供給利用システムの研究専門委

員会

8日(水)・ 第2回 石炭灰有効利用拡大技術

調査委員会

9日(木)・ 第3回 地球環境対策技術調査研

究委員会
・第5回 天然ガス開発利用促進調

査地質 ・物性 ・探査WG

10日(金)・第3回 地球環境対策技術調査研

究委員会

13日(月)・ 第2回 石炭の高温燃焼に関する

調査委員会

14日(火)・ 第2回 石炭の高温燃焼に関する

調査委員会
・第5回 天然ガス開発利用促進調

査掘削 ・開発 ・生産WG

15日(水)・ 第3回 国際的視点に立った将来

軽水炉の設計のあり方に関する

調査委員会

16日(木)・ 第6回 新エネルギー導入可能性

検討会

17日(金)・ 第1回 国際動向対応専門委員会
・第4回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委貝会

20日(月)・ 第18回 原子炉安全数値解析高

度化委員会
・第6回 天然ガス開発利用促進調

査地質 ・物性 ・探査WG

21日(火)・ 第5回 エネルギー環境予測検討

委員会開催
・第2回A-PFBC発 電システ

ム調査委員会

22日(水)・ 第2回A-PFBC発 電システ

ム調査委員会

・第3回WE-NET革 新的 ・先

導的技術に関する調査 ・研究委

員会

23日(木)・ 第4回 低質燃料利用高効率発電

技術調査委員会
・第3回 天然ガス開発利用促進調

査合同WG
・第3回 石油活用型ガスタービン

複合ごみ焼却発電システムの普

及促進調査委員会

24日(金)・ 第4回 高度負荷集中制御システ

ム専門委員会

28日(火)・ 第3回 高効率発電システム調査

委員会

3月1日(水)・ 第3回 高効率発電システム調査

委員会
・第4回 都市エネルギーセンター

導入にかかわる調査 ・検討WG
・第3回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査委貝会
・第4回WE-NET全 体システ

ム概念設計一安全対策 ・評価技

術委員会

3日(金)・ 第3回 自動車用CGT社 会適合

性調査委員会

6日(月)・ 第3回WE-NET革 新システ

ム比較検討WG
・第3回 次世代ハウスエネルギー

供給利用システムの研究専門委

員会

8日(水)・ 第2回DSM技 術検討委貝会

10日(金)・ 第2回 非在来型天然ガス基礎調

査委員会

13日(月)・ 第3回 石炭灰有効利用拡大技術

調査委員会
・第3回WE-NET総 合評価と

一121一



開発計画のための調査 ・研究委

員会

3月14日(火)・ 第3回 長期電力需要要因分析委

員会
・第3回 メタノール利用発電技術

総合評価調査作業会

15日(水)・ 第2回 家庭用等夜間電力最適運

用機器システム検討委員会
・第5回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会
・第3回 含酸素燃料に関する調査

委員会

17日(金)・ 第2回 廃棄物発電最適 トータル

システム検討委員会

20日(月)・ 第3回 メタノール利用発電技術

総合評価調査委員会
・第3回 地球環境から見た総合的

化石燃料サイクル分析評価手法

の調査委員会

22日(水)・ 第2回TRU廃 棄物中深地層処

分シナリオ調査検討委員会
・第3回FBR新 技術フE一 ジビ

リティ調査検討委員会

23日(木)・ 第4回WE-NET革 新システ

ム比較検討WG

・第5回 低質燃料利用高効率発電

技術調査委員会

27日(月)・ 第3回 石炭の高温燃焼に関する

調査委員会
・第3回 炭化水素類排出低減技術

調査委員会

28日(火)・ 第4回 高効率発電システム調査

委員会

◇ 人事異動

新水素エネルギー実証ラボラ トリー

主任研究貝 高橋正典(出 向解除)

付

博

日

ー

1

用

村

月

採

上

2

(

○

上原富夫

主管 研究 員 を任命

新水 素 エ ネル ギー実 証 ラ ボ ラ ト

リーOこ酉己属

主 管研 究員 を任命

新水 素 エネ ル ギー実 証 ラ ボ ラ ト

リー`こ酉己属

02月28日 付

(退任)

プロジェクト試験研究部兼新水素エネル

ギー実証研究センター主任研究員

大久保憲一(出 向解除)

03月1日 付

(採用)

小谷哲哉 主任研究員を任命

プロジェクト試験研究部 ・新水

素エネルギー実証研究センター

に配属

03月31日 付

(退任)

研究顧問 柴田誠一

総務部長 山口 魏

プロジェクト試験研究部研究員

羽田野祐子

プロジェクト試験研究部主管研究員

並木信夫(出 向解除)

新水素エネルギー実証ラボラトリー

主管研究員 祐延 悟(出 向解除)

01月31日 付

(退任)
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第17巻 通 巻 目 次

VOL17,NO.1(1994.4)

【巻 頭 言 】 規 制 緩 和 に つ い て憶 う こ と 石油連盟 専務理事 能 登 勇 … …1

【理 事 長 対 談 】 こ れ か らの 新 エ ネ ルs(..一一と原 子 力 を考 え る2

原子力委員会 委員 林 政 義

L理 事長 山 本 寛

【寄稿】総合エネルギー調査会総合部会

基本政策小委員会 中間報告について13

通商産業省 資源エネルギー庁 長官官房 企画調査課 渕 上 善 弘

【関連施策紹介】エネルギー総合工学研究所 平成6年 度事業計画の概要20

【調査研究報告】セーフティ ・サイエンス国際会議に出席 して 楠 野 貞 夫……24

【調査研究報告】放射性廃棄物 と非放射性有害廃棄物 との比較評価 ……羽田野 祐 子……35

【調査研究報告】「新水素エネルギー シンポジウム'94」概要報告 ………松 井 秋

大久保 憲 一……45

【海外出張報告】 ごみ発電の高効率化 に関する海外調査結果 赤 田 卓 己……59

【随想】エネテクドリーム21(そ の7)

「原子力電源(原 子炉施設)

運転操作要領書の作成基本通則素案」 与志耶 劫 紀……73

研究所のうごき
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【新 任 挨 拶 】 研 究 所 の着 実,堅 実 な 成 長 の た め に

【退任挨拶】退任のご挨拶

常 務 理 事 相 馬 昭 典 … …1

研 究 顧 問 柴 田 誠 一.一.一一… …2

【座談会】水素利用国際 クリーンエネルギーシステム技術(WE-NET)

プロジェク トの成立経緯 と今後の進め方について3

東京大学 工学部 化学工学科 助教授 堤 敦 司

工業技術院 機械技術研究所 主任研究官 赤 井 誠

㈲エンジニアリング振興協会 研究理事 、岡 野 清

専務理事 吉 澤 均

福 田 健 三

外 川 守 人

一123一



【寄稿】平成6年 度電力施設計画の概要

通商産業省 資源エネルギー庁

高 倉 毅

22

公益事業部 開発課 計画班長 山 本 哲 也

【調査研究報告】環境調和型エネルギー コミュニティ調査 佃 豊……30

(大規模 コージェネレーションシステム)

【調査研究報告】分散型電源の系統連系技術 土 持 綱 久……51

-一 平成5年 度 「分散型新電源技術実用化実証研究に関する

系統連系課題の解析 ・評価」調査研究の概要一一

【調査研究報告】高度負荷集中制御システムー負荷平準化の一方策一 …福 井 康 博……64

【調査研究報告】製油所における電 ・熱有効利用に関するモデル調査結果

大 門 憩 雄……75

【調査研究報告】「人へのや さしさ」 を目指 した

原子力の技術開発の方向性について

【訪問記】東京電力㈱富津新エネルギーパーク

【随想】エネテクドリーム21(そ の8)

「改めて評価 された"ご み発電"の 意義 と

本格的普及のための高度化対策の体系」

研究所のうごき

原 田 義 也……90

1AE女 性研究員取材チーム…100

与志耶 劫 紀…106

編集後記

125

128
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第12回 エネルギー総合工学シンポジウム

ー「幕開けしたエネルギー競合時代の技術戦略」一

平成6年7月11日(月)於 東商ホール(東 京商工会議所4階)

総合司会 プロジェクト試験研究部部長 高 倉 毅

＼

資源エネルギー庁 長官官房審議官

【基 調 講 演】「エネルギー競合時代 と規制緩和の動向

日本開発銀行 理事 山

【特 別 講 演】「わたしの省エネとリサイクル」 女優 木

【基調報告1】 「本格化す るエネルギー競合時代の構図」 ……専務理事 吉

【基調報告2】 「エネルギー間競合 と外部 コス ト(Externalities)」 ……谷

【特 別 講 演】「ごみ発電の推進 と自治体サイ ドの問題」

・・…・…東京都清掃局 工場管理部 工場技術管理担当参事

開会の挨拶

来賓の挨拶

本

木

山

並

長事理

本

内

澤

口

-
人

り
乙

寛

徹

貞 一 … …4

み ど り… …14

均 … …23

武 俊 … …37

寺 川 隆 一 … …49
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【パネルディスカッション】

テーマ:「 各エネルギー産業の競合時代への対応戦略」

〈司 会〉一橋大学商学部 教授

〈パネ リス ト〉働エルピーガス振興センター 専務理事

㈲日本システム開発研究所 常務理事

三洋電機㈱ 取締役 研究開発本部長

㈹日本ガス協会常務理事

㈲石油産業活性化センター 常務理事

㈱電力中央研究所 経済社会研究所 研究主幹

総括 とりまとめ ・閉会の挨拶

郎

夫

雄

徳

明

鼎

之

史

公

行

幸

正

正

澤

原

澤

田

野

内

羽

島

吉

栗

岡

垣

桑

竹

丹

矢

事

60

均 … …94
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【巻頭言】21世 紀への夢 ㈹日本電機工業会 専務理事 永 井 信 夫……1

【理事長対談】グローバル時代における我が国の電力技術2

㈹日本動力協会 会長WEC国 内委員会 議長 宮 原 茂 悦

L_饗 事1長山 本 寛

【関連施策紹介】「新エネルギー導入大綱」について 藤 間 健 一……15

【内外情勢紹介】欧州各国におけ るTRU廃 棄物等の処分の現状 ………和 達 嘉 樹……26

杉 本 雄 二

【調査研究報告】自動車用CGTハ イブリッ ドシステムの性能検討 ……蓮 池 宏……36

【調査研究報告】エネルギー ・環境モデルの現状 と展望 黒 沢 厚 志……44

【随想】エネテクドリーム21(そ の9)
わざ わざ

「"国産 み の 技"か ら"国 造 りの 技"へ
,

ひら

拓けるか石炭灰の新たな有効利用技術の体系」 与志耶 劫 紀……54

【訪問記】東京ガス㈱ガスの科学館IAE女 性研究員取材チーム……72

研究所のうごき
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鐵慧 行事案内 難灘

第13回 エネルギ ー総合工学 シンポ ジウム

●アーマ 「電力市場 の 自由化 と新規参入の課題」

《基調講演》 「わが国の電力市場自由化の方向」

東京大学経済学部 教授 植草 益 氏

《基調報告》 「電力市場参入への課題」

現時点での内外における種々の売電事例等から、将来電力市場参入におい

て課題となりそうな点を中心に報告を受ける。

《特別講演》 「電力市場 自由化のわが国経済への影響」
一橋大学商学部 教授 栗原 史郎 氏

《パネル討論》 「電力市場の自由化と新規参入の課題」
パネ リス ト=関 連事業者等

等

● 日 時:

● 会 場:

● 参加費:

● 問合先:

平成7年7月18日(火)10:00～17:00

東 商 ホール 東京商工会 議所4階

千 代田区丸の 内3-3-2

無 料

(財)エ ネルギ ー総合工学研 究所

企画部 主任 金子裕 子

電話:03--3508-8894
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編集後記

去る1月17日 の阪神大震災では,多 くの当

研究所賛助会員会社で被害を受けられました

こと,衷 心よりお見舞い申し上げます。その

後の復旧作業におきましては,電 力,ガ ス,

石油等エネルギー供給ラインの重要性が改め

て痛感されましたが,関 係者の皆様の総力を

挙げたご努力に対しまして深 く敬意を表しま

すとともに,早 期完全復旧を心から祈る次第

であります。

さて,当 研究所は昭和53年の設立から順調

に発展し,平 成7年4月 で創立18年度目を迎

えました。平成7年 度は,平 成5年3月 に改

訂 した 「中長期ビジョン」(第2次 ビジョン,

対象期間は平成5年 度から9年 度の5年 間)

の3年 度目に当たり,同 ビジョンによる目標

の 「実力強化 と対外展開の時代」を実質的に

達成する時期として当研究所にとって重要な

年度であります。

本号は,本 年度のかかる位置付けを考慮し

て,巻 頭言は長らく当研究所の理事をしてい

ただいている東大名誉教授の関根泰次先生に

お願いしますとともに,去 る3月 の理事会で

承認された平成7年 度当研究所事業計画を掲

載しました。平成7年 度における当研究所の

事業活動に対しまして,ご 指導,ご 鞭捷の程

よろしくお願い致 します。

座 談会 は、 メタ ノール 技術 に関 す るそ れ ぞ

れ の分 野 でオ ピニ オ ン リー ダ と して ご活躍 中

の若 山正 夫 氏,中 村 弘 巳氏,福 田健 三 氏 のお

3方 に よ り吉澤 専務理 事 の司会 で,「メ タ ノー

ル エネ ル ギーの実 用化 を どの よ うに考 え れば

よいの か」 をテーマ に語 って頂 き ま した。 エ

ネ テ ク ドリー ム21(そ の10)で は、 「新 エ ネル

ギー に よる発 生 電力 は,祝 福 され て電 力系 統

を流 れ え なけれ ば な らない」 こ と を命題 とし

て,イ ンセ ンティ ブ規 制下 の 電気料 金制 度 に

お け る扱 いが提 言 されて い ます 。 その他 の記

事 と して は,最 近 の 地球温 暖化 の枠 組 み条 約

の動 向,エ ネル ギー を とりま く環境 の動 き,

あ るいは新 エネ ル ギー,環 境,原 子力 に 関す

る海 外 の動 向紹介 等 現時 点で の最新 情 報 を掲

載 して お り,関 係 者 の ご判 断 の一助 に して頂

け る もの と考 え ます。

また,読 みや す い記事 を売 り物 に して い る

女 性 研究 員取 材 チー ムに よるエネ ル ギー施 設

訪 問記 は,今 回は 「三 菱み な とみ らい 技術館 」

を訪 れ ましたが,写 真 を うま く使 い 同技術 館

の展 示 思想 が簡 明 に紹介 され て い ます 。

その他,本 号 は年度 当初 号 です の で,平 成

6年 度 の季報(17巻)通 巻 目次 と平成7年 度

の行 事案 内 も掲載 し ました。

(ノ」、川 糸己一良区 言己)

季報エネルギー総合工学 第18巻 第1号

平成7年4月20日 発行

編集発行

財団法人 エネルギー総合工学研究所

〒105東 京都港 区西新橋1-14-2

新橋SYビ ル(6F)

電 話(03)3508-8891
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